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序章 現代の産業発展と都市の進化

第 1節 グローパル・リストラの中の「世界都市Jと「創造都市J

21 世紀を目前にして、 「都市論Jの隆盛が続いている。都市の文化や歴史、そして景観

や注築物のみならず、都市の産業、特に文化とかかわった産業に注目が集まっている。か

つて産業革命がっくりだした工業都市にかわって、都布の文化が新しい産業を作るかに見

える。そして、 「世界都市J rコンペンション都市J r劇場都市J、さらには f工房ネッ

トワーク都市Jなどが多くの論点を提起してきた。

なぜ今、都市が注目され、都市の文化と産業に焦点が当てられるのか? その理由は20

世紀末の地球規模の捕造転換(グローパル ・リストラクチャリング)と深い関係があると

いうのが本研究の基本的な視点である。まず、グローパル・リストラが都市経済や地域経

済に与えるインパクトを慨観し、それにともなう理論的展開と主要な論争点を吟味してお

こう. (佐々 木 ・寺西. 1988.重森・遠州.1993) 

倍近の都市経済に関する変化を考える場合、第一に考慮すべきことは経済活動のグロー

パル化によって凪民経済と国民国家の枠組みが後退し、かわりに従来はサブシステムであっ

た地域経済と都市経済の重要性が高まってきたことである。これは、国民国家の退場とか、

「国民経済の政昏傾向Jと呼ばれるものと深い関係がある。(宮崎. 1995) 

現在、グローパル経済化の推進力である多国籍企業と多国籍銀行は「グローパル最適立

地」と呼ばれる国境を越えたポーダレスで自由な資本移動を展開し、生産 ・流通 ・金融 ・

管理の効率的システム(多国籍企業による企業内世界分業)を桃築している。(杉本.

1986) 

このため巨大企業の虫産型工場は低賃金労働力を求めて海外立地戦略をとり、しばしば

有力な下間企業をも、海外へと移転させる傾向がある。このために先進国内の既成工業地

帯は絶えず空洞化の危機に立ち、アグリビジネス(多国籍股業資本)の影響下で進められ

る股産物の貿易自由化(コメの市場解放など)は国際的に劣位な股業生産力の水準を基礎

とした農村を破滅の淵に追い込んでいく。これをグローパル ・リストラの第一のインパク

トと呼ぶことができよう。

この結果、多包括企業の自由な資本移動戦略の前に、国民国家レベルの経済政策や産業

政策、地成開発政策は国際化の波や、メガコンペティションに適応するか、さもなければ



無力化し、各地域は垂直的で、しかも弾力的な企業内分業体制(例えば世界本社一地域統

括本社一支社・営業所一基幹工場一分工場)の下に統合される傾向がでてくる。もちろん、

この過程は、一直線に進むわけではなくて、多国持企業同士の競争や多国籍企業内部にお

ける国内工場製品と海外製品との内部競争、ベンチャー企業の急成長による大企業の経営

の再縞成などを伴っている。しかし、長期的に見ると、世界の多くの地域は、このような

垂直的な企業システムに規定されて地域間関係も垂直的構造をとり、その頂点には多凪結

資本の国際的中枢管理機能をUHaしつつも絶えず再編成や移動に直面し、多くの不安定要

素を持つ「世界都市J (ニューヨーク、ロンドン、東京)が展開する。そして、これらの

末端に位置する分工場地域や段村は外国為替市場の急激な変動や巨大企業の立地戦略の変

更の毎に動婦を繰り返すことになる。

他方、このような多国籍企業主導による世界統合を控えて、例えば、ヨーロッパ・ユニ

オンEU等が目指す超国民国家の統治機構が本格的に力を持ち、本来のグローパリゼーショ

ン政策を促進してEUレベルでの環境政策や中小企業政策 ・農村政策が多国籍企業の無制

限な展開を規制するようになると、地域内発型の中小企業群によって支えられ特定産業分

野におけるグローパルな中心地の位置を占める f創造都市J (及びその周辺地域)が相互

に水平的ネットワーク関係を結んで発展する可能性が聞けてくる。

つまり、 21世紀型の社会経済秩序を模索する「漂流の時代Jと言われる 2つの世紀の交

わり自において、グローパリゼーションとローカライゼーションの2つのベクトルが交錯

し f世界都市Jを頂点とする垂直的な地域統合の動きと'創造都市j相互の水平的なネッ

トワーキングとの問で綱引きが演じられようとしているのである。

グローパル ・リストラの第2のインパクトは巨大な官僚的集指国家の解体や再編成の傾

向である.現代国家の軍事部門、福祉部門であれ、あるいは公共事業部門であれ膨大な官

僚機構を持つ現代の中央銀ほ国家はその硬直性や変化への対応の能力の低下を指摘され、

対応の誤りはしばしば深刻な財政危機に陥り、 l.JH極的国家システムから変化や住民ニーズ

に効果的に対応しうる都市と自治体を主役とする分権的社会システムへの移行が始まろう

としている。

さらに1980年代初頭、当時のレーガン大統領のアメリ力、サッチャー首相のイギリス、

そして中曽線位相の日本が相次いで採用した反ケインズ主義的民営化路線は「福祉国家J

を後退させ、行き過ぎた民営化がパ7'ル崩壊とホームレスの急増を招き、結果的に社会的

厚生を求める公共政策の担い手として都市と自治体に対する期待が高まっている。 80年代
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末には、中央指令型計回粁済の硬直性と巨額のîp. 4ß1~ 負担の多い社会主義官僚同家の解体

が始まり、独立国家共同体CIS(旧ソ連)では共和問、白治rzの独立の動きから、極点 ・シ
ベリアでは地域経済閣の自立へ向けた勤きが強まっている。また米 ・ソ冷戦体制の狭間で

長らく開発独裁体制下にあったアジア諸国でも分格化の動きが顕著であり、韓国では民主

化宣苫以来、地方自治制度確立の動きが急展開している.

このように国民国家にかわって公共政策の主役として都市と自治体の重要性がグローパ

ルに高まっているのである.

グローパル ・リストラの第3のインパクトは、先進資本主義国におけるハイテク化 ・情

報化 ・ソフト化と表現される産業構造の高度化と、画一的な大量生産から多品紐適:ti1のフ

レキシブル生産への移行という生産システムの変化とが、都市経済に新しい可能性を開こ

うとしていることである.

産業情造の高度化によって先進資本主義国では、コンビュー夕、情報 ・通信、ソフトウェ

ア産業が興隆し、素材型車工業が衰退した結果、物的生産に比して知的生産の比坑が急増

した。このため、大学院大学 ・研究所など基礎研究機関、大学 ・専門学校などの高等教育

機関、さらには図a館・劇場 ・コンサートホール ・オペラハウスなどの文化施設、そして
都市景観や都市デザインに至る都市の文化 ・学術集積までが先端的都市型産業を発展させ

るインフラストラクテュアとして重視されるようになり、文化指向型産業政策が登場する

ことになった。

一万、 1970年代のオイルショックによって「フォーデイズムj と定義される阿一的製品

の大{!I生産=大量消't'tシステムが大量在庫を抱えて行き詰まり、大企業の労働組織の硬直

性のために生産性を低下させて大企業システムの見芭しが始まったとする「フォーデイズ

ムの危機Jをめぐる討論と犯裁が欧米を中心に普及した.

これに対して、ハイテク機器を使いこなす現代的職人企業(零細規慎の工房型企業)が

ネットワーク型に結合し、多品種適量のフレキシブル生産を展開する?産業コミュニティ j

が注目を集めるようになった.ヨーロッパでは「第3のイタリアjのボローニャ ・フィレ

ンツェ、日本では北陸の金沢などの都市が地域内発型中小企業の集摘した f産業コミュニ

ティ j をその経済基盤として発展している。このような文化指向型の産業政策や臓人企業

によるフレキシブル生産システムへの注目は「創造都市jの可能性をさらに広げるもので

あると位置づけられるであろう。

以上 3つの要素が絡まり合いつつ、一方では多国籍企業主体のグローパル ・リストラの
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進行する中で、他方で21世紀の分柱型地域社会システムの萌芽が形成しつつある。

本書では、まずグローバルシステムの中での「創造都市jポローニャの産業を基盤に、

新たな地域産業の発展に伴う都市の進化の典型的な姿を取り上げてみたい。そして、これ

と対比しつつグローパルシステムの頂点に立ち、グローパルカルチャーを発信する「世界

都市Jニューヨークを取り上げ、これと比肩しうる f日本型世界都市j東京をポローニャ

の対極において検討する。その上で、日本産業の発展をふまえて自律的な経済基盤と強自

の文化を育てる日本型「創造都市」をめざす金沢の発展方向を文化と経済について出り下

げて検討してみたい。

第2節 創造都市の基本的特徴と従来の把握

(1) イタリアの「産業tl!!区Jをめぐる従来の論点

ニューヨーク、ロンドン、東京などの世界都市を頂点とした垂直的な都市・地域間関係

の絹の自が進展していく中で、一方的にこれに取り込まれずに、世界都市を越える新しい

都市類型として f内発的発展を遂げる創造都市Jに注目しよう。ここに「創造都市」の典

型として取り上げるポローニャは1960年代には歴史的長観の保全運動で世界に先駆け、 70

年代には f地区評議'会j制度の潟入によって分J勧9な都市モデルとして注目されてきたが、

近年は産業と文化におけるフレキシブルシステムに世界の注目が集まっている。イタリア

経済は1980年代に入るとEU時間の中でもきわだって高い経済成長を示し、 f奇跡の復活J

を遂げたと評価されているが、その原動力の一つが中部イタリアに位置するポローニア、

フィレンツェなどの中規槙都市の経済成長である。

イタリアのモデナ大学教授プルスコ、フィレンツェ大学教授ペカティー二、ポローニャ

大学教段カペッキらは、危機にたつフォーデイズム(アメリカの自動車産業を典型とする

巨大企業による画一的製品の大也生産システム)に代わるべき新しい生産システムとして

近年国際的に関心の高まっているフレキシブル生産システムの意誌と、その典型地域を実

証的に研究しポスト ・フォーデイズムの地域経済モデルとして理論化している。従来イタ

リアの工業発展は北部イタリアの先進的大企業地帯(ミラノートリノージェノパの三角工

業地帯)と、 「成長の極j政策によって、工場誘致を経験した南部イタリアの大企業の分

工場地帯の2つに区分されてきたがオイルショック以降、中小零細企業の集積した中部に
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{世間するベネト州、エミリア ・ロマーニャ州、 トスカーナ州の「第3のイタリアJと呼ば

れる地域の経済発展が矧汗となった。(図0・l参照)

f第3のイタリア」と「産業地区 (industrialdistrict) Jが国際的な関心を呼ぶきっかけと

なったのはベカティーニの研究であった。彼はイギリスの経済学者であるA.マーシャルの

碍諭を接用して?産業地区Jを fある一つの自然的歴史的に区分された地域においてコミュ

ニティと企業群の生き生きとした存在によって特徴づけられる社会地域的統一体であるj

と定義し、企業城下町とは巡って、コミュニティと企業とが一体化する傾向にあると述べ

ている。(民伺ttini.1979，1990) 

ここでは、コミュニティは同質の価値観と労働観を共有しており、企業群は特定の製品

を生産するために地域内分業を梢成する地域に根付いた集団を意味している。

産業地区における労働者は、能力や努力に応じて品適な仕事に就いており、絶えず疏動

性を持っていることが産業地区の生産性と競争力の条件となる。労働者の専門性は企業を

移り変わる場合に失われるよりも、むしろ「産業地区j全体に広がり、マーシャルが「産

業的雰囲気Jと呼んだ「公共財j の一部となるのである。

もう一つの革新的要ぷは、例えばトスカーナ州の f産業地区j の一つであるプラトーに

おいてはインパナトーレと呼ばれる「純粋企業家jの存在である。彼等は自ら工場は持た

ないが、市場調査を行い、製品を企画し、世界市場の動向に対応しながら産業地区の生産

システムをフレキシブルに再編成する重要な役割を演じている。

f第3のイタリアJの中でも、とりわけ、中規模都市ポローニャやモデナを中心とする

エミリア ・ロマーニャ州は共生的小企業群が、フレキシピリティに富んだ水平的分権的生

産システムを実現しており、極めて良好なパフォーマンスを示していた。プルスコは、ベ

カティーニの「産業地区j慨念を採用しつつ、フレキシピリティに富んだ産業地区を fエ

ミリアン ・モデルJと名付けている。 (Bruヌo.1982) 

プルスコによれば、 fエミリアン ・モデルjが注目される理由は、①オイルショックに

前後する経済危機への対応が梁軟で、良好な経済発展を遂げている、②その経済構造は

「第3のイタリアJ地域に共通しており、他の地域を理解するのに有益である。③この地

域の多くの自治体が革新政党の影響下にあり、その動向が注目されるからであるとしてい

る。

彼によれば、イタリアの中小企業は、①伝統的職人業、②下請職人業、③産業地区の小

企業群の3頴型に分摂されるが、エミリアン ・モデルのg:J軸をなすのは第3頴型である。
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これは市'1iillのベカティーニの f産業地区J概念を採用しつつ新しい内容を盛り込んだもの

であり、①いくつかの産業分野に特化した小企業群が、水平的に結びつき、②個々の殿場

内では ~fE機66と熟練労働との結合によって多品種少量生産を実現して、③市場ニーズに

即応した高付加価値商品を生産する新しい分権的なフレキシブルシステムである。

ベカティーニやプルスコによれば、この生産システムに安定性を与えているのが、全国

臓人企業述合 (CNA=Conf剖erationNationale de L'artisant )など中小企業述合体の各地域支部

の存任と州政府と自治体産業局による創造的産業政策である。

このように、 「産業地区Jと fエミ リアン ・モデルJは小企業のもつフレキシピリティ

を生かしつつ、企業述合や協同組合そして自治体の支援のもとに f共生的ネットワークj

を組んで抱五に支えあい、 f競争と協同」を理念とする新しい経済社会システムを構築し

ていると考えられるのである。

ベカティーニが理論化した「産業地区Jとプルスコが提起した「エミリアン ・モデルj

に触発されて、これを一般化し、ポスト ・フォーデイズムの典型的生産システムとして評

価したのが、ピオール (Yf.J.Piore)とセーブル (C.F.Sabel)の研究であるo (Piore & 

SabeI. 1984) 

彼らはこれらの産業地区が①イノベーションを得意とする無数の小 ・中規筏企業によっ

て締成されていること、②繊維、自動機械、工作機械、自動車、農業用具など広範な部面

で特化をし、柔軟に技術を使いこなす高度な労働の質を保持していること、さらに、③同

一業種や異業種の小企業や労働者の問で、イノベーションをめぐって密綾な協同関係をと

り結び、規艇の経済を尖現していることに驚嘆するとともに高い評価をあたえているので

ある。

そして、このような f巨大ともいえる共生的小企業群Jによって実現されている生産シ

ステムをマーシャルの「特化経済($戸cialization)Jに学んで fフレキシブル ・スペシァリ

ゼーション=柔軟性に富んだ特化経済 (flexibles回cialization)Jと定義し、脱工業化時代

を特徴づける生産システムと位置づけた。それは、つまり、従来の工業化時代に支配的で

あった巨大工場における大民生産システム=フォーデイズムがその硬直性のために、 2度

のオイルショックによる市場の不安定化や市場の成熟化による消貨の多慌化に直面して行

きづまった後に登場した、 「工業社会の全く新しい組織方法jであり、 f市場、技術、工

業社会のヒエラルヒーの画期的再編成jの最初の兆しの一つであると大胞に定式化してい

る。彼らはフレキシブル ・スペシァリゼーションのもとでは、専用機械とその付属物とし
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ての半熟練労働者に依拠した大量生産とは異なって生産の変化にフレキシプルに対応しな

ければならないので、~[ E装備の汎用機を使いこなす熟練労働者が生産の主体に返り咲く

ことを強制している.同時に、共生的小企業群の内部では単なる生産量の柔軟な調整(数

f同旬フレキシピリティ)にとどまらず、個々の熟練労働者が経営者とともに「構想と実行J

を統一して行なう条件にあり(機能的フレキシピリティ)、これらとともにフレキシピリ

ティを高めていると主弧している。

彼らの理論は、折からフランスのレギュラシオン学派の理論とも交鉛しつつ、欧米を中

心に将及し、フレキシブル・スペシァリゼーションに関わる国際比較研究が鰐しく登場し

た。この中で、第3のイタリアと並んで、西ドイツ、日本のケースも成功例として評価さ

れたために、ピオール ・セーブル理論は楽天的過ぎるという批判も生まれている。(京谷，

1993) 

つまり、日本で支配的なフレキシブル生産システムはトヨタ自動車の生産システムに見

られるように、下問中小企業群のもつ高い技術とフレキシピリティ、本社の自動ラインに

おける多能工的潰密労働とによって多品種生産が可能になっているのであり、巨大企業を

中心とする垂直的統合の一類型であって、ポスト ・フォーデイズムというよりはウルトラ ・

フォーデイズムと規定しうるものだという批判である。(加藤 ・Steven. ゆ93)

フレキシブル ・スペシァリゼーションをフォーデイズムの再編 ・再情築か、それともそ

れを越えるシステムとして把握するのかは議論の余地が多いが、少くとも「大企業主導型

の類型Jと「自立的な中小企業主体の類型Jとは明確に区別されねばならず、プルスコの

問題提起に戻れば後者の盛要性まで一律に否定することはできない。

というよりはむしろ、セーベルが「フレキシブル ・スペシャリゼーションと地域経済の

再生Jと題する論文において述べているように、世界経済の変動にともなって、一方で多

国籍企業による下請企業へのフレキシプル生産の導入が進展するにともない地域経済は大

きな影響を被るが、他方で、内発的な中小企業主体のフレキシプル ・スペシャリゼーショ

ンが展開する中で、地境経済の再生の動きが強まってくるのであり、 f大企業主導型の地

竣経済情造jと「自立的な中小企業主体の地犠経済構造Jとは明確に区別する必要があり、

「エミリアン ・モデルj や fフレキシブル ・スペシャリゼーションjは特定の楠造をもっ

地域経済、都市経済として存在していることを理解することこそが盈要なのである。

(Sabel. 1989) 
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( 2 ) r産業地区Jから rfitJ 造都市j研究へ

国民経済の発l長の前提としての都市経済の固有の重要性を主張するユニークな出物を著

わしたアメリカの都市研究者であるジエーン ・ジエイコブズJaneJa∞bsは、都市経済の本質

をセーベルの研究を引用しながら、①輸入代替による自前の発展、②イノベーションとイ

ンブロピゼーション(臨機応変の改良)に基づく経済的自己修正能力あるいは、修正自在

型経済と把出し、その典型例として、ポローニャ、フィレンツエを代表とする中部イタリ

アの中規悦都市の経済構造を f創造的都市Jに固有のものであると述べている。彼女は

fセーベルが、これらの密集した共生的小企業群の中で観察し、画期的変化であると感じ

たその力と鰯呉的事実は、すべて創造的都市に国有なものであった」と語り、 「巨大な小

企業群、共生関係、職場移動の容易さ、経済性、柔軟性、効率のよさ、適応性ーとは輸入

代替が都市とその周辺の後背地においてのみ実現可能な過程として実現したその現実であ

るj とし、このような創造的な都市経済を実現することこそ、国民経済の発展の前提であ

ると主強しているo (Ja∞bs. 1984) 

本来、創造的α回tiveという用語は独創的、革新的という一般的な意味と、それに関連し

て生産的という特別な意味がある。レイモンド ・ウィリアムスRaymondWilliamsの『キーワー

ド辞典Jkeywordsこよれば、ラテン語のα回te(作る、または作りだす)から英語に入ってき

たこの語は16世紀までは創造主としての神の行為と結びついていたがルネサンスのヒュー

マニズムの思想、とともに人間の作る能力を意味するようになり、 18世紀には科学技術や芸

術思忽と関iiliづけられて用いられるようになり、創造の能力に関する一般的な呼び方であ

る創造性cr白川tyは20世紀になって現われ、革新innovationと想像力imagination、空想、f加臨y

との関連で用いられることが多いとされる。 (Williams.1976) 

したがって、創造都市とは一般的に、科学や芸術における創造性にwみ、同時に技術革
新に富んだ産業を備えた都市であると定義できよう。

Ia近、ヨーロッパにおいて、ランドリーc.LandryとピアンキーニF.Bisanchiniを中心と

して「ヨーロッパ創造都市研究グループjが組織され、各国都市比較研究が開始されてい

る.今日、 「創造都市J研究が求められる背景として、社会協祉政策と自治体の伝統的経

常の見直し、さらに製造業雇用の減少という深刻な問題に各都市がlU面していることが挙

げられる.従来は、連邦や中央政府の補助金に依存して、これらの問題に対応してきたも

のが、財政危機のもとで都市の自立が求められ、都市自らが、新しい産業を創造し、問題
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解決能力を持った都市行政システムへの転換がヨーロッパの都市の共通の銀題となってい

るのである.つまり、経済、行財政システムにおいて r1)IJ造性に宮んだ都市Jとはいかな

る都市であり、どのようにして形成されるのかが彼らの検討奴題である。

彼らは、この政組にアプローチする際に芸術活動のもつ創造性に着目して、自由で創造

的な文化活動と文化インフラストラクチュアの充実した都市こそは、イノベーションを得

意とする産業を擁し、解決困難な課題に対応しうる行政能力を育てることができるという

のである。

この研究においては、産業のイノベーションとインプロピゼーション(即興演奏のよう

な改良)を得意とする都市を「創造都市j と呼ぶ、アメリカの都市研究者 J.ジエイコブ

ズに影響を受けて r1)IJ造性」を空想や想像よ りも実践的で、インテリジェンスとイノベー

ションの間にあるものと位置づけており、従来までの都市経済基盤と新しい芸術活動との

内的述関の解明が今後の課題となっている。今回、ヨーロッパのみならず、都市の衰退に

悩むアメリカや産業空洞化が本格化する日本の都市においても「創造都市Jの研究が焦眉

の課題となっているといえよう。

また、わが国において「創造的都市j と題する論文を発表している小林潔司は「今回、

いくつかの大都市は芸術、科学あるいは産業における国際的な創造的活動の中心となって

いる。また、大fttの知設やアイデアが都市に蓄積され、それが都市の社会 ・経済的活動に

おいて民要な役割を演じれば、科学、芸術、経済的活動の創造性の急速な発展に適応でき

る。このようなメカニズムを通じて、先進的大都市は地球規伎での経済的 ・文化的発展の

原動力になっている.Jと述べ、中世における創造的都市ポローニャの栄光と衰退をとり

あげ、創造的都市発展の条件として以下の4点を挙げている。①文化的な多様性、②独創

的な人間が自由に新しいアイデアや知諜を創造すること、③新しいアイデアや技術を都市

における生産、文化、技術、芸術に結びつける人間が存在すること、④都市の内部 ・外部

を結びつける非常にすぐれたコミュニケーションを有していることを指摘している。(小

林. 1995. p.321)これらの指摘はいずれも的確であるが、重要なことは文化的な多段性を

保障する社会システムであり、創造的人間を育成し、定.{{させる都市のインフラ整備とそ

の利用法であろう.

ポローニャ大学教段のカペッキは、ベカティーニやプルスコの従起した f産業地区j概

念を都市に拡張することを提案している。

カペッキは都市産業サブ ・システムという観念でポローニャの都市経済を特徴づけよう
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と試みている.人口45万人のポローニャ市、 90万人のポローニャ県における産業構造は、

包装機減、オートパイ、計測機械そして繊維工業と箆数の産業分野にわたっており、カル

ピやブラトーのようにアパレルや繊維産業のような特定業種のみから形成されているわけ

ではないからである。

伝]時に、サブ ・システムの中で世界市場競争など外部環.t;lの変化に伴い基幹産業の交代

が生じ、企業組織の組み答えが内発的に行われていることを明らかにするとともに、その

際、新技術の場入やノウハウの移転に果たす大学と工業専門学校の役割に注目している。

産業のstt新における大学、専門学校とのネットワークの形成はシリコンパレーにおいても

強調されているところであるが、ボローニャにおいては企業の系列内に閉じこめられない、

開かれた自由でぶ平的なネットワークが重視される。

(3 )ポローニャにみる現代の「創造都市j

ポローニャやフィレンツヱが位置する中部イタリアは、歴史的に中小規棋の地主と折半

小作位の地帯であり、第 2次大戦後は彼らが小規模の企業を経営することになり、中 ・小

規模企業の集積が極立って高いのが特徴であった。イタリアの法律では庖用主を含めて20

人以下の企業を f暇人企業(Arti担m)Jと定義している。たとえばポローニャ市が属する

エミリア ・ロマーニャ州では、約170万人の従業者のうち約58%が職人企業で鹿用され、製

造業だけとってみても約44%が職人企業で働いている。

これらの職人企業は、主に全国職人企業連合 (CNA=Conf出erationNationale de L'artisant) 

などの全国的な迎合体に加盟している。これらの連合体は州や自治体ごとの地域組織と職

純別の横断的組織とをもち、各地域組織は当該地域内で自主的な運営を行っている。

各地域辿合体は、加盟する騒人企業の税務会計、給与に関する基本サービスの他に広範

なサービスを行っている。たとえば、エミ 1)ヤ ・ロマーニャ州委民会では、①地方自治体

と協力して工業団地造成を行い、用地取得から工場の建設まで共同で実絡する。②従業者

や新規求時占・のための専門的教育や技術的訓練を行う。③見本市や展示会へ共同で参加す

る。④原料の共同腕入、共同受注 ・販売、公害対策、作業研究などの分野で企業共同化を

促進する.⑤金融機関からの有利な資金調達を控助する。⑥lu新の技術情報を従供してハ

イテク化を支援する等々、を行っている。

以上のように蛾人企業の経営に関して広範なサービスが健供されることによって、各企
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業と労働者の協力関係の密度が高まり、そのことによって企業と労働者の共生関係が深ま

り、小企業ではあっても述合体を組織することによって規僚の経済を実現することが可能

となると考えられる.聴人企業連合体は職人企業にとっては外部経済としての役割を演じ、

セーベルが特徴づける「柔軟性に富んだ特化j を生産β式とする f巨大な共生的小企業群j

を実現している。

これに対して、ポローニャ市やエミリア ・ロマーニャ州など地方政府は臓人企業とその

述合体を産業政策の中心に裾えて、その発展のために二つの大きな役割を演じている。第i

は、臓人企業など小規模の企業に対して工業団地を造成し、道路を強制lし、職業訓練学校

を運営し、工業技術センターを設置するなど、小規模企業では整備できないインフラスト

ラクチュアを辿設して支援することである。さらには州が見本市を主催して市場開拓を行

うなど総合的な産業政策を展開している。

第2は、践人企業の臨場内での作業の安全と労働者の健康が維持できるように指導する

ことである.小説模企業であるがゆえにおこりうる過度の労働者の搾取を規制している。

以上のように、州と自治体は、住民の圧倒的多数を占める小 ・中規慎企業に働く労働者

と、その迎合体を主体とする産業政策を実施して国際鈍争力をもった内発的で創造的な都

市経済を実現している.日本経済も中小企業のもつ国際続争力の高い水準については世界

的な評価を受けているが、多くの場合、大企業との下請関係の中で自律性の乏しい状態に

置かれ、国際的な産業調整過程で整理 ・淘汰が繰り返されてきたのが実情である。

この点、中部イタリアの中小企業群は巨大な連合組織と創造的な都市産業政策に支えら

れて、大企業に対する高い自律性を保持しており、日本社会とは対照的である。日本でみ

られるような大企業と中小企業の問の賃金格差は中部イタリアではみられない。

さらに、中部イタリアの都市政策において特徴的なことは、ボローニャ 、フィレンツェ

のような歴史的都市においては産業政策と街並み保全などの環境政策が一体的に取り組ま

れていることである。

たとえば、フィレンツェ市では、 1966年のアルノ川の氾濫によって歴史的宏観をとどめ

てきた旧市街地が大きな被容を受けて、これを契機に職人企業が郊外に続出を始めたa 放

位すれば跡地にホテルやマンションが立ち並び、歴史的街並みが崩壊してしまうというの

で、騒人企業迎合は市に働きかけて職人企業の跡地は他の聡人が優先的に移住できるとい

う条例をつくらせて、中心街の街並みの崩壊を食い止めようとしている.もっとも、職人

企業の中には自動車修理業など騒音を出すものも含まれているので、伝統的な職人業を選
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択的に歴史的街区に残すという環境への配慮がみられる。

また、ポローニャ市は街全体を取り巻く回廊が独特の陰影を醸し出す都市奨を持ってい

たが、 1960年代に郊外にニュータウンを建設するという分散化を促進したため中心街が衰

退した。そこで1969年にはβ針を転換して、歴史的街並みの保存と再生をはかった。 r都

市の高質化jと称して古い建物の内部を現代的に改造したのであるが、再生にあたって職

人企業の技能が発抑され、その娠興にも役立ったことはいうまでもない。ポローニャ市は

また、郊外に職人企業の工業団地を整備しているが、その一方で中心地区の歴史的街区の

なかに、新規事業に乗り出す職人のために事業所を提供している。歴史的街区の文化的集

積のなかでこそ新しい感性を備えた職人企業が養成されると与えたからである。歴史的街

区が脆人企業のインキュベーターとなるのであり、都市の文化的集肢が新規の有望な企業

と産業を生み出すのである。

このように、中小零細規模の企業を軸にした産業政策を都市景観・環境政策の枠内で展

開するという創造性は住民自治の進展と無関係ではない。ポローニャ市では、 1964年に全

国に先がけて地区住民評議会がつくられ、住民参加が制度化された。 m初は勧告 ・陳情の
機関であったが、現在は決定機関であり、行政機関ももっている.地区評議会の審議権は

社会保師、文化、スポーツ、教育機関におよび、企業立地等についても発言抵がある。狭

峻的な生活闘を話路に、住民参加によって地域計画が民主主義的に作られていく中で、住

民の生活ほと探境ほを重視した経済政策が摘想されていくこと、住民が自律的に経済活動

をコントロールすることをイタリアの経験はわれわれに教えているように恩われるのであ

る。

したがって、現代の創造都市の条件は第 lに、芸術家や科学者が自由な創造活動を展開

するのみならず、労働者や職人が自己の能力を発問してフレキシプルな生産を展開するこ

とによって、グローパル ・リストラの荒波に抵抗しうる自己革新能力におんだ都市経済シ

ステムを備えた都市である.

第2に、都rliの科学と芸術の創造性を支える創造支控インフラストラクチュアとして大

学 ・専門学校 ・研究機関、また、中小企業 ・職人企業の椛利を捷滋し、フレキシプルな活

動と創造的仕事を支怨するインフラストタクチュアとして各極協同組合など非営利セクター

が充実していることが必要である。

第3に、産業発展が都市住民の「生活の質jを改善し、充実した社会サービスを提供す

ることによって、環境、福祉医療などの領域での新しい産業の発述に刺激を与えるような
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生産と消費のバランスのとれた発展をしている都市である。

第4に、生産と消沈が展開される空間を規定する都市環境が保全され、都市住民の創造

力と感性を高める都市長鋭の~しさを備えた都市である。

第5に、都市住民の多慌で創造的な活動を保問する、行政に対する住民参加のシステム、

つまり、狭域自治と、都市と都市、地域と地域とをネットワークする広域行政のシステム

を備えた都市である。

これらの点を理論的フレームとして、ポローニャの分析を始めよう。
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第 l章創造都市ボローニャ

ーフレキシブルな生産と文化の都市システムー

はじめに

まずはじめに、ポローニャ市の現況と特徴を概観しておこう。

地理的歴史的特徴 ポローニャは図1. 1にみるようにポ一川流域の平野の南端に位置し、

アペニン山脈をrf.iに問え、京はアドリア海に面しており、純済的文化的多段性はこの地理

的取境によっている。その!歴史は紀元前 ω∞年、エトルリア時代に遡り、ローマ帝国時以
来、北イタリアと南イタリア、ヨーロッパと地中海を結ぶ交通の要衝として重要な役割を

果たしてきたことが、今日の経済的発展につながっているとともに、仕~J~熱心でかつ陽気

な、プラグマティクでかつ寛容な、商才に長けかつ知諜に食欲なポローニャ人の個性とい

うものを培ってきたと宮われている。

中小企業主体のフレキシブル生産システム ポローニャ市は人口約 45万人で、イタリア

でワ器自の都市であり、生産基盤の盟かさ、生活の質、社会サービスとインフラストラクチュ

アの普及皮に関してはトップにランクされている。住民 l人あたりの企業数と事業所数の集

制度では知l位で、その活動性と銀行預金量では第 2位であり、多くの兎要な国際見本市が

開催されている。ポローニャは中世の家畜の市以来、見本市が隆盛で、現在の見本市地区

には丹下位三段.!I・のツイン ・タワーが聾え、 1994年には年間23件の見本市と 15∞件の出展

件数を数え、 60万人の観光客も含めると130万人の訪問者を迎えている。

都市経済は~13次産業の比重が大きく、いくつかの先端サービス分野ではミラノに依存し

ている町もあるが、エミリア ・ロマーニャ州のサービス首都としての役割を果たしている。

従業者・の51%はサービス紫、 27%が工業と農業、 22%が商業に従lJIしている。これは製造

業での技術革新と自動化の進展の結果であるとともに、近年(ポローニャ都市圏内ではあ

るが)rliの郊外部へ工場が流出しているためでもある。

機械エンジニアリング産業がポローニャの伝統的な主要産業セクターであり、近年はエ

レクトロニクスの発展によって輸出市場向けの精密機械工業が急成長している。中でもパッ

ケージング(包弘機械)産業は世界のリーダーとしての地位にあるが、それ以外には木材

加工機械、出業機械、食品加工機械などが輸出をのばしている。
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図1・1 工ミリア ・ロマーニャ州とポローニャ市
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こうした先端産業の允肢にn献しているのが、産業界に対して革新的アイディアを提供
することのできる大学の山花である。ポローニャ大学と産業界の関係は、約百年前までは

工学部の卒業生がミラノやトリノへ脱出していたが、今日ではほとんど地元企業で就職す

るようになった。

生活の質と充実した社会サービス ボローニャの住民は、伝統的性格的に、 『生活の質j

に対する強い関心を持っており、この分野で・も市は際立った特徴を持っている。ポローニャ

は文化と自由時間の消1~においてイタリアの都市のトップであり、大学卒業者の割合と婦

人就業者の割合(30"'44.;f"の年代では10人のうち8人まで家庭外で就業している)もトップ

である.

保育所や幼稚園も完備し、弱者に対する社会サービスも充実しており、新しい生活のニー

ズに応えるよう母新技術の利用、つまり、インターネットで住民の要求を行政に反映させ

る仕組みも進めており、イタリアを代表する日刊紙が、ポローニャを「生活の質 No.1都市」

と認めている。

また18世紀に、貧困者保磁のために最初の病院が設立されて以来、大学の発展とともに

知識を支援し、研究面でも人材面でも大きく社会に貢献している。健康 ・医療分野は今日、

市の主要産業であるとともに誇りでもあり、国立の病院ではあっても民間施設のような自

作性があり、市予算の倍の金額を使っている。特に整形外科と心臓外科、緊急医続の分野

ですぐれ、全国から患者が訪れている。

景観と環境 建築的観点から見ると、ローマやフィレンツェのように有名な大池築物は

ないが歴史的市街地を形成する、ポルテイコと住宅、そして小路が全体として醸し出す美

しさを特徴としており、島根瓦からファサードに至る独特の赤レンガ色もポローニャのイ

メージを忘れがたいものにしている。

19ω年代の建設ブームj切においてなされた都市計画上の政策選択の結果、ポローニャは

都市環境でもすぐれ、{主みやすい都市として評価されている。その内容は 1つにはシティー ・

ウオールの内側の歴史的市街地の保全と再生計画であり、もう lつは郊外の緑地の保全計

両である。

過去10年間、大きな労力を払った結果、大気と水の汚染状況も改善して、 liiも汚染され

ていない大都市地域となっている。
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学術と文化の創造都市 経済的活力に加えて、ポローニャは「学者の都市j と呼ばれる

ほど学術・文化が栄えている。 1088年に創立された、ヨーロッパ品古の大学には今日95，0∞

人の学生が学び、科学・文化簡で都市に大きな影響力を及ぼしている。大学は市内の研究

センタ一、博物館・英術館、劇場、図書館、文化施設とネットワークを組み、各種の協会、

間体、企業、財団とともに協力して都市の創造力を高めている。すぐれた芸術作品を音楽、

コメディ、ビデオ、劇場、物;!?などの分野で輩出している。

住民参加の分権システム 1964年に全国に先がけて場入された「地区住民協議会jは市

内9地区(最初は18地区)に投出され、地域住民のあらゆる要望にこたえる意向となり、

分描社会の基礎となっている.

第 1節 フレキシブル・スペシャリゼーションの歴史的展開とその要因

hl初に20世紀に入って以来のポローニャ市(県)の経済発展を歴史的に跡づけてみると

次のようである.

( 1 )フレキシプル・スペシャリゼーションの基礎確立期 19∞~ゆ何年

20世紀初頭においてこの地域は農業が支配的な地域ではあったが、 1901年のセンサスに

よれば、農業従事者のうち約40%が股業労働者(日給、固定給)であり、 35%がシェアー

クロッパー(折半小作山)、 7%が小作段、 18%が自作雌であって、この点において大土

地所有が支配的で農業従事者の大部分が単なる段業労働者に過ぎない南部イタリアとは追っ

た状況にあった。

つまり、農業労働者は全般的に貧しかったが、折半小作段は1;1J当られた土地で小さな家

族経営を営むことができ、自作農はさらに豊かな家族経営を営む余裕があったために、自

到糸官機を寺三に入れ、納屋工業を展開し、自ら小さな企業家に転身することが可能であった。

例えばポローニャでは 16世紀にすでに fシルクの都市Jと呼ばれ、7l<力を利用した繊維工

業が展開してきた。 19世紀ぶから20位紀にかけて、地域に技術学校も設立されて、職人や

熟純労働者に伎能の訓練も行なわれるようになり、機械工業やテキスタイル文化が地域に

拡がり、序々に成果をあげるようになった。 1924年には、 ACル1A社(自動機械製造会社)
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がボローニャに設立され包弘機械の製造を始めた。こうして、地域内の顧客を相手に限定

されたm途向けの機械生産が拡がっていった。
以上のようにi卯0-1945~ドの時期にポローニャ都市聞においてフレキシブル ・ スペシャ

リゼーションの基礎を形成した内発的要因としてカペッキは次の点をあげている.

(Capecchi. 1990) 

まず、第一に f農村社会主義j とでも呼べる革新的地方自治の伝統があったことである。

20世紀初頭の農村争議の中から、アルジェンティナ ・アルトベッリという女性のリーダー

が設場し、社会主義忠恕がエミリア ・ロマーニャ州内全域に広がり、次第に首都であるポ

ローニャに浸透していった。地域の労働者全体の要求を満たすために 1883年に労働評議会

が設立され、 1909年には社会主義者遣は選挙で40%を獲得し、 1913年に男子普通選挙制が

導入されると、ポローニャ、 (他にフエラーラ、レッジョ・エミリア、パルマの各都市で

も)に革新市政が誕生した.この革新自治体の影響力のもとで建設産業や農業労働者の集

問だけでなく、後に地域の中核産業となる機械、陶器、印局IJ工業などにおいて協同組合や

各砲の非営利Non-Profitの経済団体が無数に形成され、内発的発展の原動力となったのであ

る.

革新自治体はさらに、小企業に役立つ棺互扶助基金や公営住宅、人民大学などを建設し

て内発的発展を支援することになる.

第2には、企業家精神と産業的伝統の存在である。すでに見たように折半小作農など比

較的裕福な農民の副業が早くから発展し、ワイン、野菜、食肉など食料加工品から繊維型

品の分野まで農業と結びついた小企業が登場し、都市部では、皮革、鉄など職人的手工芸

や大学と結びついた印刷業など小さいが多様な産業的伝統を保存し、企業家精神に官んだ

地峨となっている。 16世紀に fシルクの都市j と呼ばれる繁栄をみたポローニャは、その

後リヨンなどとの続争に敗れると新規産業の開拓に乗り出したのである。

第3に、ポローニャのフレキシブル生産に大きな影響力をもっているのが女性の役割の

大きさである。すでに見たように、折半小作農家の副業は女性が主として経営してきたも

のであり、工業化段階以降には、繊維産業ではデザイナーとして、機械工業では経営的業

務を果たし、小企業の発以にとって不可欠の存在であった。また、初期の労働運動指持者

アルジェンティナ ・アルトベッリらの活躍によって女性の公的地位も高く、彼女は友性の

ための商業、工業学校としてエリザベート ・シラーニ技術学校の設立(1895年)にも尽力

した。
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第4に、ポローニャ大学と多様な技術学校が新規産業の創出や科学的知識をもった熟練

労働者を誕成する上で毘要な役割を果たした。卯O年の歴史をもっ世界忽古のボローニャ大

学は自然科学、社会科学の双方において世界的な学問的集積をもち、とりわけ、物理学、

.工学分野では地域産業に決定的な影響力をもってきた。段奨学会は政策専門学校の創立に

努力し、医学会、工業#門学校の設立が相次いだ。

大学とともに工業学校の存在も特筆される。この学校は絹工業の危機から脱出するため

にはイギリス、フランスなどから先進技術を導入 ・移転することが不可欠であると考えた

物理学者のアルディーニと経済学者のヴァレリアーニの2人が 18世紀初却にロンドンとパ

リに行き、自ら学んだイノベーション情報を地域に定芯させるため、ポローニャ市と大学、

さらに峨人組合の協力のもとで 1878年に設立されたものである。この学校は工学と物理 ・

化学の2分野を3年間教育し、学生が単なる機械操作知設だけでなく、機械が設計される

技術的背設を学びとることに力点をおいている。

このような大学や技術学校は主体がポローニャの内発性に基づくものであるが同時に、

他地域からの知識の移転という観点からは外発的要因であるとカペッキは考えている。ま

た、一方彼はポローニャの発展の外発的要因として、国営タバコ会社の工場と、軍需工学

の育成という国家産業政策を指摘もしている。

以上のような内発的要因に基づいて、ポローニャには包装機械を中心とする独特の機械

工業の集積が生みだされてきたのである。

20世紀初頭のポローニャには従業員 100人を越える民間企業はわずかに3社、 Calzoni社

(2∞人)、イタリアースイス協会(165人)、GaetanoBarbieri社 (120人)、そして2つの

問立協会、花火研究所(100人以上)と南部鉄道協会(376人)であったが、半世紀の問に

時実に成長を遂げた。その理由として第lに大きなものは前述のアルディーニ ・ヴァレリ

アーニ工業学校が工業知議を普及させ、顧客のニーズに対応したフレキシブルな機械の設

計と組織がロI能となったこと、第2に中央政府の軍需生産に動員されたが、生産の多様性

とフレキシピリティを維持できたことがあげられる。

この結果主に3つの小分野で機械工業が発展したのである.

第lに、ラジオ、フィルムから、外科及び整形外科用器具に至る極めて多様な専門的製

品群に至る特殊機械工業、例えばCalzoni社は水圧システムから飛行機に至る製品群を製造

している。

第2に、ポローニャ人が熱狂しているレース用オートパイの製造、 GD、M.¥il、CMなどの
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会社があるがMoriniや白、宿泊gnaはエンジニアであるだけでなく、腕のいいレーサーでもあ

る.

第3に、特定の顧客向けの専門的機械を製造する農業用、産業用機械工業、農業機械

(Calzoni、民Morsier)機械部品(Barbieri、M古伊nti)食品包装機械(Acma)タバコ製造機

械(Sasib)等々、;たに多彩な機械工業が存在する。

この時期、後に主流となる包装機械はわずかに2社のみであった。このうち Acma社につ

いてみると、 1924年に協力者・のパルピエーリGae凶 oBarbieriと共にポローニャの経営者ガゾー

ニArturoGazzoniによって設立され、スイスの技術学校出身のカルビジャーノBrutoCarpigiani 

に設計をまかせ、 Zwh民!など新機軸を開発して自動包装機械を確立していった。後にこの会

社は各分野の技術者をスピンオフさせる母工場とてフレキシプル ・スペシャリゼーション

の都市システムにおいて最重要な役割を果たした。

第2のサクセスストーリーはSasib社である。この会社は1933年に労働者出身のイノセン

ティSoipioneInnocentiによって設立された。当初はスウェーデン企業 Ericsson社との関係で

同種の電気系統システムを製造していたが、 1937年タバコ会社ManFartara、Ta凶αhi社から

包装機械の受注をしたのが契機となり、この分野に進んだのであった.

( 2 )フレキシブル ・スペシャリゼーションの全面開花 1946"" 1980年

第2次大戦後、住宅や工場が破壊され、失業と貧困問題が山航する中、ポローニャ市で

は再び共産党と社会党からなる革新自治体が樹立される。その一方、中央政府では大企業

と大地主に支怨されたキリスト教民主党をリーダーとする保守政権が成立することとなり、

ポローニャ市やエミリア ・ロマーニャ州は中央政府とは異なる工業化の道、つまりフレキ

シブル・スペシャリゼーションの方向を選択することになった。

この選択によってポローニャ市政は労働組合のみならず、多数の中小企業、とくに職人

企業や協同組合にも足盤をおき、家族経営の中小企業を促進し、都市と股村の臓人企業の

伝統を再活性化するため、種々の創造的な政策を展開することになった.

とりわけ、暇人企業の担い手である女性の役割を高く評価し、女性の就業を支怨するた

め保許所や幼稚同など社会サービス事業に努力し、小企業の経営環境を守るため、歴史的

市街地の再生保仔や土地 ・不動産投機の抑制に力を傾注してきたのである。

この結果、工業化は急速に展開し、工業労働者の割合は 31% (1951年)から43%(1971 

年)へとm大し、 70年以降は第3次産業が発展することになった。この産業発展に歩調を
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合わせて、ポローニャ以の金属・機械工業も就業者の30%(1951年)から41% (1971年)、

さらに47%0981年)へと増大したのである。

このポローニャの独自の内発的発展をより詳しく検討しよう.

キリスト教民主党に指導された中央政府はアメリカのマーシャルプランによる基金を使っ

て北部イタリアの大工業コンビナートを支援したのである。 1951年末にはピエモンテ州と

ロンパルディア州が総額の25%及び28%を設備投資資金として中央政府から受け取ったの

に対して、エミリア ・ロマーニャ州はわずかに0.7%に過ぎず職人企業や協同組合には投下

されなかったのである。

さらに、中央政府は大戦中軍稲生産に貢献したポローニャの工場群への発注をとり止め

たため、工場は規脱縮小を余儀なくされた。大戦中7.000人の労働者を擁したDu回計上は1973

年には1，∞0人規検になり、Sasib社も1，100人から5∞人に、 Minganti社は1，500人から判O人へ

縮小するという共合であった。

このような状況下で、中央政府から離れて、独自の工業化を進めるポローニャの革新自

治体は労働者と中小企業、協同組合を二つの柱として内発的に工業化を進めることになっ

たのであり、いわゆる「エミリアン ・モデルj と呼ばれるポローニャ方式の質の高い都市

づくりが展開されることとなった。その第lの特徴は土地 ・不動産に対する投機を規制し、

都心の歴史的市街地と郊外の緑地を保存するだけでなく、女性の社会進出のための社会サー

ビスを充実し、小企業の設立を容易にしようとする総合的な都市政策の方針を持っている

ことであった.

さて、第3のイタリア、とりわけエミリア ・ロマーニャ州にはプラトーの繊維産地のよ

うに単一業開の集積する「産業地区jが多数存在しているが、ポローニャのような中核都

市の場合、綾歌の産業システムから都市経済が構成されており、機械工業の中でも包装機

械、電子機械、オートパイなどの細分類に分かれている。カペッキはこの各々の生産シス

テムを都市経済のサブシステムと呼び、ポローニャのサブシステムの中心に位置する包装

機械工業の形成と展開過程を次のように分析している。

ポローニャの包装機械工業は食品の小売業界のニーズに対応することから始まり、次第

に薬品、化粧品、スープ、タバコ、化学製品等多様な用途に広がり、各々の分野を得意と

する中小企業が展開していった。この結果、戦前期にはAcma社とSasi峠上の2社に過ぎなかっ

た包装機械メーカーは 1970年代までには約100社に増加し、その周囲に部品を供給する 3∞

ほどの企業群がポローニャ地域に集積したのである。
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Acma社とSasib社を H 母工場"として次々に小企業がスタートアップしていく過程は具体

的に以下のように示される。

アルディーニ ・ヴァレリアーニ工業学校を卒業し、 Acma社で13年間整備工として働いて

いたコラッツァNatalin。ωrazzaは1948年に独立し、最初は自動機械の修理や Acma社の下請
仕事で生計を立てて、 1955年に、さいころ状のバターやソフトチーズ専用の包装機械の製

造に削ぎつけた。ドイツのライバル会社に勝利するため、充境と包装を一台の機械で行え

るよう改良を重ねた。彼のぷは創業当初から重要な役割を来たし、 1975年彼の死後は安が

社長となった。

Acma社の有能な研究員であったマルテッリ Antanio Martelliは50年代初めに自らの会社

~anelli Automatic Constructions (略称、Can)を創業し、製薬分野でカートニング機械を専門

に営業し、軌道に乗ると、 Acma社の有能な機械工であった臥nteMantavaniはこの刺激を受

けてN1artellクソレープに移り、デザインの面で重要な役割jを果たしたというケースも見られる。

また、 Wrapmatic社のケースのように、最初から傾部!な道を歩むのではなく、好余曲折の

末、成功した会社も多い。 1960年にAcma社のデサ'イナーであったカッソー1)Paolo Cassoliは

広人と共に、実業家のVittorioGentiliの金融的支援を得て自動機械市場で仕事を始めたが、

独自の設計思想が不充分であったためにうまくいかず、 1964年に、アルディーニ ・ヴァレ

リアーニ工業学校を卒業したポナーテGiorgioBonateの協力を得て、 トイレットペーパー用

の包装機械を開発して辛うじて立ち直った。

1947年に有能な機械工としてアルディーニ・ヴァレリアーニ工業学校を卒業したロマノー

リ向油田Romagnoliの場合には、 Acma社で1948年"'53年までデザイナーとして働き、次いで

GD社で60年まで妓術スタッフとして貢献し、 1961年に義兄の協力を得てIma社 (Automatic

ぬchineInd凶町y) を設立した。 lma社はこの業界で品も成功した一つであり、 1967年にティー

バッグの充填機械を開発し、 70年代には製薬分野に進出し、 76年には発泡却i用機械を開発

して国際市場を席巻した.

このように、次々と母工場Acma社から新規企業が独立し、 60年代から70年代初頭にはい

わゆる第2世代の企業群がより専門特化した新しい市場を見出して、ポローニャの包装機

械工業の幅を広げ多1茶化することになった。

上に見た以外にも例えば、洋酒入りのチョコレート用包袋機械を開発した Fima社、丸薬

処β用機械のI也社、チーズをセロハンで包装しラベルを貼る自動機械のZambelli社、肥料用

袋やセメント、砂用袋充邸機械の臼razza社など多彩である.
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70年代から80if代にもこのトレンドは続き、既存の分野の限界を起えて新しい分野に進

出する第3世代の企業が登場する。例えば、 Ima社カかEら独立したMa幼b社はカ一トンや箱製楼

械をl開j別目充してIn

るといつた具合である。

ポローニャの包装機械工業における以上のようなトレンドは次の3つのメカニズムにま

とめることができる.

第 lのメカニズムは f模倣と補完Jである。 Acma社のような母工場から独立する技術者

たちは母工場と出接融合しない分野で新規創業するのであり、最初の企業が食料用包装機

械であれば、 二番目の企業はタバコ包装機械、三番手は薬品用包装機械、四番目は飲料品

充邸機械という具合に、技術を艇倣しつつ補完する関係に立つのである。

第2のメカニズムは f生産の分権化Jに従っていることである。最初は単一の工場で全

て生産されるが、次第に小企業に下請委託されるので、中核企業は従業員数 2∞"'3∞人規

艇の中規筏企業にとどまるのである。

第3のメカニズムは f専門特化jである。多数の騒人企業などの小企業が特定の部品を

型造し、特定の技能を発揮し、しかも複数の中核企業と関係を持って仕事をするため、 IJ、
規艇であっても自律性が高いのである。

以上のような特徴をもっポローニャの生産システムは約 150社の中核的メーカー企業とそ

れを取り巻く小企業群とで構成され、最終製品を生産する中核企業と独自技術をもっ多数

の小企業との関係は、特定企業との専属下請けではなく、水平的な取引関係に基づくもの

であり、民1・2のようにフォーデイズム型の垂直的生産システムとは異なる水平的なネッ

トワーク型集股となるのである。

カペッキはポローニャの都市経済システムをフォーデイズム型生産システムと区別し、

次のようにまとめている.

第lに、特定の顧客を対象にした生産財や消費財を生産する中核企業と小企業群とが相

互にネットワーク型に結合して特定の地域に集積しており、フレキシブルにそして相互補

完的に生産を行っている。

第2に.小規模で相互補完的生産システムであるため多様な熟練を必要とし、また、地

域内での技能の普及が進んでいるため、フォーディズ型生産システムに比べて労働者の技

能レベルが高い。

第3に、以上のような情造の結果、親会社で一定の経験を制んだ技術者や熟練工速が容
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型品生産 相互作用 注文

a:フレキシプル ・スペシャリゼーション ・システムにおいて最終型品を生産している
中堅中小企業

b:意志決定に関して親企業と相互に影響しあうコンサルティングの小企業

c: lii終出品を型造するために報企業と相互交抗し、専門特化した別品を生産している
小企業

d:フレキシプル ・スペシャリゼーション ・システムの内部で相対的に自立性の弱い
小企業

O はCNAなど駿人企業述合体

図1・2 ボ口ーニャにおけるエンジニアリング産業の企業間関係
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易に51!立開業する機会が品iuiであり、企業家の社会的移動性が高いのである。

以上の特徴は、ポローニャを始めとするエミリア・ロマーニャ州内に展開するモデナ、

カルピ、レッジョ ・エミリアなどの各産業地区に共通するものであり、 1980年代において

先進国におけるフォーデイズムの危機現象の対極として、 「第3のイタリアJがポスト・

フォーデイズムの肱手として凶際的に大きな関心を集める結果をもたらしたことはすでに

指摘したとおりである.

( 3 )機械工業の構造変化とネットワーク企業の登場 1980-90年

1981年から92年にかけてポローニャの自動包装機ほ工業は企業数、雇用者数とも安定化

する傾向にあったが、世界市場における競争力はむしろ高まった。例えば 1978年からお年

にかけて包韮機械の国際市場でのシェアは 12%から20%へ上昇したが、最後のライバルで

あるドイツは38%から34%に減少し、アメリカも 13%から 10%へ、スイスも9%から 7%

へと前少したのである。

この国際競争力の強化はlma、GD、Marchesini& Martelliグループなどネットワーク企業の

形成によるところが大きい。これらのうちJmaグループを例にとって見てみよう.

Jma社のグループは下訪企業を除いて、今日1，0∞人の従業員を擁しており、もともと同社

はティーパックの包装機械と発泡剤用機械に専門特化して製造してきたが、製薬用機械に

本格的に参入するため、 1985{f:以降Zanasi社、 Farmo問C社、 Win問ck社、 C自由dne社を次々と

グループ内に買収し、製薬剤の一貫包装システムを確立した。同時にSas臼社を買収して新

会社Sas回開ckを設立して環境に配慮、した新型包装機械の研究にとりかかったのである。買

収された企業はいずれもポローニャに所在するものであり、新会社もポローニャにとどまっ

たが、加盟社クソレープの新しい販売拠点として設立されたSot民d社は販売とメンテナンスを

業務としてアメリカ、フランス、ギリシャ、イギリス、 ドイツ、オーストリア、ロシアに

支UIを展開したのである。

このような新しい企業戦時は国際観争の激化に対応して、処方から最終包装まで-!tシ

ステムを顧客に提供すること、メンテナンスの信頼性や市外販売網、さらには新型品開発

のlT(要性がますます地大していることから生まれている。

では、こうしたネットワーク企業の登場はポローニャのフレキシブル・スペシャリゼー

ションシステムにいかなる影習を及ぼすであろうか。

カベッキは次のように考えている。ネットワーク企業とは一つの計画及びデザインセン
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ターをもち相対的に自立した工場に細分される(一般に 10"'12程度の)中小企業グループ

が一つに結合したものであり、強闘なヒラエルヒーをもった垂直的構造ではなく、自らの

市場を統合するため意志決定するより水平的な構造であると。それゆえ、巨大な多国籍企

業の戦略であるネットワーク ・マクロ企業とポローニャのネットワーク企業とは区別され

るべきだと与えている。

そして、ボローニャ県ではネットワーク企業の周囲に 50"'60の中小企業が存在し、国内

外市場で活動しており、それら企業群はいずれも補完的であることに変わりはない。だが、

以前のような企業の社会的移動性の高さは次第に減少しているように思われる。

このようなネットワーク企業形成の動きはポローニャで新しく展開する電子機械工業の

分野でも典型的にみられる。高品質の電子機械を製造し、アメリカや日本に輸出している

Y1a.rposs社とE胤 logic社である.

例えば、 Marposs社はマシニングセンター用の111子計測装置や各種の制御装置(数値制御

から光屯子工業ーまで)を製造している。 1950年代までは熱電子パルプを使った研磨袋訟で

唯一の基本形しか製造できなかったが、ヂ導体を利用するようになって以来フレキシブル

な製品が可能となり、 1988年以降、 ICを組み込むことで、 110，α)()種のモデルの中から顧客

に撰択させることが可能となった。このようなフレキシブルな製品をアメリ力、日本市場

にも売り込み、ポストン、東京にも販売拠点を拡張している。

E泊凶logic社の場合は自動作業機械用の光電子制御装置とバーコード用光芯子読み取り装置

の二種類の製品をもち、イタリア国内の工場と日本、 ドイツ、アメリカに研究開発拠点を

もつネットワーク企業である。

このように、エレクトロニクスの分野でもポローニャ企業の発展可能性は示されている

が、現在までのところ、これに続くのは数社にすぎず、新しい都市経済のサブ ・システム

に成長するか否か注目される.

他方、オートパイ担造業ではレース用オートパイに特化してきたポローニャのDucatiM社、

Motoルlorini社等は、レース用と一般用の両方を製造する日本の多国籍企業(ホンダ、スズ

キ、ヤマハ)に敗北して、衰退傾向にある。

(4)グローパリゼーションとポローニャの課題 1990年代

70年代から80年代におけるポローニャ経済の発展は 90年代にかけて経済環境の大きな変

化に直面することとなった。環境変化の第lは世界市場における H 日本モデル"の出現で
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あり、第 2 はソ述Jûirnに{~':なうイタリア共産党の分裂(li..翼民主党と共産主義再建運動の

二党派へ)の;必智を受けてポローニャの革新自治体の指導力にも陰りが見えてきたことで

ある。

さらに、ポローニャ経済に即してみれば、いくつかの新しい難IMIが持ち上っている。そ

の第 lは、経済的繁栄の中でポローニャ県での出生布が品低となり、 15-29才人口が急激

に減少したため、機械工業やill:!i産業における熟練労働者の不足が先生している。他方で

経済ブームを日当にしてモロッコ、チュニジア、エジプト、セネガル、パキスタン等から

外国人労働者(約15，0∞......20，∞0人)がポローニャに移住したが、彼らは未熟練労働者であ
り、地方自治体も未だ彼らの線業訓練に手がつけられていないのである.

第2の難問は、ボローニャ企業の多くが経済的成功の影で職業訓練や研究開発への投資

を怠ったために生じたものである。そのため、機被工業が大学や技術学校と保ってきた協

力関係が屯子工業においては不光分となり、折角ポローニャ大学の屯子 ・情報 ・システム

科学部で先端的国際研究がなされていても、アメリカ企業にその研究成果が譲り渡されて

しまうという事態が生じている。また教育制度の改革が遅れているため、学卒の資格のあ

る専門的労働力の不足問題も深刻である。

第3は企業経営者の世代交代がうまくいかないことである。家族経営では経営能力のあ

る後継者が昆出せない場合、商業銀行やベンチャーキャピタルのような信用制度が不充分

なためポローニャ企業が外国の多出籍企業グループに吸収されてしまうことがある。

第4に、経済成長の陰で交通渋滞や環境汚染問題も発生している。

もちろん、これらの難問に対して州 ・地方政府は積極的な対策を講じている。 a)地区

や分野ごとに変化するニーズに対応して、産業をフレキシブルにするための一連のサービ

スセンターの技師、 b)教育改革の返れを補なうために各種の労働組合、職人企業協同組

合と協力して資協取得以前 ・以後の隠業訓練の組織化、 c)産業発展を促進するため労働

組合の積極的役割を支控するなどの試みである。第2に、産業発展のための社会的インフ

ラの整備として技術学校や大学の研究に対する財政文盛、カ.ス料金の全国平均以下への引

下げ (50年代)、工業団地の出設 (ω-70年代)、産業支鐙センターの設立や専門職業訓

練の拡充などを進めることに特徴があった。

ここで労働組合が果たした役割も興味深いものがある。彼らは験場での労働条件の改善

のために闘うだけではなく、労働有が小企業を設立することを支援し、地域の産業発展に

とって最適な投資がなされるよう運動を展開したのである。
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第2節 フレキシブル・スペシャリゼーションを支える支援システム

ここで、エミリア ・ロマーニャ州及びポ口一ニャ市における産学文段システムについて

まとめておこう。

(1)エミリア ・ロマーニャ州経済発展機構1)ERVET 

イタリアの州政府の産業政策に関する権限は法律的には職人企業に関するもののみであ

り、大企業については中央政府が担当している。もっとも、 EUの中小企業担当部局からは

中央政府から州政府に産業政策に附する権限をより委指するようにとの指示が出ている。

さらに、函会で中小企業に関する初めての法律が策定された。

職人企業とは従業員24人(経営者を含めると25人)の企業を指し、 1 )家族経営 2) 

個人経営 3)合名会社の3形態が一般的であり、株式会社はこれに含めない。

腕人企業には136業種があり、そのうち55%が対側人サービス部門、 45%が製造部門(対

事業所サービスも含む)である.

自治体(コムーネ)には臓人企業に関する権限は法律で明記されていないが、各種技術

学校や研修制度を運営してこれを支援している。

州政府と自治体は 1950'"ω年代には職人企業用の企業団地を造成するなどの基盤整備事

業を行なってきたが、忌近 10年間は民新技術を駆使して、新規事業を起こそうと意欲のあ

る若い人材の養成に力点を{泣いている。

エミリア ・ロマーニャ州では 1974年に経済発展機的ERVETを設出し産業政策を担当させ

てきた。これは日本の第3セクターに当たる機関であり、州政府が株式の過半数をもち、

職人企業連合体と商工会議所及び金融機関からの出資によって設立されている。

経済発展局は聡人企業に対して土地プロジェクトと水平的プロジェクトの2つに分類さ

れる多数の業務を遂行している。

土地プロジェクトは地域資源の活用と企業家抑制lの高揚によって、腐用の増大を図るこ

とを目標にしているが、具体的には臓人企業団地のデザイン ・設計から辿設機惜の組織化

さらには、応用附加を要する地区への企業誘致に至るまで広範囲に展開している。

水平的プロジェクトは環境への負荷が少なく、エネルギー消費の少ない生産伎術の開発

を促進し、産業機誌の品質を向上させるように企業家精神を刺激することを目標にしてい

る。このため、財政的インセンティプと公的規制が実施される。
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また、水平的プロジェクトとして発展途上国との国際協力の枠内で、地域企業を活性化

するための多数の技術支援と技術移転が行なわれる。

経済発展機構は以上の業務を遂行するために、エミリア ・ロマーニャ技術開発機構

ASTER、セラミック ・センター、建設機械 ・産業用車輔研究所 CEMOTER、エミリア ・ロ

マーニャ製靴産業サービスセンター CERCAL、金属材料研究 ・試作 ・分析センター

CEIt¥lfET、股業機械センターCESMA、エミリア・ロマ一二ャ織物情報センターC口ER、建

設部門品質向上サービスセンターQUASCOを設立して、州内各産地に密，{(したERVETシス

テム(凶1. 3参照)を棉築しており、この他にも下訪けネットワークRESFOR、輸出促進セ

ンターSVEX、途上国品工業専門家訓練センターCETASなどを設立している。

エミリア ・ロマーニャ州の年間予算8兆リラのうち 2，500億リラが産業政策に投じられて

おり、最近の特徴は新規起業者にたいして3年!日j奨励金を助成したり、若者の就業教育O汀

として15億リラの助成が行なわれている。

( 2 )アルディーニ ・パレリアーニ工業学校

l制4年に設立されたボローニャ市立の工業専門学校で、ポローニャ大学出身のアルディー

ニとパレリアーニの2人の学者が地域産業援興の中核的人材を育成する目的で私財を投じ

て基金を設立し、運営されてきたイタリア有数の学校である。現在は5年制と3年制の2

つのコースがあり、前者は機械工学、情報工学、化学、アートグラフィックス、土木 ・建

築、電気 ・通信工学、熱力学、沼気工学の8コースをもち、後者は電気工学、機械工学、

グラフィックデザインの3コースで、それぞれ1，700人と5∞人の学生数を擁している。

この他、商工会議所や職人企業述合と協力して、卒業者を対象とした集中講義を開催し

て、地元産業に密若した研修 ・再教育を行っている.

この学校の出身者連はボローニャ周辺のみならず、エミリア ・ロマーニャ州内全域で地

域産業の担い手となってきたのである。

この他、エリザベート ・シラーニ女学校や駿人企業連合の養成学校など多様な教育制度

が地域発展を支えている。

(3 )全国職人企業述合(OIA=ωnf凶eratIonNatIona1e de L'artisant)エミリア ・ロマーニャ州

本部2)

エミリア ・ロマーニャ州内には 135，000社の中小 ・職人企業が存在するが、このうち
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75，∞0社が全出版人企業迎合CNAIこ加盟している。(表1.1""1・5参照)

現在この本部には2，5∞人の臨Hが勤務し、 220のオフィスで活動している。中小 ・職人

企業に対する会計 ・税務サービス、製品開発・技術信将等で年間 1，500億リラに上る事業活

動を展開している。 EU統合の過程でこれらの中小 ・職人企業にマイナスの影響が出ないよ

うに具体的に次の3点にわたって活動している。

1 )中央政府 ・州政府への働きかけ

中小 ・職人企業政策に附する法律の制定。

EU諸国と州政府との協}J関係の発展ーEU規棋のプロジェクトに向けて。

2)中小 ・職人企業への働きかけ

各締の優遇制度の活用を呼び掛ける。

中小 ・臨人企業の連合体(コンソルチオ)を多数組織する。

3) r産業地区Jの発展に対する働きかけ

「産業地区j発展の環境として中部イタリアでは大都市が存在せず、独特の歴史をもっ

た中小都市が発展してきたことがその背景にあげられる.このような都市のなかで、個人

の社会生活と経済発展が均衡を保ってきたのである。

倍近当地域に外国企業、とくに日本企業の進出が見られる(例えば、モデナ市にバイオ

メデイカル製造企業が進出している)が「聞かれた産業地区d の経験を持っており、続争

力の上で危棋をもってはいない。 r決して大規模化を求めず、柔軟性(フレキシピリティ)

を求めるJことを原則とし、日本企業からはトヨテイズム(フォーデイズムの欠陥を修正

した柔軟性にむんだ大規模生産システム)の持つ良い面を殴収したいという姿勢である。

Eじ統合を契機にして中小 ・椛人企業への支援 ・侵助政策が変化しつつある。中央政府 ・

州政府による中小 ・職人企業保雄政策は縮小しており、今後はサービス提供に重点を置い

ていく。特に、マーケットの変化が激しいので、これに対応するための情報サービスが思

要になっている。

中小 ・職人企業を取り巻く環境については、絶えず新しい企業をスピンオフして行くと

いう点で以前と比べて大きな変化はないが、若者が臓人になるよりも、大学に進学したが

るので後継者の問題が出てくる。
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ERVETシステムの概念図2 図1

冶迄|ASTER I 
技術開発機構

フ

ん
又----a 

|QUAScol 

経済発展接接

|CERCALI 

ア

ツ

'で

フ

、ご、

建設部門品質向上

サービスセンター

裂靴産業サービスセンターン

ヨ

、
ノ

き5 、フ

クCENTRO lCITER I rl 

|CERMET I ヲ
ベ
リ
2
『

戸
CERAMICO 給物情報センター

2
1
 

2
FI
 

セラミックセンター金寓材料研究 ・試作 ・

分析センター

l CESI'vtA I 
建設接械・産業用車両研究所農業桟械センター

rl 

(資~::)ヱミリア・ロマーニャ州芝済莞畏援なより入手

吉E4読

-
べ
J
-a-、，e' 

様



表1・1 ポローニャにおける企支のお向

企又誌な

llJ自分:ti(中分羽} n~盟会2

エ{:理喰E尾崎"出 ~1理 ・ 嵯!l\ ，室主由

o ，g...革/i;J同 19 ::0 llS5 6 3 2ぷ
Ol.&:r.. ;>í4.~ 2.:1 3 曹主

021';;; IJ 2 
03.2;;; s i‘ s 
t>:零主ア舟司 91 Iq q笠 1S7 
l 屯';1.・ガス .-.<li:i'i !I 20 

lAgzEzen aJn 
6 

IB-:tn.ガス.#..11'空な耳 IJ 

:2 :t足 S' 499 3 163 
21量SCe:JII
~量~)l二元 36 IJ 
2lJl量!t:<:A 、・!' 31 19 
2': l李主主百二男 3 6 2~) 21 ~ 
25~苧=渇 9 1S9 3 85 
:5人:::.&.. t. ~st温ぬ工貫
) :t!t:o二男・J.;Z強*::i!A ~'9 Co 6η4 55 13 1150 
31金5C:l:il.沼:JA 6事 .... 311J 15 4 32.3 
J~ -tllS吋U凪:Lll:i'i 69 :!s I5JJ IJ s J37 
33:: ン吉ュータ-~=..!;置 3 2. 日53 ，;0 

ぷ電子彊ペ錫且2h三足 66' u 1011 16' 2':j 

')5g ~.c::.! ，lI s: I~ S晶

36包カ位二E典，a&且42322:凪5Z2R:2足 3 -3 ，t I~ 2' 51 
17 u.，明吋 ~ 6-15 • 601 
4 童:ij，'ヨ柚・ 41!l・夜11.耳~.JÃ η2 137 i5JI 50 

9‘ 
799 

'1食&:i:::.:IJII :s I1 製主S 2 J~ 

J~ 砂羽.~~・タパ=:::.!足 3 6 ;:rr; 36 
':j司週二J直 151 13 610 』 .IZ 
ぷ a革::ib:;;J足 361 p 3H ，;0 

.:51-t. ~~=三" 17 .， 主沼7 :0 3 16ヲ
~""吋.;aç:;~~:!!沼 J5 u IJ8J • ‘:-:! 
J7 le:::i:U J高・と包括 .Z'1A ~ s g.u 12' ご6

4489ゴ"-ム唄Z・2プラ!lエデフ7:1.ii::::JA 12 t1! .as.s 11 2 93 
~ 12 6恥 、 7Q 

1.1世n冒 :.s 17 -52・l :.s } ~ 

I~ r.そ・小そ 2 ・~~'ð I!JO 5.1 ::s.s.品 IIJ 
i51 J1そ.iII IJ$ .3 ヲられ 'J 13 1219 

lfJhbu… 、 、 111 令- :0 . 
6;;代理犠・'I!I:!.lI ..;j 176 寸6'1 21 ご1
ι4主a.・忍タ・"'叫・史..小売足 1J9 163 τ;v; u 2j rπ 
65忍・ 司J.::・プンー~-ζ ど/J'ドヂ~~ 11' ，~ :'iO】

一21 JI 161 

642:空t空立空苫・ボヂ，!， ごFO4 
l()'! ]251 :0' 125 

67 ・nr.tt封 書 }I :-1 Jj 

1 :3・占・.t!・2耳 ~J 117 . 、 !.H 
-1 t<~Ã 
たそ刀包η勾ニヨ迂;lI ~ 101 .12.39 3 o3 
';j :;r;~量、:l!-'5
7.l ii::1 . .~、:l!~l!

7$収'23喧.%1 、 、. 

76 喧l!~辺2 11 s 1~1 !O 

n 3! 1.: にたt r.;T~マーピス2 ・合!411 I~・ 3 ~1 I~・ (-'; 

可.~" ~ 
. j 

j '11';三・主~・主主すーこ λ Jン9ル耳 670 17。タ也3 311 
31..号・'.1~~ 6: 11 :!I: lJ 
3"!ニ~.l! 10 10 

jJ セヨ.. ~干・ 5二処?ー=^~ 195 loJ 7i13 133 3 55 JjQl) 
恒生、~ンンタ与 11 1) 、 I j.~ 、~

9 ~孟r-::;・ 7-':..λ]\ 215. 11. 33J岬 JI 3 ふιa

守~ ~~"lt 'z' ;=!e]2~ ;0 J5 ιJ! 51 :。
q).'1 ~ • 19'1 3 3・1
相字~~i~哩';;1 3 . 、 .; • r; 

ゆ3242主主主・ U:'( 。 1:.1 2 5J 

‘ーーで:;1):ニ ~"t-=.;:.~唱 .11 j9 }Z 

97 ~Zjヨ2 ・ Zと巧よt ;s 1) 、. :IJ 
叫 Z与内4戸時四』・ 1~ 3・ ~) )511 

4・:1で!.;'.・~1丹 。
" た51

， 1 )")1 

品'・川 3円，- 1 j"j ;.'->" 晶、l I品!【】I叫f

(資1ミ)全Z混入会三連会ニミリア ・ロマーニャ介izまきflより入手

a、，、
-.).)-

内 3司
ft-:-l~:ι 明人目雪

I;:I~ 験!lI !!Oi:中|伺Ji!躍耳 鳴空白

6・ !sj 3 16 6~: 
4 91 3事

3 3 
、. 

532 1 、， 157 ー‘

、 6 

3 

ヲ- ~ 、 151 6: 3 13-' 

16 s 
9 J 

ー2 一" i ) 1::'.) 
4事 3 55 

76 2~ 2.393 113 5J 3U6 
25 10 I:!..'O :9 :9 ma 
15， 9 ':;3 JI 11 品::s
、.， ~ ， ・. ~9 

:0 ラ" j~・・- ，;0 11 ふユ3
}I 5~ 11 "3 

IJ 4 335371 1 

6291 1 ~ 2.3:9 1.17 
~事 15 10' Jli 

今. 101 マ2 4 
ふ?40211 

.) 1，6 :~ I 1.1 、. 宮守 lj; 12 ~.!6 
!jl 9 .:6J 3-:i :9 1)70 
? 3 Joi n 9・ 事ニ9

• .11 '}11 11 4 :9) 

Z J ・~ . 13:: 
13 2 
a M21汚0 

、ー 2(.1 
ー52 、戸、

I!JI' 、J7 112 l可3
，;03 98 6豆沼 S:' ぷ2 1991<> 
6'， 16 u 9 3:。

F 
， i ~ 

39 .(j l.I; 6手JI

" !i :-cm 16事
Ijj 6-1ご

J7 • 7字二 7.1， '1 l事'1
So)， :::! I!!'J 102 i5 

1l 銘雪3 • 3 
11 6 事6- JI !.l 

司; ヱJ，

11 4 IS3 21} 100 

、" 、
li 

" 
4 :!6 

4 3 J 

U~ ;q !!jj I 1'77 
9' ~ 1.1: 

104)' l<;or 
} 7 
。J IS 1:0 
11 5J 
7 

51 
s，.:' 』

: 
3 ‘品。 s 5 ~} 

‘ ー・ 1) 61J ?の .Q 三也叫

4 =6~1 のt
-H 、二の :6':'11 1相刈 OolS .:引J:!
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表1• 4 li芸人企楽における機以湾入状況

従爽員のいない企災 従来負のいる企笑 合計

8産主主の列7・.種類 企業欽 主主災者欽 企業数 絞災者欽 企業主主 ~j定者数

% e。，〆。 % % % % 

コンピュータ制御 s 2.5 20 6.0 31 79.5 312' 94.0 39 1∞.0 332 1∞.0 
オートマチック 21 30.9 36 9.4 47 69.1 348 如.6 伺 100.0 384 1∞.0 
セミオートマチック 31 36.0 47 10.6 ココ 64.0 397 89.4 86 100.0 ム14 1∞.0 。
手動 114 49.6 165 16.6 116 50.4 830 83.4 230 1∞.0 995 1∞. 
表では.会長一つでも.&:1:1されている滋減の;lだけ考怠されている.

表1• 5 混入企業における受注~，~

史実員のいない。宍 t芝失負のいる企宍 合計

注文主の者調 rぶ己、~第化ゐA 主主3走者~ 会実欽 車工業者欽 ::l:二"..宅£ιA ~~ミ者~
。a，。， 。，。J 。，，。J 。/〆。 。，，，。， 。a'，t，， 

単一全~への7":-r= 16 9.9 20 3.5 11 7.1 109 10.0 27. 8.5 129 9.7 
=重主士会実への外注 て)1 13.0 J“ J 1.1.0 29 18.6 139 18..3 50 15.; 232 17.5 
単一会~かうの委託 3.6 IS 7.; ヲ 1.2 11 1.0 :6 5.0 29 2.1 
tzz主全実かうの委?さ 23 14.2 32 IJ.; 50 32.1 399 36.6 i・3、 23.0 431 32.5 
:沼人 62 33.3 SS 37.4 ‘ヲ.)~ 20.5 163 15..1 らi 29.6 256 
高~ネットワーク 26 16.0 .14 13.i ‘ヲJ~ 20.5 204 18.7 53 13.2 2.!3 13.7 
会計 16; 1∞.01 2.35 100.0 156 1∞.01 1030 1∞.0 31S 1∞01 m5 卯刻
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(4 )ポローニャの「庄-業地区jにおける騒人企業とCNAの文m活動
全国服人企業述合エミリア ・ロマーニャ州本部の案内で機械工業とアパレル工業の2つ

の職人企業を訪問し、ヒアリングを行なった。このうち2社の現状をまとめておく。

(A) OMC di Dante Cavalli & C.社

品初に、ポローニャ市の隣のカステナーゼ市にある職人企業団地 (62社が集制している)

の機械L場を訪れた。純営者のD.カパッリ氏が25年IIIfにそれまで・勤めていたアイスクリー

ム製造機械工場からスピンオフして、包装機械の下請け部品工場として開業した企業であ

る。

10年前に日本製のNC工作機を導入し生産を憎強、 3年前から自社ブランド製品の開発生

産にこぎ活ける.当初は兄弟で事業を開始したが、現在は従業只 20人。自社ブランド製品

としては銃の安全装置と人工発声器(特許を所有している)の2つの異なる分野となって

おり、自社ブランド品の売り上げは50%、残り50%は下請けで合計して年間2∞億リラの売

り上げとなっている。

経営者のD.カパッリ氏は成功の条件として、全国股人企業連合エミリア ・ロマーニャ

州本部の控助の下で、次の3点に努力したことを挙げた。

1 )継続的に新技術を導入しマシニングセンターや ~C工作機などの設備投資を行なって

きた。

2)税制 ・金融面で各樋の優遇制度を活用してきた。

3)市場の情報をつかみ市場開発を行なってきた。

また、下請け当時は受注先は 1社、 l業種ではなく、多数の受注先から異なる種類の部

品生産を引き受けたことが下説けから脱皮するうえで良かったと述べた.

カパッリ氏自身はスピンオフするまでかなりの道のりを要したが、品近は、臓業訓練学

校を出てすぐ聡人企業の経営者になるケースが多いという。こうした起業化の環境は、州

政府 ・自治体 ・臓人企業連合、そして個々の臓人企業の協力附係によって形成されてきた

ものである。

織人企業の賃金水準は原理的には大企業と格差はなく、むしろ小企業において労働が専

門的になるほど賃金は上昇する傾向にある。

カパッリ氏家族は工場の2階を住居として職住一体で生活しているが、この腕人企業団

地では一般的である。この職人企業団地はカステナーゼ市が底地を買い上げ、地価を据え
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世いて、職人企業に販売し、職人企業が職人企業連合の援助で設計 ・建設をしたものであ

る。

(8) AQUAl企~EdiF.ZANI & c.社

次に、ポローニャ市のゾーラ ・プレドーザ地区の職人企業団地にある AQUALNEdi 

F.ZんNI&c.社を品れた。自身がデザイナーでもある F.ザンニ氏が経営するアパレル工場

で、白社ブランドの婦人月iレインコートを生産している。それまで 10年間ブティックを共

同経営していたザンニ氏が 1978iドに、独立して開業。最初は2"'3人から初めて現在は従

業員10人。年間売り上げは30億リラ。

生産形態は当社では、レインコートのサンプル製作一デザインの決定一布地のカッティ

ングまで行ない縫製は下山け企業に任せる。下町け企業を含めると全体で 150人程度の生産

システムとなっている。下部けはl社だけ独占的に仕事を任せるのではなく、なるべく多

数の企業に機能的に仕事をしてもらう。自らは規模を拡大するのでなく(レインコート以

外に拡大することもせず)、良いサンプルを作り、売れ筋商品を開発し、良い仕事のでき

るパートナー企業を保すことをめざしてきた。マーケット ・リサーチを重視し、市場ニー

ズに梁軟に対応できる多品禄少也生産を行なっている.

市場情報を得るために、州経済発展機榊が組織するエミリア ・ロマ一二ャ織物情報セン

タを活用しており、聡人企業連合が商品化のために組織している連合体(コンソルチオ)

であるモード ・イン ・イタリーに加盟しているとのこと。コンソルチオとは技術開発や輪

出促進など何らかの経済目的で飽欽の企業が迎合した場合、基準に従って中央政府からの

補助金が獲得できるシステムである。また、州経済発展局と職人企業連合は輸出促進セン

ターSVEXを組織してレインコートの輸出を支虚しており、日本にも輸出されている。

州政府の怨助はこのほかにも、.6年者を雇用した場合、研修費用 ・社会保険など賃金の

一部を当該職人企業に補助金として支出している。

この職人企業団地は自治体が土地を所有し、辿設を3Ji負い、職人企業に貸しているもの

であり、当社は現在新規に七地を求め工場を移転する予定である。約 10億リラを金融機関

から{/~入し、土地を求めたが、州政府が利子補給してくれたとのことである。
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第3節 ボ口ーニャの社会生活と文化政策

すでに見たように、ポローニャのfJ151h料消はポストフォーデイズムの典型的成以j例とし

て全|世界的に注uされているが、文化政策の而においても産業政策に対応した創造的な政

策をJl~ 1JI 1 してきたといえる。

イタリアの都市文化政指に|則する研究は、わが1~1ではフィレンツェなどの労働tí と市民

による協同組合的文化浬1VJの紹介があるが(佐必. 1984)、近年ヨー口ッパでは都市経済

の説迅現象からの川活性化明日行としてXISiliの文化政策が位出づけられることが多い。そう

したヨーロッパの都市文化政策を比較検川したブルームフィールドJ.sI∞mfieldによればポ

ローニャはシェフィールドなど他の多くの都市が都市の荒肢と経済的公辺、近代化のマイ

ナス ・イメージからの超克をめざして文化政策を民間する4大悦とは呉って、良好な都市環

境と経済的繁栄、そして学111)の都と呼ばれるにふさわしい伝統的 .q.術的文化とを (111)立さ

せている点において特乍に制すると評価している

だが、そのポローニャにおいても 1970{'~代の文化的危機に対応する rj lで、青年長1 の多犠

な文化的要求に岐ざした文化政策への転換がなされ、前衛的 ・実験的な.('f手の文化クリエー

ター述に社会的地位を与える 生産に法磁づけられる文化政t.RJが採月された。ホローニャ

の職人企業という社会経済的インフラストラクチュアが文化活動のインキュベータにふさ

わしい環境を提供したといわれている。この節ではブルームフィールドの研究に悔りなが

ら、ポローニャの文化政策を検討してみよう。(81∞mfield. 1992) 

ポローニャは人[1約45万人の地方中規悦都市であり、戦後の高成長期には土地投機、住

宅価怖の無政府的上昇、交通tH雑などの都市危機に凶面したのである。だが、1971年に施

行された都市計叫によって上地投機とジエントリフィケーションの脅威を訴え、都市物的

構造を成功樫に保存してきた。この都市計画は歴史的市街地の古い建物を新しいJlJ途に転

換すること、つまり 、 搭や;古殿を公共的j~11場 、 出I ~ト館 、 ホール等に利川し、 16'"181世紀に

造られたポルテイコに取阻まれた狭小な住宅を保存し単身Eや学生や年金生活吾川の住宅

とした。こうして庇史的市街地の再生保仔はポローニャ方式として定消し、都市の文化的

インフフストラクチュアを後世まで残されることになった。

ポローニャにおける歴史的経J区の保作迎却jを検討した陣内禿{βは、次のように述べてい

る。
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「工業先進国のどこにも共通した話ではあるが、急速な近代化、産業化を目指すわれわ

れの社会は、機能性、経済性の追求の中で、人間的価値を無視せさるをえなかった.その

結果、物質的な繁栄のかたわらで、急速な社会の変化から引きおこされた苅矛活が露呈し、

また一方、精神的な貧困感が人々の問に生み出されてきた。当然、工業化社会が成長する

中で早くからそのことは白党され、為政者は歴史や文化や人間の問題も大切にする文化的

国家を築こうというポーズをとってきた。このようにして彼らは体而を保ち、良心の安ら

ぎを得てきた.

こうした自で見た時、 「文化財Jはまさに格好の利用すべき対象だった。都市の近代的

改造の中でも、考古学遺跡、協会、パラッツォ等は都市の歴史と文化を雄弁に語るモニュ

メントとして保存された。この当時のモニュメント保存は、本質的に学者、知識人、文化

財専門家等のエリートの文化的活動であり、民衆はそこから全く疎外されていた。しかも

その活動は客観的には、都市の破地的な開発を堂々と進める言訳として機能したのである.

文化財の観念が拡大され、保存の対象が人々の生活する歴史地区全体へ広がって、その保

存的修復の原則lが確立されても、それのみではまだ不十分だった。古い建物の文化的価値

が認識されると、今度はその不動産としての経済的価値が高践し、絶えず都心部へ進出し

ようとする資本にとっての攻堅の対象となった.文化に関心をもっ人々が良心の安らぎを

得た気になっている問に、表面的には町が保存されながらも、 mの建築 ・都市組織が大き
く変化し、同時に従来の社会組織が急速に崩れていった。もともとの生活者が郊外へ追い

出され、それに代わって商業資本、第三次産業が都市を占有し始めたのである。日本の大

都市で今日見られるような社会楠造の変化が、イタリアの古い町並みの中でも同慌に進行

した。

このような状況の中で、チェルヴェッラーティは、イタリアを初めヨーロッパ中で一般

に見られたそれまでの保存の欺蛸性を暴露しながら、もともと都市の所有者であり使用者

であった住民こそが今後も都市形成の主体であり続けねばならぬことを強調した.社会組

織まで含めた保存をてこにして、資本による都市改造のメカニズムを制御しながら、同時

に、老何化した古い建築群を庶民住宅として再生し、これまで‘郊外へ追い出され続けてき

た住民の側から歴史的都市部を取り戻す、という攻撃的な保存論がここに確立された。人

間が都市の主役へ返り咲くこと、それこそがポローニャにおける歴史地区(テエントロ ・

ストリコ)保存の最大の動機なのである。

しかも、こうして都市改造と郊外へのスプロールを制御することによって、地域の調和
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のとれた発展と自治体の都市管理能力の回復への道が開ける。

このような人間中心主義に立ち、都市の量的拡大・発展により市民生活の質的向上をと

る新たな都市政策こそ、真の「文化j の名に価するものである。 J (陣内， 1978) 

同時に、ポローニャは地区住民協議会制度の導入においても先進的で、 1979年の文化的

レクリエーション的施設に対する極限拡充、 1983年の予算程限など市政への影響力を拡大

してきた。

以上のようなポローニャの実験的取り組みは、共産党及び社会党による革新自治体によっ

て指導されたところであるが、ポローニャの特徴は、単に労働者・のための行政ではなく、

職人や中小企業占を擁護する幅広い行政が展開されたことである。とりわけ、すでに経済

構造の分析においてみたように、協同組合や企業連合が農業だけでなく、機械工業、エレ

クトロニクス工業、オフィス家具そして靴や陶器など伝統産業に至るまで組織されて、工

芸とハイテクが共存するフレキシブルな産業社会となっており、進歩主義と保守主義とが

共存する文化状況となっている。以上はいわゆる f第三のイタリアJに共通する社会経済

構造であるが、ポローニャはその「第三のイタリアjを代表する文化都市であるとも評価

できる.

さて、市の文化政策面では、ポローニャ大学教授(経済史専攻)で後に( 1970-83年)

市長となるザンゲッリRenatoZangheriが1957"""64年に文化担当参事を掠めた。 1970年に至る

まで、独自の文化予算がなく、文化政策は重要性を持たなかった。ザンゲッリの関心もハ

イカルチャーを指向し、大学教授や専門家による委員会での意志決定が総監された。市は

図書館や文化センターを地区毎の社会サービスの拡充の一貫として、文化水準を引上げる

ための教育的手段と考えてきたのである。

このような文化的保守主義は、世界最古の歴史を誇るポローニャ大学においてもあては

まり、現代的な科学技術劇、芸術文化や大衆から切り離された人文主義が当時は横行して

いた。大半・の芸術・音楽 ・演芸学部(DAMS)は確かに前衛的な演劇や音楽グループを社会

に送り出していたが、工業デザイン、映画、ビデオ ・テレビ製作、及びコンビュータ ・グ

ラフィックやill築など応用芸術の学科は当時なかったのである.美術と応用芸術との間の

滑が深いために、文化政策は専ら知識人が作成し、産業のイノベーションとは無縁であっ

た.このため、ポローニャの生産基盤にある職人企業の技能やインフラかは不満が出され

ていた.だが、こうした文化政策の状況は1977年の運動が転換を迫ることになった。
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第4節 1977年の文化運動と新しい文化政策の登場

ポローニャは芸術の香り高い都市で、文化の消't(.レベルをみても全国平均の2倍ほど前

く、個人の支出パターンをみても軽い娯楽よりは演劇その他の舞台芸術が好まれ、無数の

シネ ・クラブが育てた映画愛好者が多数存在している。とくに、演劇や映画の協同組合は、

失業者の多い青年層の問で急速に広まっていたのである。

だが、市当局はこうした芸術文化への指向性を充分理解することができず、大衆との渦

が深まっていき、1977年の文化運動の台頭をみることになる。

1977{手、労働運動への緊縮攻怒や休日の削減に抗議して、学生、臨時非常勤労働者、失

業中の青年や社会の最底辺の人々が市当局に反対する運動を展開した。 1977年3月ポロー

ニャの都心が占拠され、再び9月に4万人が市議会を取り囲んだ。彼らは前衛的な言葉や

スローガンを使い、自由なラジオ放送を流したのである。この動きはローマ、ミラノなど

主要都市を襲った。これに対して、ローマでは文化担当参事ニコリーニRenatoNicoliniが登

場して、娯楽的な演奏を中心としたサマーフェスティパルを開始した。 その目的は都市住

民を文化的不毛の地から救出し、連帯感を取り戻させることであった。

ポローニャでは文化資本が勢力をもっローマより文化的生産性も高く、社会経済的影響

が優れており、文化担当参~l' コロンパリ LinigiColonbariは草の根の文化グループの文化行政

への愚大隈の参加を実現させた.

彼は文化資本の圧力を認識しつつ、文化の生産と消費の裂け目を克服するため伝統的文

化機関を大衆に開放し、文化資本を支援するのでなく、批判する拠点とした。

彼はまたプロとアマチュアの分裂を克服するため地区住民協議会でフルタイム雇用の文

化労働者を採用することとし、文化行政のため地区への財政支援を拡大し、 1976年にはせ

いぜい2，400万リラであったものを1980年には8，400万リラまで増額したのである。さらに、

彼は文化予算が充分にない中で、エミリア ・ロマーニャ舞台協議会と協定を結んで長年無

視されてきたリベルタLaRi凶lta劇場を再開して全国的な前衛ドラマの訓練や新しい舞台表

現の研究センターとしての実験的劇場とする政策を打ち出した。

そして、都市のより広範な社会届の文化的要求に応え、国内外の観光者の誘致を目的と

したミュージカルやフォルクローレ ・フェスティパルを実施するため 1976年にポローニャ

i~i芸委員会を設立した。こうして、 1978年には8月15日噌母マリア昇天祭をはさんで、ポ

ローニャのサマー・ フェスティパルである F第 1回ポローニャの夏jが開催された。この
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プログラムは古典的要素と現代的要紫、貴族風と庶民風のミックスしたものとなり、歴史

的市街地の再活性化をも目的として取り組まれたのであった。

この文化政策の新しい傾向を推進し、文化部局の地位を改善したのはコロンパリの後継

占、ソスタ-San仙沼Sosterであった。彼立は市議会と文化クリエイタ-m団との新しい関係
を偵索し、 「ポローニャの夏Jを通じて、彼らの協同組合との連携を確立した。 rサマー

フェスティパルは高級文化と大衆文化の問の言語と形式の墜を破り、伝統的エリート集団

の閉鎖社会としての文化団体と大衆との問の壁を破る目的をもっていたJのである。こう

した彼女の意図はイブニング ・プログラムが 1，500リラという低料金に示されている。社会

的弱者や品j在辺の人々にも芸術観賞の機会を与えようという目的もある。市議会はチケッ

ト代の50-ω%を財政補助しているのであり、 1980年にはフェスティパルに 1倍、8，500万リ

ラ、 1981年には3億リラを拠出しているのである。

また、市議会は若い強立したクリエーター逮の活動に、財政支援を行い、劇場やイベン

トの経営管理を任せ、 3年毎に契約を更新することにより、演庫1)や映画の分野で出現した

前衛的なグループを育成することにした。 1981年には4∞席を擁するテアトロ ・テストーニ

が前衛的劇団であるヌーヴォ ・ シェーナト~uovaScena協同組合に委任され、レパートリーシ

ステムの導入や、外国の劇団を招くなどレパートリーが拡大され、形式も多様な撰択がな

されたs そして、 Nuo四 Sぽnaの以前のホーム劇場、レオナルドSonaLeo国rdo劇場は1982年

に児童劇場に変わることになった.

ソスターの意図はポローニャ全体を自に見える形の文化的実験場とすることであり、同

物館は社会的技術的変化に追いつくよう近代化する必史があった。例えば永らく放置され

てきた中世博物館をオーディオ ・ヴィジュアルによる展示、教育サービスなど完備して、

1985年春に新装開館した。

また、歴史図由館は科学技術の専門研究を目的とし、大学図書館を補完するレベルの高

いものに改装する一方、地区評議会毎に自主管理による図??館を装備した。

市議会内の文化部品ポストを一新してポローニャ大学のDんMSIこ対しては、より高いレベル

の教育と協力を要求したのである。

だが、彼女の施策の全てが成功したわけではなかった。例えば太陽宮殿Arenadel Soleをマ

ルチ ・メディアセンターに改造しようとする計画は、 ill築t'i.がかかりすぎるため計画途中

で中断された。その後、この宮殿は劇場に改装され、 iiir衛劇団であるヌーヴォ ・ツェーナ

の活動出点として利用されている。
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以上のソスターの文化政策と財政l而でみると、，.;p:全体に占める文化経費の割合は 5.6%

(1979年)から17.0%(1984年)に急用し、中でも文化イベントや文化サービスへの助成額

の割合が急増している。

このようなソスターの文化政策は、市議会と若い文化クリエーターとの構を埋め、創造

性を虫視する「生産に基づいた文化政策Jと評価できよう。

1985年にソスターが社会政策担当に代った後、文化政策のウェイトは再び伝統的文化団

体のiJi視に移ったように見られるが、彼女の哲学は教育局で 1981年に始められた青年プロ

ジェクトProgettoGiovaniに必めることができる。

このプロジェクトは失業比率の高い前年層に、経済的に独立する機会を提供するもので

あり、創業をめざす若い織人企業家に対しては「転換工房Jと名づけられる事務所スペー

スを3年間無料で貸与し、伝統的な技能やハイテクの研究を支嬰し、文化的企業家に対し

ても、施設の使用許可を与え、メディアにアクセスできるようプレスセンターを開設する

など、 「生産に基づいた文化政策」というコンセプトが生きているのである。

以上のように、イタリアの中規筏都市ポローニャは、職人企業の創造活動に基礎をおい

たフレキシブルな生産システムと同時に、青年届の前衛的な芸術文化活動を展開する独自

の創造都市への道を切り開きつつあると評価できるであろう.

第5節 21世紀へのボ口一ニャの挑戦ーボローニャ2000

ポローニャ市は2∞0年の fヨーロッパ文化都市Jにプラハとアビニヨンとともに立候補

している。ここで、まとめにかえて、ポローニャ 2はねプロジェクトの内容を紹介しておこ

う。(図1.4参照)

ポローニャ市の伝統は世界fti古の大学をもち、ヨーロッパ全体に学問 ・知識を普及させ

て、都市と都市とのコミュニケーションを重視してきた点にあり、新しい情報技術を利用

してその知識とコミュニケーションを再興させる狙いをもっ計画がつくられている。

現任、文化都市としてのポローニャの文化ストックは 43の美術館、同物館、 12の劇場、

50の映同館と3roll日の蔵芯を抱える2∞の図書館を擁しており、多くの人々と施設との交流

は今後も大きな奴題となっている。
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図1・4 ボ口一ニャが目指す世界都市構想

地理的I軍演

自治体外交及び国際関係の制度・政策
(超政府・超国家)

国際団体の / 

協同活動
(協定、提携、

会語、情覧会)

ポローニャを変革する9プロジェクト

(1)文化施投の将来計画

A.市庁舎(宮殿)

-一一一ー一ー-

共同参加のネットワーク

副次的サービス環筑

コミュニケーション環境
(交通 ・通信・社会的交流)

市の中心にあるマッジョーレ広場をとりまく庁舎を改修して 90年代の一大プロジェクト

として取り組まれている、強力な文化の極を創り出す計画。

地元の著名な現代画家であるモランディ美術館と名問コレクションとともに、株式市場

跡を現代文化を担う新しい図rlF館に生まれ変わらせるものである。

B.タバコ工場跡

人口密集地区にあって荒廃しているタバコ工場跡をヴィジュアルアートのセンターとす

る計画。ここには現代美術ギャラリーと映画フィルム修復センターが予定されている。

C.ユダヤ文化博物館の新設計画

D.国立美術館の修復計画

E.現代音楽創造計画

F.悶立婦人図3館の新設計画

G.都市再発見計画

H.文化情報センターの新設
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(2 )大学の将来計画

世界最占のポローニャ大学は過去10年間で36，∞0人もの学生数が地加して、 95，0∞人の学

生を擁するトップレベルの大学となっており、中心的機能の強化と分散政策が課題となっ

ている。

A.新キャンパス構惣

獣医学研究所の新設、工学部の移転、物理 ・天文学部の移転計画を統合して新キャンパ

スに。

B.地域分散計画

州内の各区地域への分散、例えばラベンナ(環境科学と文化財保護)、シェスーナ(工

学、心理学、情報工学、機械工学、政治学)、リーミニ(統計学、観光経済学)、レッジョ ・

エミリア(経営工学、品学)など。

c.現大学地区の充実

歴史学部や大学図~館を中心に古い建物を修復する計画。

D.ポローニャ市との都市計画の合意

大学が f都市の中のもう lつの都市J のように大きな存在となったので市当局との問で、

修復計画について協定を結ぶ。

(3 )涜動性

ポローニャ市は市中心への自動車の来り入れを規制!し、歩行者専用区域を拡大してきた

が、自動tlIを減らすことで可能性を高める方策をさらに進める。

A.高速鉄道網

B.新駅舎辿設計画

c.大都市間内の鉄道サービスの充実

D.トロリーパスと市街屯Jt:システム

巳駐車場計図

F.新歩行者ゾーン

G.電子交通制御システムの導入

H.道路ネットワーク

(4 )コミュニケーションと電子ハイウェイ
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ポローニャの新約報技術はrli民の行政へのアクセスを高め、市民の意見が行政に届きや

すくするとともに、あらゆる行政部門においてよりよいサービスを行うために行うために

進められる。

Aインターネットを無料で利用する計画

B.市行政のオンライン化

C.シティカードの導入

D.実験施設

E.交通システム

(5 )都市絡の上昇

中世の歴史的都市構造を保存することにより都市格Urbanq凶 lityを高める。

A.広場と小路の改修事業

B.広場と小路の将来計画

C.臓人の街

職人の伝統を残すポローニャの街を保存して、商業の活性化など現代的に活かす計画

D.ボルテイコ計画

ポローニャの都市景観のシンボルであるポルテイコの復興、修復、開発計画

(6 )大都市圏計画

ポローニャの人口40万人の都市部と周辺部を合わせた100万都市計画。

A.法的制約をこえて

B.情報と行政

( 7 )環境

イタリア園内で最も環境の良い都市を目指す。

A.全児置による値樹計画

B.公園と庭園整備

C.COxの削減

D.騒音公害
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(8)行政サービスの質の向上

顧客である市民へサービスの質の向上する。

A.サービスの質

B.行政管理

C.素早い応答

D.再縄成と民営化

(9 )鎚w.医療
位脱 ・医械はポローニャの基本 f産業j の一つであり，大学との学問 ・知識や経験との

交読で研究開発を進める.

A.健康 ・医療の現状

B.その将来計画

注

1)) ヒアリング対縁者は産業局担当参事のD. ウゴリ一二氏及びサービス座業担当のG.ペニーシ氏、工

業担当のC.トロメッリ氏、経済発展局 (ERVET)担当のM.フランキ女史の4人。場所はポロ一二ャ

市見本市地区にある丹下is三設計のツインビル内の州産業局オフィス.

3ヒアリング対象者は副理事長のD.ザッカレリ氏、産業政東担当者であり、州評議員であるG.カパッ

シーニ氏、小企業政策担当のG.モレッリ氏の3人.場所は州産業局オフィスの隣のもう一方のツイ

ンピル内.
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はじめに

第2章世界都市ニューヨーク

ーカオスとダイナミズムー

シt:;立の課題は創造都市ポローニャの対極に立つ、世界都市ニューヨークの都市経済と文

化の関わりを分析することにある。一体、世界都市とはやjか、世界都市化をすすめた要因

は何か、世界都市に未来はあるのか、東京に先んじて世界都市の地位についたニューヨー

クを対象に取り上げて検討してみたい。世界都市ニューヨークの都市経済の本質を明らか

にすることはそれ自体重要なことであるが、世界都市 ・東京の一般性と特殊性を解く手が

かりとなり、東京の将来を見通すことも可能となるに相違ないからである。

では、 「世界都市Jとは何だろうか。たとえば、古代ローマや、中世のウ.ェネチア、フィ

レンツェ、近世・近代のウィーン、パリ、ロンドンなどはいずれも当時の世界帝国の首都

であり、世界貿易のセンターであった.

しかし現代の「世界都市Jはこれらと同列に論じられない.現代の f世界都市j 研究の

端緒を開いたのは、都市地理学者であるJ.フリードマンが提起した f世界都市仮説j で-あっ

た。これによると、 f世界都市」とは、 ( 1 )資本主義の世界システムに統合され、国際

分誌のなかで都市機能を形づくる都市、 (2 )多国籍金業が立地し、ー拠点として利用す

る程度によって、国際的な空間的ヒエラルヒーのなかに位協づけられる都市、 (3 )大企

業本社、国瞭的な金融資本、世界的な輸送・通信部門、そして、広告 ・会計・保険・法律

などの高次ビジネスサービスなどの構成比が非常に高く、これらによって都市成長の推進

力が担われる都市、 (4) 外国資本を含む国隙的資本が高い集積度をもっ都市、 ( 5 )国

内・圏外からの移住者が集まる都市、 (6 ) 国際的な空間的、階級的な対立と分極化の焦

点となる都市、 (7)国家の財政力を超える社会的コストを生み出す都市、だと定義され

る。 (Fri~. 1986) 

さらに、フリードマンの f仮説Jに検討を加え、世界都市研究を尖d的レベルに引きあ

げた画期的な若・作としてs.サッセン$.Sassen.The GloOOI City-NewYork London. Tokyo. 

1991があげられる.国際資本移動論の視点から資本と労働力の国際的移動が引きおこす諸

問題に関心をもっていた彼交はグローパル経済のコマンド機能の集制点としてグローパル

シティを把握し、コマンド機能を果たす多留籍金融機関の集積を支える生産者サービス
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([~J際的に活動しうる法fJt'J'務所、会計事務所、各種ビジネス情報会社など)の都市経済

における屯要性に注目している.同時に、グローパルシティの底辺には投資先の貧困地域

から1'1'し出された移民連が吸引され、新しい低賃金労働のプールを形成していることを実

証したのである.こうした、頂点における国際金融のコマンド機能とサポート機能の集積

と底辺における貧困な移民労働者のUH.t'lこそ、グローパルシティにおける分極化した社会

椛造の特質であるとサッセンは主張したのであるo (Sassen， 1991) 

サッセンの話作に前後して、相次いで世界都市研究が発表された。マレンコフ

J.H.MollenkopfとカステルM.Castellsは世J#都市化するニューヨーク社会が、政治的経済的文

化的に 2つの崩に分極化してゆき、 「中抱j には先端的法人サービス業に従事する専門職

者が凝集し、 f周辺Jには組織されない多元的なエスニック ・マイノリティが取り残され

る 「二m都市4 状態となると主張したo (ルlollenkopt& Castells. 1991) 
次いで、ファインスタインs.s.Fainsrein、コードンIan.Gordonそしてハ一口-M.Harloeは

ニューヨークとロンドンの2つの世界都市を比較研究した結果、 2極への分極化傾向より

も多くの階層へ f分裂した都市Jとしての特徴を帯びると述べた。パッドL.D.出とウィム

スターs.Whimsterはやはりニューヨークとロンドンをとりあげて金融のグローパリゼーショ

ンが都市の経済と社会に与える影響を分析し、金融のブームが高層ビル化とヤッピー現象

をもたらす一方で、マイノリティー ・グループの服用減少問題が深刻化することを取り上

げた。(8.出&Whimster. 1991) 

このように世界都市に関する欧米の研究は光と影の両面から問題を客観的に分析したこ

とが特徴的である。

したがって、 f世界都市Jとは第 lに、多国籍企業と多国諮銀行による世界経済の統合

化の巡展のなかで、多国待資本の中偲管理機能がおかれ、グローパルな支配 ・従属のヒエ

ラルヒーの頂点に立つ都市を芯味するのである。

第2に、国際金融センターが形成され、多国詩企業の活動を支配するビジネス ・サービス

の集制度が高く、都市経済のエンジンを形成している都市であり、第3に、資本のグローパ

ルな展開に対応する形で国内 ・圏外からの移民労働力がmh1して、国際的な空間的階級的

対立の熊点に立つ都市である。

さらに第4に、国際的なUi矛盾の激化に対応して、現代都市政策、現代地域政策の有効性

が試される実験場でもある。

実際に、ニューヨークにおいて「世界都市論j が話題にされ始めたのは、1970i:f代の後
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半のことであった。ニューヨーク大都市閤は図2・lに未すように18∞万人を超える人口

を擁し、その中心に位協するマンハッタン(図2・2)には国際金融センターとしてウオー

ル街の伴天段がそびえている。では、なぜこの時代に、どのようにしてニューヨークが

「世界都市Jと呼ばれるに至ったのだろうか。その過程をまず明らかにすることから始め

よう。

第 1節 世界都市へのリストラクチュアリングのプロセス

ニューヨーク市は1975年6月に、経常赤字26億ドル、長期累積債務78億ドルという巨額の

債務を抱えて f破産Jし、都市危機に陥った。世界一豊かな都市と信じられていたニュー

ヨーク市の「破産j という訟徴的な出来事は、 70年代の「世界不況Jの真只中で発生した

だけに、そして、その後の急速な回復ぶりが80年代のアメリカ経済の「好長気Jの引き金

となっただけに、数多くの研究者 ・ジャーナリストの研究関心を惹きつけることとなった。

たとえば、良心的な若手ジャーナリストである、 J.ニューフィールドとP.A.ダブルルは、

福祉コストの上昇→中産階級と企業の担税負担期を回避するための市域からの脱出→市の

タックス・ベースの縮小と雇用の減少→福祉コストのさらなる地大というメカニズムを通

じた当局側の「パラまき福祉による財政危機Jなる主張を退けて、公債発行業務と公共事

業(各種の都市開発プロジェ夕刊の受注を利低の巣とする金融柴田、不動産・開発業者

による市財政の私物化に、情造的な財政赤字を生み出す原因があると問題提程を行い、財

政危機の背f;(としての都市経済の衰退については、巨額の連邦資金の南部サンベルト地域

への流入が生み出した地域的不均等発展の問題を指摘した。(J. Newfield & P. Dubrul. 

1977) 

さらに進んで、ニューヨーク市立大学のW.タブW.Tabb教授は、財政危機の原因となっ

た都市経済の衰退現象は、製造業部市から多国籍企業の管理的ビジネス ・サービス的機能

をもった都市への転換過程で生じたものであると述べた。

fニューヨーク市の梢造転換は、……中心都市にある製造業の急激な減少、都市 f人口』

の新たな『過剰』によるサービスi~r~9]の拡大、都市空間の事務所機能とサービス機能への

再配置である。

第2次大i践が終わった時、ニューヨークは製造業に従事する部市であった。マンハッタン

とブロンクスとブルックリンの古い倉町街にあるし000の小さな工均で、アパレル、装身具、
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ニューさーク大都市~

ニューヨーク市

。 40 30b 

ニニーヨーク大都市望の人口と高謂

人口(l9SS:手) 芭 顎

ニニ一三 一 ク大~;r:翌 18.460.500人
全雲に占める割合 7.4% 

32. 791~: 
0.4% 

ヌ料:九!arkさtStatistic$.S&日日 19S9・・SUfVε'!or Buりng
コo、vξr.
図2・1 世界都市ニューヨークの概況
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図2・2 マンハッタンのC80
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オモチャ、その仙の産業が繁栄していた。ニューヨークには世界の他のどの都市よりも多

くの製造業従事者がいた。-

ニューヨークrliの製造業雇用は、 1947irの1，073，∞0人がピークであった。それは、 19ω
年までには12%減少した。 1970年までに121，000の盟造業版用がさらに減少し、 1977年まで

には287，0∞がなくなったo 1950年には、製造業の雇用は有給雇用の30%を占めていたが、

1980年までにそれは15%になった。 ……

製造業部門はニューヨークに本社がある法人企業とほとんど結びつきがなかったので、

法人部門は製造業の運命にほとんど関心を払ってこなかった。実際、都市のエリートは製

造業を都市から流出させ、都心地域に法人企業の事務所とその維持管理サービスのための

空間をつくり出すことを好み、製造業を厄介物として取り扱ってきたのであるJ0 (Tabb. 

1982) 

では、ニューヨーク市のリストラクチュアリング(再挑築)の内容はどのようなもので

あったろうか。

まず第iに、産業構造の変化を就業構造の面から把鐘してみよう。

ニューヨーク市の民間耐用数は凶2・3のように、タプ教授が指摘した製造業の長期袋退

傾向を反映して、低下傾向にあったが、 1977年を底にして、回復に向かい始めた。これは

製造業での引き続く雇用以とは対照的に金融、ビジネス ・サービスを基軸とするサービス

産業の雇用増加によるものである。

とくに、国2・4のように1977.......例年にかけて約90，0∞人の雇用増加をもたらした銀行業

と証券業の急成長の要因をみると、第lに、70年代以降に形成された巨額な過剰資金の世界

的なフローの存在があげられる。第2に、アメリカ国内で進行した f金融革命Jが銀行業で

の焼制緩和を進展させ、金融機関相互の激しい競争と再編成を促進し、 1933年銀行法以来

の銀行と証券会社との f垣線J も取り払い、投資ブームを醸成していったことがあげられ

る。そして第3に、ニューヨーク金融市場の f国際化jが盟国としてあげられる。 1974年l

月に資本輸出規制が撤廃されて以来、アメリカの金融センターへの外国銀行の進出が相次

ぐと、ユーロ市場なみの自由な間際金融市場を求める声が高まり、 81年12月、ニューヨー

クにオフショア市場が創設 aBFTntemational Banking Facilities)された。これを契機にニュー

ヨークへ外国銀行が殺到することになった。(奥村. 1987) 

よt体的にはニューヨークの外国銀行数および資産額は1970年の47行、100億ドルから、 74

年には84行、 4∞{t!ドルへ、そしてお年には191行、 2，380{(Jドルへと急激に拡大し、およそ
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ニューヨーク市の雇用(非農業)図2・3
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27，000人を肥用している。(Drennan，1988， 1987) 

よく知られるように、 70年代後半には、オイル・マネーがニューヨーク市場に流入し、

80年代に入ると日本の対米証券投資と貸付投資が巨額化し、ニューヨーク市場の活況と空

前の株式ブームをもたらした。

ここで、ニューヨークと東京という2つの国際金融センターの相互連関も興味深い。最大

のu'{務国アメリカの資金不足と、最大の債権回日本の資金過剰との“ミラー ・イメージ

が話題にされるが、東京の地価暴勝によって膨れ上ったジャパンマネーがニューヨーク市

場に流入して、株式 ・不動産投機をひきおこしているといった2つの「世界都市」の“ミラー ・

イメージ"が考えられよう.

いずれにしろ、 1980年代においてレーガン政経がレーガノミックスという名のもとで行っ

た経済政策が、初期には大日の~J債発fr と高金利政策によってニューヨーク市場の国際化

を促進し、後には、プラザ合意以降の各国中央銀行の巨額なドル買い介入は、世界的規模

でマネーサプライを激増させ、マネーゲームを蔓延させて、ニューヨーク抹式市場を活性

化させたことは留意されなければならない.ニューヨークの国際金融センターの活性化こ

そ、レーガノミックスが助長した“カジノ資本主義"によって支えられた不安定な基盤に

立っているのである。(宮崎， 1988) 

さらに由要なことは、 ~2 ・ l のように銀行業の雇用の地加は78""'_85年にかけて34，刊O人

とほぼ頭打ちとなっている反面、証券業の雇用m加は55，ω0人となっており急ピッチで上昇
していることに示されるように、投機的性格の強い部門での雇用の伸びであることである。

次に、 fビジネス ・サービスJの動向についてみると、図2・4のように77'"例年にかけ

て、約90，∞0人の服用地加をみているが、内容的には法律サービス、経営コンサルタント、

データ処理、人材派遣、エンジニアリングなどで、ニューヨークに集制する多国籍企業と

多国稽銀行の海外営業活動のための関連サービスである。これらの分野は、高学歴の仕事

であるため、高所得が期待されるが、ほぽ白人のエリートが就職することになる。

(Drennan， 1987) 

次いで、図2・4によってその他の成長部門であるサービス分野をみてみよう。

まず、 「教育 ・文化サービス ・般送 ・通信jが42，600入、 「社会サービス ・宗教活動」が

40，900人の用、 「保健 ・医療jが37，0∞入、 f建設 ・不動産jが30，∞0入、 fレストラン ・

ホテル ・小売業Jが27，∞0人と続いている。このなかで、レストラン ・ホテル .ill設業など
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表2・1 ニューヨーク市金融 ・証券業における雇用

{単位 1000人}

1978 1981 1984 19851 1978-85 
全足震にさめるJl合(%)

1ft後 19781l98rl1984198S 
金~・証券支(計} 418.0 472.9 5∞.9 508.0 90.0 12.9 IU 14.6: 14.6 
銀 行 137.7 163.1 170.5 172.1 34.4 4.3 ~.9 5.0 5.0 

証 き与 71.0 97.2 121.6 126.6 55.6 2.2 2.9 3.5 3.6 

保 険 102.6 102.6 96.2 95.4 一7.2 3.2 3.1 2.8 2.7 
貰金支 22.7 24.2 24.3 24.2 l.S O.I 0.7 0.7 0.7 

不f.j産 84.0 I 85.91 88.41 89.6 5.6 2.61 2.61 2.61 2.6 
巴1 1 -9 P.笑絹.二よる.
安P :-¥. Y.C.CAuncil on Economic Eauca:ion. Chal!mgt 01 lI:t Cr.cr.z!'，..g &0' 

n川om;y0.ザ/
m包en川t.。凶Y可~"肘1'1か';y &0仰m吋omi化;cRepor丙~.3計rd Qtf o( 1985. 

(出所} 大坂市立大学絵柄研究所絹r世界的"，'3市4 ユ」比一ヨー 7J ょ っ~I周.

表2・2 合衆国およびニューヨーク市におけ
る大企蝶(1976王手，1986年)

合衆国
ニューヨーク吉に
本社をおく大企業

部 門
え上事ゐるも‘I! 企業設 充~;;みかに
育委 (%) 責産ηシニ7{却|

金支~
197611986 1976 1986 1976 1986

1 

産主缶入全葉1 500 971 1，723 84 53 ZU 16.4 
否定患行1 50 582 1，596 9 10 40.8 39.6 

生会長投: 257 670 34.3 32.0 

各種金を殺到2 172 903 19 28.8 50.9 

さ!tサービス全社i NA 148 NA NA 15.5 
小売主1 50 133 326 17.5 8.6 
連憾;tl 50 42 104 22.S 13.5 
(ttl 1.え.!:.高(1民1}'Jレ1.2.実家(1氏Zトソレ).3 . t~駕a人(1011トソル).
(;庭科) FOTす，，"t.July11.19i1;..l.pril ?1.1981.and June 8.l98i. 
{泊所) C.8recher &:: R.D.Hor.onふm吋 J{，，"，cipcl何 'or;:!'Cj泊88.
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のブルーカラーの臓簡は不熟純労働のため、黒人 ・スペイン系などのマイノリティが多く、

低賃金の服用となっている.

サービス産業でm琵な点は後にもふれるが白人エリートを主体とする高賃金のビジネス
サービスと、マイノリティを主体とする低賃金のサービス産業とにこ極分化していること

である。

では第2に、大企業本社の立地状況を把握してみよう。

アメリカの経済誌『フォーチュン』が発表する全米の大企業ランキングである「フォー

チュン500Jに拘a賊された企業のうち何社がニューヨーク市に立地しているかを制べてみる

と、興味深い結果がみられる。(Drennan，1987) 

まず、製造企業本社の立地数は、 1965年には128社であったものが大幅に減少して、表2・

2のように76年には84社、 86年には53社となり、売上高のシェアも24.1%から16.4%へと減

少している。同慌の傾向は小売業、運輸業についてもみてとれる。小売業では76'"'-86年に

かけて9社から4社へ、売上高シェアも17.5%から8.6%へと減少し、運輸業では、同期間

に7社から 5社へ、経常眼入シェアも22.5%から13.5%へと落ち込んでいる。これは、租税

負担や地価の上昇を避けて企業本社が域外に流出したためと考-えられる.

他方、金融とビジネス ・サービスの分野ではこれらと対照的に、ニューヨーク市は引き

続き相対的にも強い地位を保っているのが特徴的である。表2・2のように、同期間に、商

業銀行で資産額シェアはやや落ちるものの9行から10行へ、生命保険会社でも資産額シェ

アはやや落ちるものの7社から 9社へと増加し、各種金融機関では15社から19社へ、資産

額シェアも28.8%から50.9%へと大きく増加している。また各種サービス会社では推移はつ

かめないが、 86年の段階で8社、売上高シェアで15.5%を占めており、これは小売業や運輸

業より高い比本となっている。このように大企業本社の立地状況で見る限り、先ほどの就

業構造の変化を反映して、金融、サービス業でのシェアが相対的に高い地位を維持してい

る反面、生産、流通の部面では、ニューヨークの地位が後退していることがわかる。

しかしながら、視点を多国高企業の海外事業活動の次元に移してみると、段相は多少異

なってくる。すなわち、表2・3のようにアメリカの100の多国結企業のうちニューヨーク市

lこ24社、ニューヨーク市郊外に16社が立地しているが、このうち、ニューヨーク市内に本

社をおく24社は収益の約半分を海外活動から得ていることである.ニューヨーク市郊外の

16社は約 3分の lを海外活動から獲得しており、両者合わせて、海外収益の55%を得てい

るとおり、ニューヨークに本社をおくアメリカ多国籍企業の海外活動は際立って能位に立つ
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表2て3 合衆国上位100多国籍企業
の総収益および海外収益(1986年)

(順位 10!!ドル). 

本社所在地
海外在豆

企業数 海外収益 総収益 のシニア
(%) 

ニニ一三-1大事用語 40 212 515 41.2 
ニューヨーク市 24 137 293 46.8 
二二ーさ-1市記外 16 75 222 33.8 
その他 60 172 704 24.4 
合計 100 384 1，219 31.5 
{資事号) ・・GlobalBusiness Su内 ey，"Fo冷cs.July7.1987. 
pp.l52.156: 

(出所} 第 2をにr:Jじ.

表2・4合京国およびニューヨーク
市の上位200銀行の海外債権

{雌tz lO!.!ドル}

合衆国 |ニム一三一7市ニ二-:-1e: 
市の占めるシ守・

主主債権忽債権 ニ7 也J
1976 10 126 86 68.6 

190 3S 6 15.6 

200 161 14 92 57.0 

1986 10 195 も 167 85.6 

190 87 12 27 31.0 

200 282 18 194 68.8 
(夫科) "Annual Survey o( 8ank ?erぜor・
mance."Bus;l1es.5 Week，ApriI18.1977' 
and April 6.1987. 

{出所1第 2去をに同 じ.
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ている。

さらに、ニューヨークに本l苫をおく商業銀行においても、海外活動の比重はますます高

まっている。表2・4のように全米10大銀行のうち6行がニューヨークに本庖をおいている

が、その対外情緒は、 860億ドルから1，670億ドルへと地大し、シェアも69%から86%へと高

まっている。加えて、すでに見たように、外国銀行のニューヨークへの立地件数も急増し

ており、国際金融センターとしてのニューヨークの地位はゆるぎないものとなっている。

同時に、これら多面籍企業や多国籍銀行の活発な海外活動を支える高次のサービス機能

もmwを強めている。たとえば表2・5のように法作事務所についてみると100人以上のス
タッフを擁する全米251の法律引務所のうち51がニューヨークに立地し、海外支庖の50%を

もっている。会計事務所についても全米で上位3，000社の90%を支配している“ビッグ8"

のうち 6社までがニューヨークに本社をおき、梅外活動で多数の収益を得ている。その他、

経営コンサルタント、広告、運輸 ・通信についても同様の傾向がみてとれる。

要するに、ニューヨーク市のリストラクチュアリングは、第 1に、就業楠造面では、ア

パレル、印島IJ業を主体とする型造業の長期衰退傾向をカバーする形で、金融、ビジネス ・

サービスを2大基軸とするサービス部門が急成長し、雇用総数の上昇局面をつくり出した。

第2に、企業本社の立地状況から見ると、就業棉造の転換にも見られるように、商品の

生産 .m1通にかかわる分野では企業本社の市外への涜出傾向が続いているが、金融 ・サー

ビスの分野では引き続き高い地位を維持している。

第3に、多国語企業の海外活動の面から見ると、ニューヨークに本社をおく多国籍企業

のシェアは絶対的相対的に向く、多国籍銀行についてみれば圧倒的な地位を保持している。

また多副話銀行と多国籍銀行の海外営業活動に関述するビジネス ・サービスも際立って高

い地位を保っており、まさに、国際金融センターとしての面目路如といった感がする。

このような、多国籍企業活動の大きさと、とりわけ、国際金融センターとしての抜きん

出た地位によって f世界都市Jという名がニューヨークに与えられるようになったのは当

然といってもよいかもしれない。

ここから、ニューヨークの都市経演の成長戦略は「世界都市戦略j となった。

だが、果たして、世界都市としてのニューヨークの成長は何の障害も行く手に待ちうけ

ていないのだろうか。次にこの点の解明に移ろう。
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表2・5 弁撞土教と大法律事務所
の海外支庖数(1986年)

(1000人以上の弁綬土をかかえる)

立 地
大法律事 語、支窓を

務所のt安芸士tLつ^~IJ
事!!存

ニューヨーク 51 11，579 28 

シカゴ 23 4，795 4 

ワシン トン 11 1，927 

サン7ランシスコ 13 2，615 4 

ロス7ンジニルス 13 2，798 2 

ダラス 10 1，589 l 

ヒュースト ン 7 1. 671 3 

合衆国計 251 );.A. 56 
夫応、 ... ・aゴor.alLc出 jOllnvJl.Se;ltcm"t>er2~.19S6.pp 
02. 

( :!; ~，7) 第 2~.二 局ヒ .

表2・6・ニューヨーク市産婁鮒別付加価値およU1)!@ごとの裂担
{凧包 100万ドル}

実 績 手平勾=t |吋
1986 
加窓(%)子 ftJ 沼玄(%)
1970・86 1986・90

足立~~，全保の 47，527 100.355 8.7 12S，645 6.4 
t6}4マdF..tbz-Ih害a 

移出産実 34，617 76，Oi5 9.1 97，410 6.4 
法人中枢il合体 21，338 50.633 10.1 65，628 6.7 
生産・記U~門 10.014 17，290 6.3 20，936 u 
消費苧?ーピス 3，265 8，152 10.7 10，846 7.4 

定古孟3ミ 12，910 24，280 7.3 31，235 6.5 
税 E3iJ 校.~'1 6，817 12，780 7.2 15，892 5.6 
ξ人技1 1，292 2，218 6.2 2.686 u 
宝人さ~: l，m 3，725 10.7 5，124 8.3 
不b産技 3，236 4，600 4.0 5，300 3.6 

その也 795 2，237 12.2 2.782 5.6 
(注) 1.-11怪人使.~ lt;!!代役.;:A!i:入院.It;叉nw是.公益事富民.00II人4除草佼.

2.一般究上伎と他人所~4t;t.

(資料1・Valueadded historic data and revenue projections (rom GOTH・
A}vl.the Drennan民 onometricmodel and目 onomicda ta ba日;
historic rcvenue d8ta Crom City oC ~cw York.Ann岨 1Reporl 01 
IJu UJmptro/ltr.Ci記.11ycars 1977 and 198o. 

(出所} 第2表に閉じ.
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表2 ・ 7 ニ ュ ー ヨ ーク市産集部門別の雇用 (1977 ， 1986 ， 1990~)
{単位 1.0∞人}

実績 手平均噌 年平均~
産業部門 加率(%)-子制 加率(%)

1977 1986 1970・86 1986-90 

移出産実 1，825 2.107 1.6 2，170 0.1 

法人中担複合綜 1，000 1，297 2.9 1，360 1.2 

生産 ・流通部門 575 490 -1.8 457 -1.7 

消費者サービス 250 320 2.8 353 2.5 

え2方産~ 854 858 0.1 822 -1.1 

政府 508 574 1.4 585 。:5
全産業合計 3，187 3，539 1.2 3，577 0.3 
安局) Figur邑 for!917 and 1986 are unpublished da:a from Sew York 
State Depaπmen! of Labor.Forecast for 1990is fromGOTHA~. 
lhe Drennan econometric model and economic data base. 

(:tl;，奇) 第 2表に伺じ.

表2・8 ニューヨーク市の雇用
(単位 1.000人}

部 門 119821附
1988 平均年率(%)
三A二宅"1 1962-8i1l98i・88

正予出産支 i; 1，98; 2，130 2，103 1.4 -1.3 

企業本社 75 67 64 -2.2 

注入金55サーどス 412 4i4 ~50 2.8 

その芝の忌人ーーとλ 668 784 ;91 2.6 0.9 

(法人中程曳合体会計)1，175 1，325 1，305 2.4・

生産 .~Gà~門 629 475 458 -2.1 -3.6 

泊費者マーピス 283 3301 340 3.1 3.0 
耳斗乙4n回 E目E品尖 841 879 8o9 0.9 -1.1 

政府 517 583 580 2.4 -0.5 

全き5門 13，34513，592'3.552 l.4 -1.11 
(~己ñl nJじrba.R~arc" C伺 /ffR~。πI'se '" Y。τicliruversll)'・
1988). 
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第2節 世界都市の矛盾と f暗黒の月曜日Jの衝撃

1975年当時、まさに死の淵にあった巨大都市ニューヨークは80年代後半に至って r世界

都市Jとして凡mに再生したかに見える。破産寸前であった市財政も、 81年には一応県宇
に転換し、 86it:6月にはニューヨーク州政府の監督を受けずに独力で予算を組むことができ

るように財政自主権を副復した。だが、 「世界都市Jの将米はまだ判然としない。世界都

市ニューヨークの持続的な発展軌道は確かなものとなっているだろうか。

ニューヨーク大学のM.ドレナン教授は ri去人中抱担合体 (CorporateH回dq岨rtersComplex) J 

という概念を使用して、ニューヨークの成長可能性を予測しようとしている。(Dreru四1，

198刀教授はまず、ニューヨークの全民!日l産業を「移出産業Jと「地方産業」に二分する。

f移出産業Jとは当該地域(都市)の外部の市場を目当てに活動し、外部の競争相手と蹴っ

て地威(都市)を成長させる産業であり、 「地方産業Jは当該地域(都市)内の市場で活

動し、その成長は地域住民の人口と豊かさに依存している(スーパーマーケット、理gg色、

花屋、パン信之与が含まれる)。移出産業はさらに 3 つに大別される。 r消 j~者サービス

(民間保健医披 ・民間教育産業)J r生産 ・疏通部門(卸売、水運、各種の製造業)Jそ

して「法人中枢複合体j である。 r法人中抱複合体Jとは①製造業 ・保険業法人企業本社

(中央管理部門)②法人サービス(商業銀行 ・投資銀行、会計、法律、宣伝、コンビュー

ターサービス、コンサルタント、運輸サービスなど)③付随的法人サービス(ホテル、レ

ストラン、娯楽)の3要素から偶成される.この借僚によると、表2・6、表2・7のように

「法人中抱複合体Jは1977......86年の期間に付加価値の面では、約3∞億ドル附加し、年平均

増加率も10.1%となっており、服用面で297，0∞人増加し、 70......86年の年平均地加率は2.9

%を示している。これに対し、 「生産 ・流通部門jでは、付加価値で約73億ドル年平均6.3

%の地加がみられるが、鹿用面では85，∞0人、年平均1.8%の減少となっている。また、

「消fi.者サービスjは付加価値で約49億ドル、年平均10.7%、鹿用面でも70，000入、年平均

2.8 %の増加となっている。このように、 f法人中枢複合体jは付加価値、雇用の両面で相

対的絶対的にニューヨーク都市経済の中軸となっており、これに対して、生産 ・疏通部門

はいよいよその比重を下げてゆき、雇用面では減少傾向を続けている。

ドレナン教授は、 86......90年までの年平均成長率を雇用面では1.2%、付加価値で6.7%と

推計して次のように述べていた。

fここで示された緩やかではあるが確尖な成長の見通しは、国際金融界の安定を前提と
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している。だが、これを確約することは困難だ。ドルの急落、途上国累積債務の破棄、そ

の他の展開によって国際的金融取引の拡張が制約を受け、[五l際活動に関連した成長の見通

しは附くなるかもしれない。あるいは、同際的取引の規筏は拡張しつづけるかも知れない。

しかし、その場合にはニューヨーク市の企業は競争上の低位をいくらか失うだろう」。

(Drennan. 1987) 

ドレナンは「法人中幌按合体Jの成長についてはやや慎重な見解をもっていた。

他Jj、ニューヨーク州会計監査報告引はニューヨーク市経済について、より厳しい評価

を下して、次のような問題点を指摘していた。

第lに、 80年代初頭まで数年間続いた、比較的幅広い産業部門にまたがった市域全体に

わたる成長パターンから、限定された庄楽部門、限定された地域での成長パターンに転換

した.すなわち、金融部門のうち、銀行支での成長はとりわけ雇用面で頭打ちとなり、もっ

ぱら証券業での投機的ブームに依存した不安定な成長パターンとなった。このため、成長

地域ももっぱらウオール街周辺のローワー ・マンハッタンに限定され、プロンクス、プルッ

クリンなどは成長から取り残された。

第 2に、急激な不動度勝貨のなかで、企業本社の市外への抗出傾向が引き続いている。

たとえば、小売業の全米3位のJ.C.ペニー社が本社(従業員4，∞0人)をテキサス州ダラス

に移転しようとしているし、モービルオイル社やAT&Tも乙れに続くだろうと見られている。

地価 ・建物の価格の急上昇によって、不動産税の負担や各種の関連するコストの負担が増

加するために、税の安い南部サンベルト3~州へ企業本社が流出してゆくのである。報告書

はまさに「ニューヨーク市は自らの成功の犠牲となったj と皮肉っぽく述べている。

第3に、全体として服用情勢は好転して、市内失業率は6%以下に改善されたといわれ

ているが、市内の16---19歳の背年間の失業率は26%以上という深刻な段階に述している。

これらの青年述は一般に学歴が低いために、不熟練股種での庇用を求めているが、製造業、

流通部門ともすでに見たように大幅に庖用を減少させており、より低賃金のサービス織極

に殺到するほかなくなる.したがって一方で、金融、 ビジネス ・サービス分野でのエリー

ト人材の「不足J、他方で、アパレル、印席IJなどの都市型製造業における不熟練若年労働

力の「過剰Jという労働力のミス ・マッティングという現象が生じてきた。

第4に、今後のニューヨーク市経済の見通しは、園内的安丙と国隙的要因との相互作用

に依仔している。具体的には、 ドル相坊の動向とアメリカの「双子の赤字Jについての対

策にかかわっていると述べている。
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第2の点に関述して、 ドレナンもまた国際的金融・管理機能が拡張されるにつれて、ニュー

ヨークの都市経済における生産 ・流通機能が衰退してゆくといったパラドックスを指摘し

ている。(Drennan.1987) 

~するに、世界都市機能の成長はその都市経済の国有の基盤を掘り崩しながら進行する

のであり、換言すれば、世界都市は世界経済における地位の高まりに反比例して、国内経

済における地位を低下させていくことになる。さらに、悶内市場との連関は徐々に薄くな

る一方、匝l際金融センターを介して、 “カジノ資}.，:主義"ともいうべき世界経済の影響を

より強く被ることになり、都市経済は不安定な基盤の上で動揺を繰り返すことになりかね

ない。ここに世界都市の大きな矛盾が存在するといえよう.

その後、先のニューヨーク州政府報告占の予測が適中して、 87年10月19日、月曜日、

1929年の大恐慌をしのぐ史 t最大の株価暴誌がニューヨークのウオール街を襲った。

この直後、 fタイム』誌はドレナン教授が fブラック ・マンディーJ以降のニューヨー

ク市経済について次のように語っているのを報道した。

f供式市場が回復しなければ、証券業において28，∞0人、銀行業において7，000人の雇用

が減少し、さらに、レストラン、小売業、不動産、ホテルその他のサービス業で35，∞0人の

院が存われるだろう!. (Time. 30ぷov.，1987)

その後、 ドレナン教授は、先ほどの予測数値を表2・8(P.62)のように改めた。 これに

よると、法人企業本社は87年から88年にかけて3，0∞人 (4.5%)の雇用減少、法人金融サー

ビスは24，∞0人 (5.1%)の減少、その他の法人サービスでは7，∞0人 (0.9%)の地加で、

l 法人中抱懐合体j全体では、20，0∞人(1.5%)の雇用減少と予測され、生産 ・流通部門

でも17，0∞人(3.6%)が減少し、結局、総合計で、 40，∞0人(1.1%)の服用減少と厳しい

予illlJとなっている。 (NewYork University， 1988) 

世界都市ニューヨークのエンジンである「法人中枢複合体J の成長がとまるとき、ニュー

ヨークは再び都市危機に陥るのではないだろうか。

第3節 バブル後遺症に苦悩を深める「世界都市jニューヨーク

m初に、ニューヨーク市とその郊外さらにハドソン川の対岸のニュージャージーを含む
ニューヨーク ・ニュージャージ一大都市圏の雇用動向をみよう。ぷ2・9のように、ニュー
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表2・ら ニューヨーク・ ニュージャージ一大都市圏におけ る

雇用の推移 ('1'.(，): 1間人)

jf Il. . j，必 す?品4・l:.!
サービスノ・、- 11: n }~ jit 1! ft!・公依 111 . ，トぅ16 険・司: t~
-そのfll.!

f文 I(f 

'(11! e可:

日9 r..r.!l3.~ 2J9.~ 1.7f.5.1 513.3 1.3r.!l.3 5~7.2 1.219.0 !l!i9.9 

70 (，.ι7i .1 211.-1 1.6(，6.2 521. 7 1.3111.3 ~，97. 7 1.271.:1 991.5 

71 (， .~211.3 215.3 1.519.0 .195.~ 1.3(.0.0 591.3 1.2自6.7 1.011.6 

72 ti.:;λ:1.5 211. 9 1.!'.2G. ~ 19~.7 1.:1if..0 ~，!I3. 2 1.2剣l.r， 1.02G.7 

73 抗.ι15.2 2:'1. 1 1.~，22.0 '191.!1 1.3111.0 5再7.9 1.:l21.r. 1.0:，0.7 

71 ι.~32.1 23(，.5 1. .1:，2 9 ~1l 1 .5 1.36(，.3 5再・1.0 1 .331 . ~ 1.080.1 

75 G.2!18.5 193.0 1.315.5 .t5再.1 1.330.0 r.17 .!， 1.32，1.5 1.099.3 

76 6.263. ~ 170.1 1.329.0 ~:.3 . 9 1.311.2 577 .0 1.311.(， 1.050.0 

ii r..3.lG.3 1(，8.5 1，317.5 .1:;3.0 1.3:'1.1 5i!l.7 1.3110.7 1.053.5 

711 6.:;13.S 1711.11 I.J66.(， '162.1 1.31!O.7 51111.1 1..).111.1 1.081¥.5 

79 (，.時.1:'.11 19.1.2 1.311.11 ~(，(， .3 1..102.1 (，07.2 1.516.2 1.019.0 

110 ι.(，91.9 I 1!1'l.O 1.3311.九 川1(，且.9 1.:199.2 品30.1 1.九7寓.1 1.0i;，; 

111 G.7iλ.1 202.G 1.319.11 110.9 1. i )('.1 (j('I.1 1・.Gll1.11 1.06;，.1 

'112 G.173.!l 206.1 1.215. i 165.7 1.119.6 6110.0 1.693.2 1.0G3.3 

11:1 6.I¥JII.7 2 J(;. 0 1.20G.:I 151.9 1.1 :.日.. 1 目骨7.2 1.759.(， 1.0目11..1

111 7.113.1 nR.1I 1.223.:' 175，3 I.!i 29.11 717，0 1.1I17.G 1.0111.:' 
f(!l 7.268.3 2(，(，.2 1.1!l2.!1 -17，1.7 1. 5 70. 1 ;.17.3 1.9I!1.1 I. I O~ ， 1 

11(， 7.100.9 2M.7 1.1:'5.11 .1(，5.0 1. :;91 . 2 7711.1 1，!l!)0.1I 1.121.3 

117 7.5211， ~. 301.1 1.126.2 .1611.9 1.6111.3 811i.7 2.0~!l .3 1.135.1 

1111 7. :'91. 3 3n'l.3 1.100:2 ~n.o I.GZZ.再 1121.3 2.107.2 1. I:.i . 1 

lI'l 1.r.21.6 302.9 1.0;，7.7 ~1I 1 A 1. r. 1~. (， 1117.9 2.179.2 1.170.司

91】 7.ヨ)1.8 2揖1.6 !II!!I. (， 1113.6 1.%2.9 1102.1 2.202.6 1.1112.1 

91 7.127.9 2311.9 913.2 tGi .~ 1.11;0.11 7ri1l.0 2.122.11 1. 156.(， 

(iU E'nol叫'mcntnuml町内 lor19119 .clj'''lcd 10 eiionin.tc lhc crrccl or thc lelcl，hnnc ~lrikc，. 
(:11局I NYS & NJS !X:pMtmcnlS or I...bor. 
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ヨーク市の倣産)~IJ を経験した 19751fの翌年から鼠近のリセッションの始まる 1988年まで服

用はほぼ述続的に噌加し、合計で約136万人、 21.6%の居間憎がみられた。

主要産業部門師にこれをみると、fTIJ期fUJにFlR.E部門が41.8%の増加、サービス部門が62.4

%の地加の反面、製造業では20.5%の減少と対照的な傾向を示している(凶2・5参照)。

ところが、 89年をピークに総凶用数は減少に向かい、 91年までに約50万人減少し、 1984

年の*t1~まで逆反りをしてしまった。製造業のみならず、 FIRE部門 ・ 政府部門を合む全産

業部門で大きな減少を記録しているのである。

さらにill設事業Mも金額ペースで1990年に28%、91年には15%も落ち込み、新規オフィ

ススペースの建設計画は54%にも半減してしまった。小先り販売額は全米平均ではわずか

に上昇しているが、 10年ぶりに減少し、ニューヨーク市では3.3%減少している。航空貨物

輸送も停滞し、輸入が1.4%減少し、輸出が辛うじて2.8%上昇したにとどまっている。

ニューヨーク ・ニュージャージー ・ポートオーソリティの r地域経済報告書』によると

f今回のリセッションは第二次大戦以来最も深刻であるJと評価しているほどである。

次に、ニューヨーク市に限定してみると事態はさらに厳しい。ニューヨーク市の雇用は

図2・6のように、ニューヨークの財政破産の3年後1978年から上向きに転じ以後順調に推

移してきたが、 89$から91年にかけて、 361万40∞人から337万1αね人へ24万3α泊入、 7.7%

減少し、 91年だけでも19万5∞0人5.5%の減少を示して、第二次大戦後の単年度で応大幅の

屈用減を記録している。

位:J2・7で主要産業部門別に89......91年の期間の動向をみると、まず、製造業では5万2αm

人、 15%の減少を示し、1953年のピーク、 106万60∞人の3分のl以下になってしまった。

このため、型造業に就いていた未熟練の労働者はより賃金の低いサービス業に移るか失っさ

する他に道がないのである。前述のように黒人肯年の高い失業率(低い就業率)は主とし

てアパレル ・印刷業等の都市型製造業の衰退がもたらしたものである。

卸 ./J、先業で・は56万8∞0人から51万80∞人へ5万人、 8.9%の減少を示しており、特に小

売業ではメイシーズ等老舗のデパートが相次いで開庖し、品販型大規模底もニューヨーク

市の地価や税金の両さがパリヤーとなって出底を嫌っており、食料品 ・カーディーラー ・

衣料品!苫などの売上げも減少している。製造業と並んで低賃金未熟練労働者の多いこの部

門の低落は、失業率の悪化をもたらすものである。

次に、i世界都市化の中で成長してきた「法人中抱懐合体JのコアをなすFlREi部門を見て

みよう。
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図2・5 ニューヨーク ・ニュージャージ一大都市圏におけ る
主要産業の混用の推移 ('1'紋 I刷1.ぃ
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図2・6 '~A Jil ;雇用の給与{ニューヨー??胃・ ~txe .全識}
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FIRE全体の推移では、 1976年から87年までに13万3∞0入、 32%もの急増を見て、ニュー
ヨークの r，T}生」をリードしてきたが、ブラックマンデー後の87"'91年には57]3∞0人、

9.5 %の減少と一転して低落傾向に転じた。

銀行業についてみれば、ニューヨーク市は従来、国内最大の金融センターとして位置づ

けられてウオール街の大手銀行が絶大の支配力を持っていたが、現在は、この大手銀行が

いずれも困難な状況下におかれている.この直接の原因はuお(Leveragedbuyout 企業買収

M&Aのための資金調達のβ法、ハイリスクだがハイリターンが期待できるため急激に普及

した)への過剰ローンや不動産ローンのこげつきによる損失によるものであるが、レーガ

ン政指による「金融革命jのもとで、銀行や証券会社が激しい鈍争に巻き込まれたことが

その背長として指摘される。

また、ニューヨークrliの大銀行は国防的にも競争力を失いつつある。ドル安と債務国へ

の転落が海外市場での影響力を低下させたためである。いくつかの銀行は営業鍋失を補填

するため海外拠点の資産を売却している.

一方、この10年間もっぱら銀行業の服用地の担い手であった日本等外国銀行のニューヨー

ク支庖開設の動きもほとんど終わっている.日系銀行のニューヨーク支庖では国際金融市

場を相手に売買を担当するフォンド ・マネジャーを縮小箆理する動きがある。

もともと投機的寄生的性格の強い証券業界は今回のリセッションで最も厳しいインパク

トを受け、約3万人が院を失っている。今後も急速な回復の望みは縛いと考えられる。

このように金融部門のリセッションは深刻なため、賃金水準も低落している。図2・8の

ように金融部門ではピーク時は15%を上回る上昇率を示したが、 89年には2%の低落とな

り、とりわけ証券業では9.5%の大幅なrgち込みとなって、民間部門全体の平均賃金水準も

大きく引き下げることになった。

次いで不動産業であるが、 「世界都市J化のブームが始まる1980年代初頭から89年にか

けてオフィスビル建設のラッシュとなり、平均すると毎年6億平βフィートの噌加をみて、

過剥スペースとなったことに加え、 リセッションで金融、小売業が縮小し新規街要は完全

に行き詰まった。このため空室率が iニ界し、賃貸料も低下しはじめた。表2・10のように、

マンハッタンのミッドタウンとダウンタウンでは空宮本が20%に近づきつつあり、賃貸料

も低下あるいは低迷している。極端な均合には熊谷組がミッドタウン ・ウエストサイドで

建設したオフィスピルのように新築ピルが丸ごと空室になっている。

ニューヨークの不動産市場には日本の不動産会社や大企業が参入し、 A了Tピルをソニー
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(?4】 図2・8ニューヨーク市における賃金収入の上昇率
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‘図2・9
7ノリカ同I付
61.且%

マンハッタンにおけ る外国所有のオフィス ・スペース

18.2% 
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表2・11 ニューヨーク市の薮糞.ヨ別雇用(1970，1980，1990年)
{足tt 1.0∞人}

1970 I 1980 I 1990子剥
現実英国

ヌ句ι人 %1 主主1%1 拡 1% 
ホワイト ・カラー 2，333 62.3 2，207 66.9 2.511 70.2 

管理者 458 12.2 479 14.5 608 17.0 

専門的・法罰的環苔従事者 527 1U 546 16.5 687 19.2 

立売 412 11.0 295 8.9 333 9.3 

事務長 936 25.0 887 26.9 883 2U 

ブルーカラー. 1，412 37.1 

す一どス 442 11. 8 426i 12.91 472! 13.2 

識人 309 8.3 270 8.2 .272 7.6 

オベレーター 538 1404 302 9.1 236 6.6 

労由者 123 3.3 96 2.9 86 2.4 

iコh 計 3.7 45 100.0 3，301 100.0 3，577 100.0 
{と告所). 1970 ， 30阜のな慨は合衆~.人口七ンサスに~づいて" ') .住居よq事実努

P~e.~て'!e~宣するように作乏している. 1970与のデ-t : : .1980.!Eの忠実分 ~
に合bせて修正して・‘る.199O.!Eのデ- 7;:. ドレーン教授のr.量絵~モデ

ルと桧~データベーえて.})る . GOTH:\~Iからと勺たものでゐる.
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が買収するなど、図2・9のように外国所行のオフィス・ λペースが18.2%に達し、そのうち

日本はカナダに次いで第二位となっている。だが、アメリカの不動産価格は日本以上に下

方弾力性があり、価絡の低下した不動産を抱えて「日本企業はパパをつかませられたjと

の風評が立っている。

このなかで、辿設業も89""'91~.にかけて 2 万3α旧人雇用を減少させ、近い将来復活は期

待できない。

最後にサービス業についてみると、民間部門の中で唯一、lタ76年から1990年半ばまで順

調に37万90∞人、 49.1%耐用を地加させてきたが、さすがに90年後半以降減少傾向を示し、

5万IC別人の雇用減となった。

サービス業のうち会計 ・法律 ・広告 ・経営コンサルタント、コンビュータプログラム等

の法人サービス業は、すでに述べたように f法人中枢複合体Jのー構成要来であり、ニュー

ヨークの世界都市化に伴って成長してきたものである。

もっとも、今後の法人サービスの可能性についてみると、法人本社の立地動向に影響さ

れると思われる。ニューヨークに立地する大企業の本社は、地価の上昇、租税負担の誌さ、

インフラストラクチュアの劣悪化を理由にニューヨーク市から脱出するものが相次いでい

る.例えば、 19ω年代には TフォーチュンI誌による上位30の製造業大企業のうち13社が

市内に立地していたが、 1990年には30社のうちただ 1社が立地しているのみであり、商業

や運輸業部門でも同僚の傾向となっている。このため、ニューヨークの法人サービス業の

可能性は必ずしも明るくないという意見もあるが、逆に展望が明るいという専門家の見解

もある。ニューヨーク大学のドレナンM.Drennan教授は、第 lに商品の生産 ・流通部門に

比較してサービス業は全国的国際的な結節点に集積するメリットが大きく、第2に会計一

法律一経常コンサルタントー広告などはチームとして共同作業を行うことにメリットがあ

るため、国際的全国的な交通網の交点にある世界都市へ引き続き集中すると主張している。

以上のように法人サービス業が発展するか否かは今後のニューヨーク経済の展開にとっ

て大きな焦点となってこよう。

以上、まとめてみると、ニューヨークの世界都市化は都市型製造業の基盤を締り崩し、

法人中枢担合体を成長のエンジンとすることによって発脱してきたが、実物経済から霊離

したバブル経済に巻き込まれて、一層不安定な経済棉造と化し、市財政の新たな危機を招

来するとともに住民の生活不安をもたらしているのである。
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第4節 「二都物語Jの中の世界都市一一分裂するコミュニティ

時代の転換期にあって、楽観論と悲観論、光とj起とが交311するさまをロンドンとパリの

2つの都市を持台にしてディケンズは小説『二都物語』に描いたが、¥V.タブ教授は世界都

市の光と影をニューヨークという一つの都市の中の「二都物訴」として把健している。

世界都市の「光jの部分は、ジエントリフィケーション(中産階級化)という現象であ

る。 (Tabb.1982) ニューヨークのリストラクチュアリングは産業構造だけでなく職業上

の榊造転換ももたらしている。表2・IIのように管理的 ・昨門的技術的職種は合わせて、

1970~~から80年に40，0∞人用加し、従業者全体の26.3% から 3 1.0%へとシェアを上昇させ、

90年には36.2%まで達すると予測されている。 一方、ブルーカラー職種は、問期間に

318，α旧人減少し、 37.7%から33.1%へとシェアを下げ、 90年には29.8%へと大きく後退する

見通しとなっている。

世界都市化によって新たに台頭してきた管理的 ・専門的技術的職業階陥は企業の国際的

事業活動に携わり、比較的高額所得を得る新中間胞であり、彼らがジエントリフィケーショ

ンの主役である.マンハッタン周辺に集積したこれらの若々しい専門的職業従事者の一群

は、 fヤッピーJ (ヤング ・アーバン ・プロフエツショナル)と呼ばれ、 f高収入jと

J高級品J を志向する新しい生活態度を特徴とし、新保守主義の社会的主住となった。折

から「暗黒の月曜日Jの衝躍は「上昇志向jのヤッピー遠の自信を動揺させ、 fトゥイナー」

という新語を生み出した.トゥイナーとは、上肘と下層の f中間の人々 J ということであ

る。彼らは、ヤッピーの f金ぴかJ主義から決別して、堅実な生活態度をもっ f普通の人々J

である。新保守主義の社会的主住は砿実に崩れつつあるようだ。

ヤッピー達の「金ぴかの岱らしぶりjの対極でブルー ・カラーの職を蒋われた人々は、

より低賃金のサービス職問(ホテル ・レストランなど)に吸収されるかホームレスと呼ば

れる路頭生活者を選択するほかないのである。ニューヨークのホームレスの数は過去8年間

に40%も増え、現住約80，0∞人と推定される。(鈴木. 1988) 

世界都市化のなかで進行する社会の両極分化は所得階悶の両極分化にも反映している。

恕 ・10のようにお年には10，000ドル以下の所得階即お0.4%、 35，000ドル以上回5.7%となっ

ているが、 75年にはそれぞれ13.7%と24.1%であったから、とりわけ、貧困化の傾向が顕著

になっているといえよう.さらに注目すべきは去2・12が示すような租税負担の逆進性であ

る。所得5，000ドル未満の階!凶が15.7%とmも租税負担窄が高くなり、上位にいくに従って
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衣ど ・12ニューヨーク市住民にたいする信人裂負担総額
(1986竿)

階層別
家族主主 家シ芸ニ7訟0のQl|Z1n gの之勾院|担税

家族所得(ドル) 実計(%1副r1'，， 1 負担。一5，000 211，100 7.4 . 7.4 699 15.7 
5，000-10，000 658，863 23.0 30.4 756 10.8 
10，000・ 15，000 334，000 11.7 42.1 919 7.6 
15，000・ 20，000 292，900 10.2 52.3 1，108 6.3 
20，000-25，000 240，000 8.4 60.7 1，249 5.6 
25，000-30，000 217，000 7.6 68.3 1，554 5.7 
30，000-35，000 171，000 6.0 74.3 1，744 5.4 
35，000-40，000 135，000 4.7 79.0 2，156 5.8 
40，000-45，000 120，000 4.2 83.2 2，068 4.9 
45，000-50，000 85，000 3.0 86.2 2，744 5.8 
50，000-75，000 229，000 8.0 94.213，100 5.2 
75，000事 100，000 73，000， 2.51 96.714，2731 5.0 
100，000+ 
iロL 計 2.862 ， 65~: 100.0 100.0"1，620' 7.71 
(:::m 子ふーヨー7r.;シニ:..:....ーションそデル.19れ写入:::Z-妥，.，;..;:.-
3-75の品ンプんを恒男.

長2・13 ニューヨーク市住民にたいする
主要個人税の平均謀税額 と負担(1988年)

一ー
売上税 不動産税陪官別 個人所得税

家族所得(ドル)課税額 負担|課税額|実話課税額.1H旦
(ドル1 (%、 (ドル} ( ~. Iレ} (%) 。ー 5，000 。0.0 150 3.4 549 12.3 

5，000-10，000 610.1 164 2.3 586 8.4 

10，000・ 15，000 55 0.4 217 1.8 647 5.4 

15，000-20，000 173 1.0 210 1.2 725 4.1 
20，000-25，000 314 1.4 185 0.8 750 3.3 
25，000-30，000 447 1.6 203 0.7 904 3.3 
30，000-35，000 565 1.8 232 0.7 947 
35，000働 40，000 783 2.1 257 0.7 1，116 3.0 

40，000-45，000 888 2.1 250 0.6 930 2.2 
45，000・50，0001，091 2.3 281 0.6 1，373 2.9 
50，000-75，000 1，372 2.3 444 0.7 1，283 2.2 
75，000-100，00。2，220 2.6 721 0.8 1，332 1.1 
100，000+ 3，926 0.7 1，580 1.2 
合計 524 1. 11 258 1.5 838 5.21 

{出所) ニムーョー71吉ミ 70シニL ミレーションli~えそデル. 19S.~ 人::::JI
x~ニム.ーョー 7 市のサンプルを?空局.
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軽くなっていることである。この理由はt1.2・13にみるように不動産税の負担が極めて逆進

性を強くもっているためであり、売上税も逆進性を明白に示しているからである。

タブ教授は、所得階府15，0∞ドル以下を貧困線下の家族ととらえているが、これによると

42.1 %の家肱が貧困にあえいでいるといえよう。しかもタプ教授は、ホームレスの先生は

f社会的なフロセスJであると主張している。 (Tabb，1989)その理由は、 70年代の財政

再建下において、コッチ ・ニューヨーク市政が行った住宅政策の転換にある。すなわち、

コッチ市政は低所得者、単身者向け住宅の供給をストップし、高級コンドミニアムやコー

ポ形式への改造を奨励するため、ピル所有者にたいして税制上の能過を行ったのである。

このため不動産業者が辿て替えをすすめるほど家賃が払えない低所得者層たちはホームレ

スになっていったのである。 illて替えに応じない併屋人述は、計阿的な放火によってホー

ムを蒋われていった.まさに、低所得者迂は税制上と社会サービス上の両面で、ニューヨー

ク市財政にとっては政入と蹴出の両面で犠牲にされたのである。大日のホームレスはこの

ように f社会的に、行政によってJ 生み出されていったと考えられるのである。

ニューヨークの世界都市化と市財政の再建のしわ寄せは結局、ホームレスなど低所得者

の別にかかってきたということに留意しておこう.

世界都市の 「光と影 をもたらしたニューヨーク市経済の復活と、市民の租税負担によ

り社会福祉サービスを犠牲にして成し遂げられた市財政の再建の中で、市民生活はいかな

る状況におかれてきたか、まずこの点からみていこう。

去2・14はニューヨーク市と全米の貧困脳の推絡を見たものであるが、 1980年代の都市経

済の再活性化にもかかわらず、貧困層の割合は全米平均以上の割合で地加している。とり

わけ、人樋別にみると黒人は80年代を通じて3人に 1人、ヒスパニックは5人に2人の高

い比ギを示している。

また同表には母子家庭の約ω%が貧困ライン以下にとり践されており、非自人の母子家

庭に貧困問題が集中していることが示される。

ニューヨーク大学教授のダーピン E.Durbinによればこの社会的背京は、いったん結婚後

離賊して後も生計を維持できる白人女性と異なって、一般に黒人文性は“結照生活を維持

する資力のある.，黒人男性が少ないために、 H多産な未婚の母叶となるケースが多いから

である。

つまり、世界都市の「影Jの部分で忠人達の未熟練服部が消滅し、多数の男性失業者と

ともに貧困な母子家庭を社会的にっくり出したのである。
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.表2・14ニューヨーク市と全米の貧困層のj量移
C Itlll'，li匹以ド阿川::-'Il，{主%)

Jn:. I!)I!O 19112 l!lIH 19R7 

ニューヨーク市

ぬ人IIJt ，1:'，0 20.9 2~. 2 2.1. ~ 23.2 
白人 自.0 7.9 12.6 8.9 8 . ~ 
，IJ.¥入 19.6 3~ .0 31.2 31.1l 33.:¥ 
ヒスパニγ7 30.1l 3!).7 ，IJ.7 42.8 ~1.(j 

l.e11j;':i;Jt 12.9 17.:' 21.G 20.:' 20.:; 

tem {.'本J(fJt H.I 5(，.3 59.1 62.8 62.3 

合;1¥図

他人 IIJt 12 .. 1 13.1' 1:'.0 101.:' 13ι 
白人 1l.7 9.1 10.7 10.1 Il.!l 

.'.~\人 J1.3 32.~ 3:;.(i .1.1.8 33.1 
、二、スバニ。，7・ 26.9 2:'.7 29.9 21l.~ 211.3 
let1j;骨;'Jt !).7 10.li 12.5 11.!l 11.2 

l.efl} (-ヌ正Ut ~.1.0 0.5 ~8.2 ~(， .5 ~6.9 I 
(:1:.両) C，ty o( Ncw York. lI urn~n IlC'roll町田 Adrnin同 rfltlon
ρ.，.・"dt!1Iヴ'.VOIUOlC 4. 1987. T~hl肘 411. 7B剖1(1 再 11.
¥Vhil四.bl"ck5 .同!日i叩川icsMC mlllll~lIy cxcl開 ivc
J(rt処II~.

表2・15 ホームレス家族の推移
緊急{呆f軍制度 88-89 

(Y..t>.，ij IljiJf. I~RR-R9) 

:京$X~ 人 ~ 入所~ ;MíT ~ 
ili ~j 品i 処
l'lill;;fr :立

1988 

111 5.20G 17. i73 !).JG 91:' 

2 J) 5.191 17.:'99 !l23 935 lJ~ 

3 )) 5.22(， 17， i:. 1 1.0:'.1 989 2例3

。111 5.169 17.623 1l'18 881 165 

511 5.1GG 17. iOO IlG2 1195 178 

6 )) 5.153 17.G39 リ3!l !H8 li9 

7 11 5.20G 17.770 9，18 895 181 

8 )) 5.135 17.709 931l 1 00!l 199 

9 )) 5.120 17.G(，0 831 '8.16 225 

10TJ ~ . !l90 17 . 2~ I 775 905 20G 

11)) ~.8i5 IG.80'1・ iG2 877 197 

12 JJ .1，o37 15.8i8 8'15 日33 281 

19!19 

1 )) ~ .5H 15.'IG5 791 8;;11 2RG 

2 )) ~ ， 51 1l 15. J.l1l G95 751 2G7 

3 )) ~ ，01:;3 1-1，799 '7110 1115 3.13 

4η ~:395 I ~ ，5.11 . iJ5 79:' 301 

5 JI. ~ . 152 13.6111 6iG 919 338 

G )) .1.9R5 12.909 IIJO 997 na 

<m晴) Cit)υf Ncw Ynrk. J hlfl1:trl I ~門町rc~ ^dlllil1 i~l(fltion. 
仁川i~ IntC'1"'¥・刊ti川 ~rvicC'l\. Mnlllloly (('''111. ，v"v li，，'k 
Cil，Y ，.ュmrfJlrllC)' '"剛山'叫ハn.~mm fiu' /0'1'11，，;/;1口 (v:¥riυM
i~~).n;\-N叫ん引I，blc.
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すでに述べたように、ホームレス ・ビープルもまた世界都市化がもたらした貧困問題で

あった。

ニューヨーク大学教授のトピアE.Tobierによれば、ホームレスの大品発生の原因は第1

に低所得世帯の3存しい増大、第2にインフレの進行による公的扶助額の実質的な低下と受

給資格制限による公的扶助受給者の削減、第3に精神衛生専門施設の削減による収容能力

の減少、第4に低所得f庁に賦入可能な(アフオーダブル)民間住宅の供給減少、第5に連

邦政府による低所得者救済事業への関与の後退等が複雑に絡みあっているのである。

そして、彼は市身者のホームレスと家旗ぐるみのホームレスの発生原因を区別し、自力者

は特にアルコール中毒患者や麻薬中毒患者など精神衛生面での要因が重要視され、後者の

場合には低所得者向け住宅市場の変化が大きな理由となっていることを理解した上で、そ

れぞれに相応しい政策を探用すべきだと述べている。

それまで福祉サービスを軽視してきたコッチ市長は第三期目の後半、 1988年になってやっ

と新しいホームレス対策を採用にふみきった。ホームレス家族に対する住宅補助金の附額

と市所有住宅を低所得者向けに修繕し、彼等に提供することになった1988年後半以降、去2・

15のように、ホームレス家族はやや減少に向かい始める兆しが見えた。

また、単身のホームレス ・ビープルについては大規慌な収容施設ではなくより人間的な

小規慌の施設を各コミュニティに分散させる政策となった。

だが、すでに述べた深刻な財政危機のためにコッテの後任である黒人市長、デインキン

ズがホームレス対策に充当しうる財源は乏しい.しかも収容施設をコミュニティ単位に広

範開に日定位することには住民の反対がある。 rうちのコミュニティに収容施設はお断りj

というこンピー (nOIin my ack戸rdの略)現象(アメリカ的な住民エゴ)に直面してホー

ムレス対策の進脱は厳しい環境におかれている。

もちろん、このような状況にたいして新しい住民運動の動向もあらわれている。コミュ

ニティ開発機構 (C以:5)という非営利組織 (NPO)が、低所得者向け住宅を住民達の共同

セクターで建設しようというのである。コミュニティのボランティアの人々が資金を拠出

し合い、失業中の建設労働者を郎いホームレスのための低家賃住宅を辿設しているのであ

る。世界都市の底辺で、行政の社会サービス網からドロップアウトした人々を、住民連が

ft;tの娘jから紋済していこうとするこの新しい運動は、小さな芽にすぎないが貴重であ

る。

1980年代において、福祉軽視のレーガン政策に事実上従ったニューヨーク市政に代って、
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lH却な母子家庭やホームレス・ビーフルの救済に努力したのは草の恨のコミュニティ ・グ

ループであった。

i々t者-は91{l: 4月ニューヨークrliの現地開査を行った際に、こうしたコミュニティ・グルー

プが行政の区切Jをえて運営するプラット研究所付属 ・コミュニティ環境問先センターを視

裂した。

この研究センターはニューヨークの代表的なCDCsでありホームレスや貧困な母子家庭の

集中したブルックリンのデカーブ街に所任し、建築家、プランナ一、財務1.11門家など10数

年の経験を持つ専門のスタッフ11名と 6名のコンサルタントさらに20名の学生を擁し、年

t::l子n230万ドル運営経費の紐純である.その主な事業は、低所得のコミュニティ住民が自

ら参加して涜虎した地区を活性化させ、老朽化した住宅を再生するすI業に取り組めるよう、

( 1 )地区計岡 ・建設計画 ・財政計画の技術援助を行い、 (2) そのための教育 ・訓練を

行い、 ( 3 ) 当該分野の行政の政策研究や分析を行い、 (4) コミュニティ ・グループに

情報サービスを提供するユニークな事支を展開している。この研究センターの講師 ・助言

者には大学教段やニューヨーク市の都市計画局幹部職員が参加し、黒人青年速を指導して

いる.

~するに貧困なコミュニティのための h地域おこし"と・‘人材育成"を行うボランティ

ア組織である.アメリカ社会の特徴はこのような非営利の草の根組織に対して、善意の個

人の他にフォード財団、ニューヨーク rti基金、ニューヨーク ・コミュニティ ・トラスト、

ロックフヱヲー兄弟財団を代長とする民間財団が資金援助を惜しまないことである。

これらのコミュニティを基礎にした開発を実践するコミュニティ開発組織は、80年代に

レーガン政低下で福祉行政が後退したスキ!日!を埋めるべく、:~'lEに語以c したのである。ニュー

ヨーク市における民間非営利法人NonProfit or伊nizationNPOについて部132した報告曾
(N.Haycock. 1992)によると(図2・10参照)、 1990年において市内には約19，500の団体

があり、 45万人が雇用され、運営経費として310億ドルに述している。このうち、CDCs'に

該当するものは、市内全体で、 322国体、常勤職只は合計2，419人で平均7人の規模となって

おり、この他ボランティアが活動している。まさに、草の様民主主持の新しい担い手であ

るといってよいであろう。

しかしながら、こうした草の恨の努力だけでは乗り越えられないほど今回の経済的、社

会的危機は深刻であるように思われてならない。
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第5節 文化産業はニューヨークを再生させるか

すでにみたように、ニューヨーク市は世界都市としてグローパル経済の最重要なコマン

ド機能を果たしているが、文化情報発いの上でも極めて大きな役割を果たしている.

だが、経済活動と文化創造との関わりは必ずしも正比例せず、世界都市文明には閤有の

問題が存在しているように忠われる。

とりわけ、ポーモルW.J.BaumolとポーエンW.G.Bowenの古典的著作、 PerformingAns:The 

Economic Dilemmaが示したように、黄金の60年代、ニューヨーク経済がまだ其の活力を維

持していたまさにその時、ニューヨーク市の創造的舞台芸術は瀕死の状態に陥っていたの

である。 2人の若作は舞台芸術が経済学的に見た場合、他産業に比べて演出家、俳優、舞

台関係省など専門家の人件t!(剖合が大きく、技術革新による生産性上昇から取り残される

ため、市場経済に任せておけば絶えず経費の増加に収入が追い付かず、経営困難に遭遇す

ることを明らかにし、ニューヨークにふさわしい持台芸術の復興のためには州 ・地方政府

による財政支援と、財団・個人からの寄付が不可欠であると主張し、その後の文化政策に

大きな彬響を与えたのである. CBaumol & 8owen. 1966) 

ここでは彼らの著作とそれに続く研究に拠りながら、ニューヨークの文化政策と文化産

業とを見てみよう。

( 1 )ニューヨークの文化政策

ニューヨークにおける芸術文窪プログラムを品初に始めたのはフォード財団(1936年設

立)であり、 1957年に助成総額の4%が芸術支援に振り向けられた。当時は芸術、とりわ

け高級益術の分野ではクラシックコンサート、オペラ、バレーなどヨーロッパからの公演

で占められ、アメリカ人の演突家は皆無といってよく、博物館にはヨーロッパの名画が飾

られていたのであった。へンリー ・フォードはこのことに心を摘め、財団による助成を開

始したのであった.

ニューヨーク州政府は19ω年、州知事ネルソン ・ロックフエラーがリーダーシップをとっ

てニューヨーク州芸術評議協会I'<'YSCAを設立して芸術支径を開始した。述邦政府ではこれ

に刺激を受けたケネディ大統領が芸術支怨策の検討をはじめ、彼の死後、 1965年、全米芸

術基金NEAが発足することになった。

こうして民間と述邦 ・州政府の芸術支径体制が並備されるが、援助額が必ずしも順調に

伸びている訳ではない。
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とくに、述邦政府においてレーガン大統領が登場して以来、財政支援額は減少し、代わっ

てニューヨーク市及び個人の寄付の割合が高まっている。また、いかなる芸術を支援する

のか、ハイ ・アートか大成アートか、クラシックか前衛25術か、それぞれ政権によってウェ

イトのかかり方が変化するため、支~を受ける芸術 ・ 文化団体も娠り廻されることになる。

このようなハイ ・アートの支援体制の整備とは別に、ニューヨークには独自の芸術家支

慢のシステムがある。それはニューヨーク市が開始し、次第に拡充している f芸術家起住

地区Jの投定である。Soho、Noho、T片岡国におけるこの動きは、脱産業化の裏側で起きた

問題であり、それに対する文化的都市政策であった。第2次大戦後に進行し始めた製造業

の抗出はロウワー ・マンハッタンに典型的に現れ、空きスペースであるロフトLoftや倉庫に

2術家が住み着きはじめ、彼らは芸術家借家人協会 (ArtistTenant Associate AT A)を組織し

て、地区の再開発に反対し、むしろ芸術家にとって空間を自由に使えるシステムがよいと

主張して、これを尖現させることになった。 1970年代にはニューヨーク市文化行政部が担

当し、次第に対匁とする芸術家や対象地区を広げていった。ロフ ト的ライフスタイルは新

しいニューヨークのライフスタイルとして急速に普及することになったのである。

だが、いったん流行になると新しい問題が生じることとなった。すなわち、貧乏な芸術

家速に代わってヤッピーに代表される中産階級がロフトを居住用に購入するようになると

不動産価値は上持をはじめ、地主やロフト所有者にとっては好都合であっても、若い貧乏

な芸術家にとってSohoのロフトは家賃が高くなりすぎ、彼らはそこから排出されてしまっ

たのである.

このように、都市において文化 ・芸術インフラが整備されると荒廃した地区の再生につ

ながることが示されたが、同時に、低所得層を排除した中産階級好みの街づくりに結果す

るものであった。シャロン ・ズーキンS.Zukinはこうした都市の文化的消費と文化的な都市

対観を活用した新しい資本蓄積限式を f生産の芸術的保式Jと呼んでいる.彼女によれば、

金融都市としてのニューヨーク市の都市政策は19ω年初頭より f生産の芸術的保式」を都

市戦略として利用し、都市の建造環境に影響を与え始めたと言う。 (Zukin，1982， 1995) 

彼女はこれを以下の諸点にまとめている。第 1に、生産の芸術的様式は都市空間を生産

的な工業世界から、非生産的な金融世界へ移行させ、釦2に、地域の労働市場に影響を与

え、貧乏な芸術家を排除してしまい、第3に、古い都市インフラに戻ることを不可能にし

たと述べている。
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(2 )ニューヨーク市における装術文化産業の経済効果

次に、ニューヨーク大都市聞における芸術文化産業の経済効果を分析した報告書に拠っ

て芸術文化産業の現状を見てみよう。この調査は連邦機関であるニューヨーク ・ニュージャー

ジー港湾局PortAu出orityof NY & NJが1992年に行ったもので、 10年前の1982ir:にも同級の

調査がなされており、当時との比較検討が可能となる。

まず、表2・16のように調査対象として、非営利の芸術機関、画廊・オークションハウス、

ブロードウェイ等の商繋~IJ場、映画 ・ テレビ、さらには芸術目的の来街者や観光者による

経済波及効果を取り上げている。

これら5つの分類を総合的に験射してみると以下の点が明らかになる。

:&.2 . 17のように、 1992年のニューヨーク大都市闘における芸術文化産業の経済波及効果

は98億ドル、ニューヨーク市内は92億ドルで10年間で14%の増加である。また、これらの

産業によってお億ドル近い賃金と給与、印税収入があり、10年前より10%増加している。

表2・18のように、これら産業では直接、間接に10万7，000の雇用があるが、全般的景気後

退の影響で、 10年前より8.5%の減少、また消費税と所得税を合わせた税収額は約3.3億ドル

に速する。 10年間の結設 ・設備への投資額は飛躍的に増大し、非営利の芸術団体、画廊と

オークションハウス、商業劇場の三部門合計で約15億ドルに達している。

これらの芸術文化活動によって、連関的に生みだされる消費支出ではビジネス ・サービ

スが5位、7，030万ドル、不動産が5億6，330万ドル、銀行 ・保険が4{む4，443万ドル等となり、

雇用面では卸 ・小売業が5，443入、ビジネス ・サービスが5.268人、不動産が5，236人等とそれ

ぞれ大きな効果がみられる。

次に分類別にみると

a)非営利の芸術機関

ニューヨーク大都市砲は世界で品も非営利の芸術機関が集積しており、ここで対象となっ

た1，366機関の中には世界的に有名なメトロポリタン美術館やメトロポリタンオペラから向

百ものダンスカンパニ一、劇団、音楽団体等に加え、極めて小さな前衛的な芸術団体や実

験的なグループも含まれており、多保性をもった都市文化の構成要点となっている。とく

に、ニューヨークには文化的インキュベータともいうべき小規筏な芸術機関の活動が重要

視される。

1992年の非営利の芸術機関の直接支出額は13億ドルで27億ドルの波及効果が生まれてお

り、それぞれ82年に比べて38%と32%用となっている。
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表2・11:) 繍査対象 となった芸術産業

カテゴリー 具体的な3芸術者世聞の内容 備考

非営手lの芸術ぬ~ -奮気、オペラ、 AAllJ、ダンス等のパフ;;t-1.3661午

The NonproCit Ans釦d ミングアーツ団体

Cultural lnsututions -美術館、 l専物館 リンカーンセンターやカーネ

-動2勿~、~物思 ギーホール、メトロボリタン災

-オルタナティプ・アート・スペース 術館、ニューヨーク近代失術館

-公共テレビJiI1.送 なとこユーヨークの代表的な文
-妓~.ビデオ創作自体(非包利) itai設も含まれる
- 研究~ II館、文学?UZ
-芸術関連のサービスぬ00
-民族芸術、池辺芸術の自体

画~.才一クションハウス -マンハッタン及びその他の地主まに立えきする函 4971牛 {窃鱒のみ)

Thc ComrnerciaJ A1t Gallerics 8 

and Auction Houses -サザビーズ、クリスティーズなどのオーク
ションJ、ウス

R耳1fi 'J~ -ブロードウェイの~~創i晶

Thc Comrnercial 1市caler. -オフ ・ブロードウェイの~U~lIIJ1必

including∞mmcrcial c:nlaJIriscs -巡回公演(ミl.-γM、決1'1
on Br伺 d......y.山cRoad. and 0汀
flr∞dway 
映00].テレビ -主要な骨量副作品の制作会社

MOlion Picture. Vid∞and -テレビ香組の制作会社

Tclcvision pr凶uωon -コマーシャル・フィルムの創作会と
.lR~挨置の制作会社
-仁川.7' 0グヲショì~:A(得策、 il戸、 9イトル、 コン
t ' rt-.ゲラ7~'ln etc.) 

資料)The P。代 Au山orityo(NY &. NJ. 'Thc ArU as an IndwII)': Thcir Economic lmpo問、日tothe New Yor](.Ncw Jcrscy 
Metropolit.an Rcgion'. Oclobcr 1993 

"・我が菌の芸術家の人口l:t、約21万人〈音楽家、俳優.f:liill来 .iiii芸l.9:、彫刻家 ・也iヌ ・工芸美術荻の1十、 1990年国

~:耳蓋〉。ただし、米国の150万人という包がどの苑踏の芸術家を含むか;列きまではないため、事i:t的Gi土J1 1:!巡当で

はない可能主主がある。

." National Endo明 ncntfor the A巾.'The Amcrican Ar..s L'¥dust.-yヘ 1992

表2・17ニューヨーク ・ニュージ ャージ一大都市圏における芸術産業の絞済波及効果

待合kEi斉効奴 段思用効男l 綬賃金

カテゴリー 金額 : ~J合 1982年からの 人~ ~J合 金額 ; 割合
{百万$): (%) {中ぴ本(%) (人) (%) (百万$): (%) 

$~g事jの芸術者世!SIJ 2，720: 27.7 + 31.9 33.570: 31.2 938: 27.0 

理由民・オークションハウス ・1 8.11 : 85 .，. 48.3 6.7∞: 6.2 245: 7.1 

高JI1~J .!.i} 904: 9.2 -11.6 7.280: 6.8 396: 11.4 

耳東f;.テレビ 3.044: 31.0 ... 5.1 29.850: 27.8 1.188 : 343 

芸術包的の失訪司5・ 2.320: 23.6 + 13.3 30.140: 28.0 7∞: 20.2 
合計 tI 9.829: 100.0 '. + 14.4 107.540: 100.0 3.467: l∞.0 
このうち辺捜部分(別会) 4.935 (50.2) 41.190 (383) 1，600 (46.1) 

i主)・1:(罰8・オークシヨンハウスの.n涜効瓜にl之、ヂ'mされた$(!術作品の鏑lol;t含まれていない.
*2 :このうちニューヨ一々市内における位涜:;J}~I孟約9， 200百万ドルで全体の90%以上に速している.

資料}表5に同じ
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表2・18 芸術によって波及効果を受ける産業

81-'貧 支出'))J尽 医薬 雇用(人)
(百万ドル}

ビジネス ・サービス 570.3 卸し・小売リ 5，443 
不勧産 563.3 ビジネユ・ヲーピス 5，268 
銀行・保険 444.3 不動産 5，236 
卸し・小売り 322.0 哩E実産~ 2，967 
畦~産業 203.9 飲食築 1，762 
交通 169.6 交通 1，757 
公益事業 1613 ~;{行・~~.受 1，480 
通信・a道 116.8 '.、Ti'../ 1，219 
京テjし lI3.5 通信 ・語道 747 

資料)表5に同じ

."物価上舛=l5によるM正弱みのttt(1982~からの!f'l;，沼市、 減少，f3については以下向綴)

表2・19 芸術目的の来訪に伴う消費の実感

人政 ;一人当りの:平均滞在 i総清貧富貫 主な活費先
j平均泊費mI: 8放 : (百万ドル)I {百万ドル)
(ドル)

間目的の 2 ，760，OOO~ 397 ~ 2.9B ~ 1，096 I~!:l.業 399.6 
来初者 il¥テ)t， 397.5 

航空運粛 208.3 
2芸術目的の 885，∞0; 243 ; 4.18 ; 215 買い物 148.5 
湾(f延長者 : (内低気低1.36): タクシ- 45.8 

返泥沼パス/市内パス/~下荻 20.8 
II翠:g 9.8 

合計一 ー ー 1.311 退î2~列車 8.1 
，r'Jリソ代、その他 102.7 

資料)~5 に同じ
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この成長の大部分は、総予算150万ドル以上の大規模機関によるものであり、小規棋なも

のは規肢も数も減少している。

この分野の[u接鹿ffl-d"はフルタイム l万2，3∞入、パートタイム 1万4，500人で10年前よりフ

ルタイムが4%削にとどまったのに対して、パートタイム(大部分は小規投機関)は42%

も附加している。

・H;定収入は、 10年nnで98%と11mi:的に伸び、寄付等の収入は18%の伸びで、個人による
奇付が67%削加したのに対して、公的機関の寄付はゆ90-91会計年度で6%減少し、引続

き減っている。

1 ，366機関の総支出額は 13.3{~ ドルで、このうち美術館 ・ 昨物館は約4分の l を占めると

ともに、 10作fHJで61%地と際立った成長を示している。また、 10年間の施設 ・設備投資額

は80年代半ばから急増して、 13位、ドルに達しているが、主に文化施投の大規艇な改修や増

築によるものである。

b)画廊 ・オークションハウス

過去10年間で、ニューヨークの画廊やオークションハウスをとりまく環境はドラマテッ

クに変化した.1980年代は史上最大のアートブームと言われたのに対して、 90年から92年

にかけてはパブル崩岐により、過去30年間で最悪の状態となっている。

約5∞の画廊とオークションハウスの1992年の直接支出額は約4億ドル、波及効果は8億

4，∞0万ドルで82年からそれぞれ44%と48%の増加である。服用面では6，700人が創出され、

フルタイムに換算すると2，600人である。

マンハッタンには、このうちι汐4%の画廊とオークションハウスが集中し、特にソーホ一、

57丁目地区、アッパー ・イースト ・サイド地区に集中しており、 1982年の335件から497件

に増加したうちのほとんどがソーホ一地区に集中し、同地区の画廊数は263に述した。

c) ブロードウェーの商業劇場

ブロードウェーはニューヨークの最も締かしい商業劇場の集中した繁華街であり 、世界

中から観光客を引きつけてきたが、活動のピーク、 1982年から比べると著しく停滞してい

る。

オフブロードウェーを合わせた商業劇場の直接支出額は4位5，100ドル、波及効果は9億

5∞万ドルで、 82年に比べて11%の減少であり、 3，200人をぜ{接雇用し、7，280人の麗用を間

接的に生み出している。

ブロードウェーの劇場は1992年には地威内で1位2，700万ドルの支出をしているが、 10年
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前より20%も減少している。一方、オフブロードウと劇場は3，3∞万ドルの支出で10年前よ

り倍増している。全商業劇場の設備投資額は10年t:JJで5，700万ドルに達している。

cl)映画とテレビジョン

フィルムとピデオは、ニューヨーク大都市圏の最大の芸術産業の地位を占めており、ニュー

ヨークの倒れた文化的関境と芸術家述のプールがこれを支えている。 1980年代初頭には急

成長を見て、 87年にピークに達して以来は次第に低調になっている。

映画とテレビ合わせて砲接支出額14億4，000万ドル、波及効果30億ドルに達し、 1∞以上の

映画がニューヨークで制られ、全体の12.4%の直接支出額を占めた。映画はω%の伸びを示

している。

テレビは7億1，100万ドルの直接支出額で、 49%を占め、コマーシャル制作は、 1982年に

は全体の中で応大の項目であったが30%にまで減少した。それでもコマーシャルは4億

2，∞0万ドルの直接支出額となっている.以上全体を15，820人の也技師用と、 29，850人の間接

雇用をもたらしている。

e)芸術目的の来街者

観光客はニューヨーク市にとって盃要な収入源の一つであり、大都市圏経済に大きな効

果をもたらしている。

ニューヨークで開催されるミュージカルや演劇、コンサート、美術展等は、常に国際的

な注目を集め、国内外からの来訪者にとって大きな魅力となっている。これらの来訪者は

観客として、芸術文化運支そのものを発展させるとともに地域の他産業にも波及効果をも

たらしている。

表2・19のように、 1992年に芸術鑑賞等を主な目的としてニューヨークを訪れた人々は延

べ276万人、また芸術のために滞在期間を延長した人は88万5，0∞人で、彼らの消沈支出額は

合計で13{iむ1，060万ドル、その波及効果は23億6，∞0万ドルでそれぞれ10年前より28%と13%

の増加となっている。

消費支出の内訳は、レストランとホテルがともにが)4億ドル、航空運賃が約2億ドル、

ショッピングがl億5，∞0万ドル、そしてタクシーが4，500万ドルとなっている。この結果

1992年には3万人の庖用と7億ドルの賃金がうみ出されている。

芸術目的の来訪者の滞在期間jは10年前より 1日長く、平均で2.9日1回の滞在当りの消費金

額も2倍のω0ドルになり、海外からの来街者は全体の13%を占め、 10年前から72%増加し

ている。
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前にiiliべたニューヨークのNPO調査によれば、市内には芸術 ・文化分野では1，368もの団

体があり、その7ωもまではマンハッタンに集中しており(図2・11参照)、全米で品も多数

の団体が集積していることになる。ニューヨークの芸術活動の創造性を支えているものと

してこれらの非営利の芸術間体の役割は極めて大きい。例えば営利を目的としたブロード

ウェーの耐業1，1J!'~~などは制作 'clが巨額になると(最近の例では l 作品につき800万ドル前後)

冒険的、前衛的な作品を上演する機会が減って保守的になる傾向があるが、オフブロード

ウェイ、オフオフブロードウェイの非営利劇場の中から新しい傾向の作品が上演され、好

評を附して興行的見通しが判明するとブロードウェーの劇場によって取り上げられ、ロン

グランも可能となる.とりわけ、ジョセフ ・パップJ.Pappが指導した人民劇場Public

有1白!erは、極めて低料金で、ベトナム戦争や人種問題など社会的問題関心を持ったミュージ

カルの新作を次々と大衆に届け、その中から fへアーJや「コーラスラインj といった名

作がブロードウェーでトニー賞を受賞している。また彼は、互の間無料でシェイクスピア

劇を上演するニューヨーク ・シェイクスピア ・フェスティパルを軌道に釆・せ、古典崩御lを

幅広い大衆に親しませるとともに、黒人やマイノリティの劇場を支援してきた。こうした

例は、 !ti新のヒット作品であるエイズ問題を取り上げた「レントJにおいても見られる。

イーストビレッジの非営利劇場で好評をh'jしたこの作品は、エイズに苦しむ青年連の生き

慌を点正面から見据えており、感動を呼んでいる。このように、ニューヨークの非営利の

芸術組織は芸術のインキュベーターであるとともに芸術活動の創造性を高め、街業主義に

よって抗されてしまわない社会的基盤を形成していると思われる。

ズーキンは、こうした前衛的 ・実験的なオフブロードウェイの劇場やSohoのスタジオ、

そしてジャズなどト伊Oの芸術文化団体は、主流の芸術団体であるブロードウェイの商業劇

場やマディソン街の高級画廊、そしてテレビなどのメディアと結びついたとき、始めて大

きな影智力を持つのだと指摘している。つまり、非営利の芸術団体がもっ、創造性を吸収

することによって、ニューヨークの芸術文化産業はグローパルな競争力を維持してきたと

いうこともできよう。

以ヒのように、ニューヨークの文化芸術産業は多段性のある民間非営利機関の活動と多

段な支嬰システムによって支えられており、世界で品もダイナミズムな文化発信基地となっ

ているが、製造業の空洞化を長期的に担め合わせるだけのエネルギーをもちえるか、否か、

注目されるところである。 fti後にコミュニティーの生活条件と文化支掻政策を支えるこュー

ヨーク市財政の状況を分析しよう。
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凶2・11 芸術 ・文化団体の所在地
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第6節 再び「破産Jに向かうニューヨーク市財政

1980年代のニューヨーク市は1975年6月に、経常赤字26億ドル、長期累積債務78億ドル

という巨額の債務を抱えて「破産j し、管財人たる大銀行家たちの「共同管時jの多大の

犠牲を払って財政再出を果たすという「悪夢」のような出来事からやっと立ち直ったとこ

ろであった.

だが、 1989年からの今回のリセッションで再び r:/!.\~{Jがよみがえってきそうである。

まず、この間の財政II}lit過程を簡単に振り返ってみよう。 1975年の財政破産の原因は、

第 lにすでに述べたアパレル ・印刷業等の都市型製造業の長期衰退傾向によってブルーカ

ラー職樋が減少し、関辿する小売業、個人向けサービス業が低迷したことにより税収が伸

び悩む、第 2 に、他地域よりも相対的に尚い福祉水酷のために制祉関連経 ~~が明大する一

方、中産階級がアメニティの高い郊外に流出するためやはり課税ベースが縮小し、恒常的

に財政ストレスが発生するという社会経済的要因に加え、第3に、市の公債発行引受業務

と各種の都市開発プロジェクトの受注に絡む、金融 ・不動産ディベロッパーによる市財政

の私物化による浪費的榊造が重なり合っていたのである。

ニューヨーク肯の財政再建はその後レーガン大統領の行政改革のモデルとなっただけに

注目される。

1975年6月、債務不胤frに陥ったニューヨーク市政は大口の{此抵者である大銀行の共同

管理下におかれたのである.銀行家ロハティン F.G.Ruhaザn等が創設した自治体援助公社

MACとニューヨーク州が監軒する緊急財政統制委μ会EFCBが、市民と市行政機関の上に

立ち議会制民主主義の否定の上に財政の再建を命じたのであった。これによって財政再建

期間中は、州からの援助を受ける見返りとして市の予算縄成権や政策決定権限に重大な制

限が加えられることになった。

その第-.h~の主演俳低はコッチ E.Koch 前市長であった。当時、全米の大都市の中で最も

進歩的であると評価された低所得者向けの福祉行政が品初にヤリ玉に上がった.インナー

シティのマイノリティ述に向けられた各階の福祉手当は削減され、高等教育の機会均等を

実現してきたニューヨーク市立大学の授業料が有料となり、市立病院が閉鎖され民営化さ

れた。福祉 ・医療 ・教育等を中心とする行政分野で、 10万人にのぼる大量の公務員の解雇

が行われた。

その一方で、中心地区に大企業や高額所得者を郊外から呼び反すために不動産税率の引
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き下げが実胞・された.

この結果が、ジエントリフィケーション(中産階級化)と呼ばれる現象をひきおこした。

ニューヨークrIiは低所得者、単身者向け住宅への補助金をストップし、高級コンドミニア

ムやコーポ~l式への住宅の改造を奨励するためにピル所有者に対して税制上の優遇を行っ

たのである。このため業者が出て普えを進めるにつれて家賃負担能力の低い低所得者逮は

住宅を符われ、ホームレスとなる一方で、スラム街は大企業のイグゼクティプやヤッピー

と呼ばれる若い専門脱者の居住する高級住宅街へと変貌を遂げた。ニューヨーク市の10万

人にものぼるホームレス ・ビープルは、このような財政再建策によって社会的に生み出さ

れたのであった。

ニューヨーク市の復活躍'1の第二幕の主役はすでに述べたように世界都市化を推進した

fj去人中招待i合体j であった。

1981年までに経常収支の黒字転換と公開信用市場への復帰を成し遂げたコッチ市長は第

二期以降他の都市との経済的鈍争力を強めるために基盤強化をめざした。

まず、経常文出において教育f1.(市立大学を除く)と警察 ・消防rtの支出拡大に優先順

位をおき、輸送とゴミ収集部門を中心に聡員数を地大させた。一時は10万人近くレイオフ

された市職只は1983年から再び閉口され、 88年には23方20∞人まで述し、 83"'88年間に19.2

%の増加をみた。(片桐. 1990)一方、公的扶助と医療扶助を主な内容とする社会サービ

スと年金支出は抑制された。公的扶助受給資格の制限を強化するレーガン政織の意を受け

て辿邦や州政府のガイドラインに忠実に従ったのである。

次に、資本支出の而では、地下鉄 ・ハイウェイ ・上下水道等の都市の競争力強化のため

のインフラストラクチュアの維持 ・整備が中心で、ホームレス対策を含む低所得者向け住

宅.ill設を重視するようになったのはやっと1987年以降にすぎないのである。

1987年以降、上述のような財政支出を支え財政健全化と自治権回復をもたらしたのは、

好調な都市経済を背抗とした市税収入の順調な伸びであった。(片桐. 1990)市税収入は

1978年から1987年までに63億56∞万ドルから126ifJ77∞万ドルへ99.4%地加し、財政収入全

体に占める割合も49.4%から59.3%へと約10%も上昇した。

市税収入のうちもっとも重要な収入源となってきた不動産税は、 1978"'87年にかけて、

32{~3000万"'49億76∞万ドルへ54.1%用加した。 1983年に課税対象不動産の種類(居住用二

種頴、公益事業用及び営業用)毎に 4区分され別々の税率を適用するという改正が尖施さ

れたにもかかわらず、課税評価額が不動産の実勢より垂離し、経済成長に比して税収の伸
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びは相対的におさえられてきた。このため市税収入全体に占める割合が50.8%から39.3%へ

と低ドしている.

売上 ・使用税は不動産税に次いで重要な財源であるが、 75年の財政破産以来、自治体援

助公社MACが先行する MAC偵(倒産会社伺綴のニューヨーク市に肩代わりしてMACが信

m市場から資金を併用した)の償還財源に充当されることになった。市は課税対象業種を
拡大したり、税率を引き上げる等によって培収をはかり、 78......87年にかけて9億3，100万ド

ルから20億4，特O万ドルへ119.5%増加し、市税収入全体に占める割合も14.6%から16.1%へ

上昇した。もちろん日本のtl~t~税同級、最終的に消tt者に転嫁され、低所得者ほど負担割

合が高くなるという逆進的性絡をもっている。

個人所得税は78......87年にかけて7値.ドルから21偲7，200万ドルへ210.3%の上昇をみ、市税

収入全体に占める割合も11.0%から17.1%へ大幅に泊加し、不動産税に次ぐ重要性を帯びる

ようになった.これは累進税率が適用されているためであり、 80年代の好景気の中で景気

感応的に大幅増収をみた。

この他、一般法人税 ・商業家賃税 ・綜式譲接税などの企業課税も好調な都市経済に支え

られて増収をもたらしたが、売上税や個人所得税ほどの伸びを示してはいない。

以上のように市税収入は好ぷ気の中で大幅な増加がみられたものの、連邦や州政府から

の補助金はレーガン政権の下で削減または抑制されてきたため、市財政収入に占める税な

どの白主財源の比率は高まる反面、辿邦 ・州からの補助金など依存財源は比重を下げるこ

とになった。

ニューヨーク市の復活点1Iの第二幕は市財政の位全化を成し遂げたが、その原動力は好調

な都市経済に支えられた市税収入の期大であった.だが、兵の主役は企業より高い負担割

合で犠牲を払ったニューヨーク市民自身であった。彼らは議出面でも社会福祉サービスの

低水昨を甘受せざるをえなかったのである。

さて、第三幕は1987年のフラック ・マンデーとその後のリセッション、そして、コッテ

市長からハーレム生まれの烈人市長デインキンズD.N.Dinkinsへの交替によって、役者がそ

ろった。

まず、ブラック・マンデー以降の財政状況を見てみよう。

表2・20は、 1986年以降のニューヨーク市財政支出の惟移であるが、警察 ・消防費、教育

費、住宅貨を含む市民サービス支出が高い水準の(Itびを依然として続け、相対的に公債費

は減少している。医療 ・栢祉経質は抑制|され続けたが、 90年には高い伸びを示している。
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これは、失業率の k昇による福祉受給者の地加とともに新市長デインキンズの福祉E視の

市政の反映でもあろう。デインキンズ氏が1989年の民主党予備選挙にコッチ氏に勝利した

要因は貧困な黒人間の庄倒的支持を似たものであったから、福祉の充尖、ホームレス対策

に対して支出の優先順位を与えられて当然であった。

一方、必2・21で財政収入の推移をみると、 80年代前半に好調な伸びを示した所得税と売

上 ・使用税はいずれもリセッションの桜替で伸び悩み、 90年には所得税は前年度比2.6%の

マイナスと落ち込んだ。辿邦と州政府からの補助金も抑制が続き、わずかに不動産税が課

税対象の評価額見出しから年率8.......10%の伸びを示しているにすぎない。

以上のように、 199。年から市政を担当することになったデインキンズ市長にとって、第

二次大戦後の最も深刻なりセッションの中で財政収入の低迷に直面し福祉優先の公約を実

現することは極めて困難な状況となったのである。

実際に、 92年度財政予算のb位過程は厳しい局面が続いた。予算総額2如何、ドルに対して、

歳入不足額が35{t(ドルと見込まれ、このギャップを閉めるために、市長は(1 ) ゴミ収集 ・

医療 ・街灯経費等で15億ドルのサービスカット、 (2) 少なくとも 1万人の市職只のレイ

オフ、 ( 3) 7 ilJ7，600万ドルの不動産税の地税を倍案した。これに対して議会側は、 ( 1 ) 

サービスカットを4億6，5∞7jドル上乗せ、 (2) 上級職員を含めてさらに7，∞0人(合計l

万7，0∞人)のレイオフ、 (3 ) 不動産税増税幅を半分に削減する案を主張し、期限ぎりぎ

りまで論戦が続いた。(日本開発銀行 ・駐在員事務所報告. 1992) 

さらに、やっとのことで成立した予算.について会計監督官は次のように厳しい評価を下

している。

( 1 ) 予算は一応バランスすることになっているが、なお、 2u意9，200万ドルの欠績がで

る可能性がある。

( 2 )歳入面では 2億2，000万.......5憶し100万ドルの過大評師、歳出面ではi億7，200万~

2偲9，100万ドルの過小評価になっている可能性がある。

( 3 ) 臨時的収入を3iO:6，300万ドル見込んでいるが、これは93.......95年度予算を圧迫する

ことになりかねない。

とした上で、歳出面での公務員賃金の抑制と医療t't補助、教育費の査定を厳格に行えと

述べている。

このようにニューヨーク市復活劇の第三幕は悲劇的見通しとなった。
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表2・20 ニューヨークrIi財政支出の推移
(単位 l∞万ドル}

19t16 1 1987 ("'T) I 1988;{仰) 1989: (何) I 1卿.柳町
対ifjl(-+j"-ビス 7341 1 8，106 : 10.4% 1 8，802: 8.6% 1 9，657: 9.~も 10刈4: 8.~も

年金 17471 1，780: I.~も 1，858 : 4.4% 1 1，839・ -1.0'偽 1，806: -1.約も
I I I I I 

フリンツ・ベネフィット 12判 1，388 : 11.6"1. 1 1，505 : 8.4% 1，695 • 12.6% 1 1，954 : 15.3"10 

その他 5036 1 5，:133 ， 3.併も 5，654: 8.郎、 6，447: 14.0"/.1 6，710: 41% 

日正縦 ・袖?止 32ω 3，188 : ・2釣も 2，981 : る.5%1 3，071: 3.0% 1 3，327: 8.3% 

公償貸 14351 1.757: 22.4% 1 1，616: ・8.即、 1，774: 9.~・ 1，641 : ・7.5%

省.n弐)()131 21.382 : 6.~も 22，416: 4.~o J 24.483 : 92'外 25.932: 5.9% 
-ーーーーー司ーーー ー甲南ー』ーーーーーーーーーーーーーー--dF---ー一一ー ーーー」ー山由
禍庶民(l'ji)

:m市民サービス 36.~も 37.9'/. 1 39.3% 1 39.4% 1 40.5% 

年金 8.1". 1 8.3% I 8.3'。も 7.5% 1 7.0". 

フリンツ・ペネフィット 6.:?:-~ I 6.5% I 6.1'ー 6.9". I 7.5% 

その他 25.2'!も 24.5% I 25.2"/. I 26.3% I 25 9'. 

医療.f品111: 1 16.3% 1 14~も 13.3% 1 12.5% 1 12れも

公tjI買 7.2"/.I 8.2% I 72% I 7.2% I 6.3% 

省計 lfX).(I':も 1∞ms l∞ E1':， I 1∞ms lflO.a-

表2・21 ニューヨーク市財政収入の推移

(単位 l∞万ドル}

IYlSb I 1判 1:¥1酔判 I l':1lS11: 日制3) 1':1::1':1: 押紛 1':1':1U: 例市J
不動震波 4“lO 1 .j9i6 : 8 :?:-. 1 5382・8.2'lo. 5Q.l3 1001'" 6543， 10.1% 

I I I I I 

ヲモ主 ・使時1聞を 2310 I 2515‘ 8.9'. 1 2641 ; 5.0"10 ， 2730 : 3.40/
• . 2769 : 1.4% 

前向1完 34481 4122: 19.5% 1 4151 : O.~も 01534 : 9.釣も 4417 : ・2.6%
I I I 

その他間以 8371 1飴5・ 27.2"'0 J 1097: 3.~ó I 1146: 4.5% I 1259 ~ 9.9% 
I ' 1  I I 

運"'1時間凋切::2 1 6350 1 6431 : 1.3~'. I 67ω 5.I~ól 7338: 8.6・ノ.1 -985， Sι% 
I I I 

連邦州浪人分与 h'<l9 I (1η -201.7'¥.1 653: -3.5~o I 713 ， 9.~も 総7; ・3.6%
t I I I I I t 

寺院t<tl 1 8-19 泌S: 2.2"10 筏均 2.5% 1 1019 : 101.釣も 1077: 5.7% 
I I I I I I 

その他 727i T.lO: I~" I 852; 15仇 10ω・25.1.01 1173 : 10.Cf.o 
省計 却:!oI 21390 6.8"(.竺品 4.S'l.1 ~叫.9 • 9.~.1 25937 : 5.9'10 
・・・・・・・・・・・・・・ー・・・ “・・・・・・・"・・・・・・・・"'-・・・・・ー・・・・------ -----宇----・・・・・・・・・一・・ー・・・・・・
偶成比 (:'o) I I 
不動区民 ~~.~~ I ~~.~~ I ~~似 24.3% 1 25.2% 
ヲ~..t . fl!ml究 115~.: 11.8'うも 11.8". 1 11.1% 1 10.7% 

問n筏 17二目 19.:;.， 1 18.5.0 1 18.5% 1 17.~'ô 

その他悦収 4.2'}o I 5.0'1も 4.併も 4おも 4.~。

連丹1;州!也捕間金 31アも 30.1% 1 30.1% 1 3O~も 3O.S'!也

連刑判民人分与 4.5% I 3.2"/. I 2.仇 2.叫 2.6~・

手t<f:l 1 4.~o 1 4.1・も 4併、 4.2"'0 I 4.2・5
その他 3.6% I 3.4% I 3.約も 4.4% I 4.5% 

l5'n I 1(泊。'も i∞.0"10 I 1∞mも l∞.0'うも l∞mも

(注)必2・20、21ともに、四捨五入の関係で合計が一致しないとさがある.

(出所)"Comprehensive Anuual Financial Repoπof甘leCOmptrol1er for 百eFisiω1 Year End吋 .. 

June，30，1991 
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約50年前、都市学者ルイス・マンフォードL.Mumfordはニューヨーク市のような巨大都

市はメトロポリスからメガロポリスへ発展し、ついにはティラノポリス(~'I:!JI/都市)ー植

民地への経済的寄生と過度の消沈文明が市民の批判的精神をマヒさせて、汚職まみれの宮

僚政治が支配する都市ーとなって終局的にネクロポリス(死者の都市)と化すと予言した。

20世紀末の現在に至り、この予吉は的中するかのように見える。

だが、同時にマンフォードは巨大都市の崩壊過程に抵抗するものとして、 f社会的な力

をおそろしいほどはたらかせる必要があるJとかすかに展望を示している。

「破滅jか「再生Jか、世界都市ニューヨークの行く末を今しばらく注視したい。
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第 3章 日本型世界都市 ・東京の虚像と実像

はじめに

東京一傾斜rl]の要因分析とその是正策の検討はM近10数年間にわたって社会科学の各分

野において活発に認論されてきたところであるが、近年になって欧米の学界から捷起され

た「世界都市論J (Sassen. 1991)という新しい理品フレームに基づいた研究がわが国にお

いても興降してきた。

その代去的若作には f世界都市フレームj を分析視角にすえ都市のマクロ社会学的分析

を試みた町村敬志著 rr世界都市J東京の構造転換sが挙げられよう。町村の若作は東京

の構造転換を深部から推し進める袈因としての「グローパルセンターj 、東京の都市成長

政策としての「世界都市戦略j 、それらが引き起こす都市社会の牙'盾を f世界社会の縮図

化」として鈴理し、以上の三重の f世界都市化Jが進行しつつある都市と東京を位置づけ、

綿密な尖必分析によって解明した労作である。(町村.1994) 

これより先、攻治学の分野から加茂利男が世界都市論に関する一連の著作を著わし、

r都市の政治学J r二つの世紀のはざまでJにおいて世界都市ニューヨークとの比較を通

して80年代中東の東京を f相対的に閉じられた、一傾集中型でオールマイティの型の世界

都市j と特徴づけその「強みj を指摘するとともに、集積不利益が短限に達したことが逆

に「弱みJとなりつつあると分析した.この時点の東京は政治、経済、文化の各側面で急

速に世界都市化を遂げたが、中でも国際金融センターとともにグローパル ・ハイテクシティ

としてオールマイティの経済力を誇っていたのである. (加茂. 1988. 1990) 

しかしながら、バブル経済がピークアウトし、 90年代の不況局面に転じるやいなや世界

都市東京の弱点、が一気に鋸呈することになったのである。結論を先取りしてdえば、圏内

的には「一概集中 ・オールマイティJの力を発悔し地方圏や首都圏の生産現場から手11i聞を

吸収する一方、国際的にはニューヨークの金融危機救済のため資金供給都市として利用さ

れたのが京京の実像であったといえよう。

本意は社会学、政治学の先行する研究を結えて、経済学の視点から、日本型世界都市 ・

東京の再評価を試みるものである。

図3.1は80年代と卯年代の東京集中状況を見たものだが、パフル経済の崩埴後も東京聞

には依然として高次経済機能の高い民的が続いている.外国銀行 ・信託業及び外同会社従
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東京への諸機能の集積状況
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業者数などの国際ビジネス機能は京京都に60---80%が、大企業の本社立地に示される意思

決定機能は50%近くが、手形交換高や全同銀行貸出残高等に示される金融機能は40%が集

積し、そして出版 ・ 広告 ・ 般送業従業者数などマスコミ機能、芸術文化職業従4J~者数に見

る文化的機能は首都圏に50%以上の高い古IJ合を保ったままである。

しかしながら、今や世界都市東京の内実は空洞化しており、香港 ・シンガポールなどア

ジアの世界都市に対する優位性も危うくなってきている。一時は、 21世紀の未来都市イメー

ジとして光開いていた「世界都市j はいまやすっかり色あせマイナスイメージとなり、東

京都にしろ、国土庁にしろ政策当局は急速、 「生活都市Jという岱の看板を持ち出してき

ている。一体、この10年問、東京はどのような変貌を遂げただろうか。 f世界都市 ・東京j

の虚像と実像を明らかにしていきたい。

第 1節 目本型世界都市としての東京

f世界都市j論からの点京の分析は、80年代当初より開始された束京一極集中がひきおこ

す「東京問題.の分析よりやや遅れ， 1985年以降に本他的に始まったが、当然この二つの

分析アプローチは一部訟なりあいながらも、微妙に異なるニュアンスを伴いつつ議論が進

められた。

寺西俊一は r"世界都市川と，.米京問題"Jという論考において1990年当時における研

究動向の~~型と検討課題を適確にまとめている。環境経済学の分野から、東京論に積極的

に関わってきた寺西は、 「東京経済の新展開j を「ー甑集中型経済榊造Jの新たな強まり

(プロセス 1)と f世界的中枢都市への新展開(プロセスII)の2つのプロセスの重なり

あいと理解し、それぞれのもつ意味を区別して論じる必要があるj とした。その理由は2

つのプロセスが開始される時期的なズレもさることながら、 「プロセス Iはきわめて特殊

日本的な(いいかえれば戦後日本経済の地域情造に回有の)ヒラルヒー的国土 ・都市地造

(= r求心的垂直的国土 ・地域構造J)の特質と密接に係わっているj のに対して「プロ

セスEは. 1980年以降における世界経済の情造とその新たな動向がもっ特質と密岐に係わっ

ているjからであるとしている。(守商， 1991)この指摘は日本型世界都市 ・点京の本質

を理解する上で正鵠を射たものだと考えられる。

寺西は続けて、2つのプロセスを展開した上で、 iはも精力的に世界都市論を税論してい

る社会学者 ・町村敬志と政治学者 ・加茂利男の理論フレームを検討している。 1) 寺西によ
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れば町村とJJlli交の世界都市崎はiフリードマン、 s.サッセンらの研究に刺激を受け、東京論

へのj菌刑をはかろうとしたものであるが、町村の独内の貢献は、 「世界都市jを「ヘゲモ

ニー依(i'i~J と「ネットワーク依存烈j との 2類型に区別し、東京をロンドンやニューヨー

クの「ヘゲモニー依仔申Jに対比して「ネットワーク依存型Jの新しい f世界都市Jと規

定したことであるとしている。ここで寺西は「ネットワーク依存型世界都市Jの特質であ

る①「蝶介性J f中心性Jの限定性、②国民国家からの相対的自立性、③ fネットワーク

依存型 J に fl~う地位の不安定性はニューヨークにもあてはまるものであり、むしろ80年代

以降の世界都市の一般知明として意義のあるものだと抱え返した上で、東京型の固有の特

質とそこでの矛盾の偶造を独自に解明する必要性を主張している.

一方、加茂に対して寺西は、町村が探題として残した東京型の特質と矛盾を明らかにし

ていると評価し、加茂が示した特質である①相対的に閉じられた f世界都市J、②一極集

中型の i世界都市j、③オールマイティ型の f世界都市Jの 3点について検討を加えてい

る。ここで寺西は、 90年当時の加茂の東京に対する評価がオールマイティーで、一極集中

の世界都市であるがゆえの諸矛盾の指摘はあるが、印象としては"構造的強さ"として位

前づけられているように忠われるとした上で、 「日本型世界都市j ・東京が偲えている"

構造的弱さ"こそ検討訟題であるとしていることは充分に意味のあることである。まさに、

その後今日にまで至る京京のあり様は構造的弱さが様々な局面で鋸呈してくるものであっ

た。

以上、 90年当時の寺西の論考は世界都市 ・東京の研究方向を示唆する画期をなすもので

あったが、今日の段階から見ると、さらに次のような問題が浮かんでこよう。

その第 lは、町村が指摘した「ヘゲモニー依存性lと「ネットワーク依存性jの関連で

ある。現代の世界都市はこの二つの要素のウエイトは国際的側面と国民的側面の双方にお

いて検討される必要があろう。とりわけ、東京においては国際的には fネットワーク依存

性Jがその特質として強調される(というよりはヘゲモニーをもちえないということであ

る)が、園内的には加茂が指摘するように fヘゲモニー性Jが色濃く浮かび上がるのであ

る。

第2は、ネットワーク慨念は現在の相互依存関係が深まったグローパルエコノミ一段階

に閤有の特質であるとしても、 90年代不況を背景としたメガコンペティションの中におい

て世界都市相互の競争が激化してくると、ヘゲモニーをめぐる賊争側面が世界都市論とし

ても検討課題となるのではなかろうか。この点はアジアにおける香港、シンガポールと東
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京との関係を比るとき兎要な視点であろう。

第2節 世界都市東京の形成と構造

1980年代後半、日本経済のグローパル化と東京一極集中現象の進展を背景として、東京

の世界都市化が26られるようになり、東京都は1986年 『第二次東京都長期計画j において、

国土庁は1987tf.r第四次全国総合開発計画Jにおいて f世界都市 ・点京」をそのキーワー

ドとして取り上げることになった。

だが、すでに前J';Lで見たように、ニューヨークの世界都市化は国際金融市場の拡大と金

融関連サービス誌の拡大とを基軸としたものであったが、東京の埠合には自動車や半導体

など製造業における膨大な貿易黒字を背京とした世界都市化であった点にその特徴があり、

そこに力の源泉があった。まず、この点を見ていこう。

点京の経済力がライパルの大販を凌ぐようになったのは第二次世界大戦の中央集権的な

戦時経済体制を通じてであった。戦後の高度経済成長は東京への資本と労働力の集積を進

め、大阪 ・名古屋脳を加える三大都市間への集中が進んだ。これらの三大都市圏では、製

鉄、石油化学コンビナー トが立ち並び、自動車、造船、霞電機、家庭用氾気などの大企業

が集積し、アメリカ的な大量生産=大屯消費システムを導入して、資本苔般を進めた。

特に、自動車産業ではフォード自動車が確立した大町生産システム=フォーデイズムを

導入し、これを改良しつつ生産性を上昇させアメリカにキャッテ ・アップしていったので

ある。 トヨタ自動取が考案したJust-in-Timeシステムは、ピラミッド型に下請中小企業群を

組織し、本社工島Jのベルトコンベアーに時間通り部品を納入させることにより、中間在庫

を俳し、車体に付けられた看板の賠示通りの組立作業をこなす多能工を利用することによ

り、向ーコンベアーで多種類のモデルを製造することを可能にし、フォーデイズムを越え

る生産性を実現して、アメリカの自動車産業を危機に追い込んだのであった。

ハイテク時代のEEj誌の米と呼ばれる半導体生産の分野でも、後進の日本企業は量産効果

の発陣しうるDRAl'v1(ダイナミック ・ランダム ・アクセス ・メモリ)に集中して生産シス

テムを改良することにより、シリコンパレーの先発企業を追い抜いたのであった，

このようにして、自動車および半導体産業はアメリカ市場をはじめ、世界市場で優位に

立ち、80年代初矧までに膨大な貿易烈字をため込むことになったのである。

もちろん、こうした成果は民間企業の努力だけで述成されたものではなく、通産省によ
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るR&Dの支訟や税制上の優遇など産業政策が巨大企業の成長を支援したことによってもた

らされたものであり、官民一体の成長は「日本株式会社jという表現で欧米から鋭く批判

されることともなった。重要なことは、通産省なども・庁との意思疎通の上で本社 ・企岡|摘

発部門を東京に立地させることが大企業にとって戦略上不可欠となってきたことである。

まず、本社機能の東京集中とその特質についてみよう。国土庁の調査結果などによると、

以下の傾向が指儲されている。

第lに、法人企業本社の東京倒への集中傾向である。株式市場上場企業のうち50.7%が東

京都内に、56.2%が点京閤(神奈川、t埼玉、千葉を合む)に集中しており、さらに集積基制

が続いている。この要因は表3・lにみるように「情報収集J r行政機関との接触J r取引

(国際取引、金融取引)に便利Jとなっており、本社機能のうち、企業戦略策定機能や本

部オペレーション機能などが東京へ集積する根拠を示している。

第2に、大企業の海外生産が本格化するにつれ、本社機能における国際業務の比重が増

したために、国際部を新設する人企業が相次いだことである。企業の財テク並びに ~l&A

ブームとも合わせて副際的企業間報 ・金融情報の重要性が増加すると東京オフショア市場

の開設や、テレポートの建設を中核とする臨海部開発など「東京改造Jを期待する動きが

強まり、オフィスピル述設ラッシュを引き起こし、折からの民間活力利用型都市再開発ブー

ムを引き起こしていったのである。このため、東京都心部のもつ国際的情報集積が生み出

す立地便益がますます高まり、内外の企業が新たに都心部に進出し、オフィスビル需要を

高越させている。

~13 は 、 東京における地価の高さ→事務所コス トの日さ→スペースの狭随さによ って企

業組織の分権化がすすみ、本社から、研究開発部門、計算機センタ一、地域営業拠点が追

い出される傾向である。しかし、地域営業拠点はブロック中核都市への分散化がみられる

が、研究開発部門は首都圏周辺部への移転にとどまっている。これは、情報通信網の整助

によって情報の分散処理の可能性が地大する反面、フェイス ・トゥ・フェイスの情報の1[(

要性が高まるためである。

次に企業研究所の立地動向について詳しくみると、日本開発銀行 f調査』などによれば、

次の傾向が指摘できる。

第lに、企業研究所(資本金10億円以上の企業)の立地は大勢として従来の3大都市圏集

中から首都圏(東京周辺部)一点集中にシフ トしており、従来、比較的関西にも多く立地

していた電気機械、繊維、医薬品等の業種も首都聞に移転または新設し、 TE気機械は主に
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表3・1 国土庁の銅妥結果〈本?土毒事の立氾メリヮト) (o/o) 

~I~ 項 叉立 京地I大;立 阪地
1. {上入 ・t'{死などの忌引が有利である 41. 7 14.3 

2.金総取引が有利である 17.8 13.3 

3. すぐれた人材を1!1やすい 19.6 一
4.技術情報を入手しやすい 17.0 一
5.企裟イ〆ージを声高める 21. 3 一
6. Elt土の事業所のEtL与に便利である 15.7 30.5 

7. fむとや業界のt:I草a:a災に{更和jである 58.7 10.5 

8. 巴~取引に安手1)である 多~.3 一
9.全国の交通の要所である 9.6 一
10. 為刀会誌とのt民主.二・豆利である 5.2 7.6 

11.罰などの行玖滋関との祭主主に便利である 48.7 一
12. その!a 2.2 一
〈注) :.i~~(i:;こよる集計.
{S'{討〉 吉本返済コニi~!五会 f本とみ能の集中と分依の干ai.L史気iこ関する f司

立銀告1iJ

表3・2 .:也足}lIJ工場立i生動向

i生!aglJ.i1.:主1千数 先決技術~;\'lf主

51-59年 同|…|同.::¥HU宇) シニア鈎累計(1キ) シニア.;~

北海道 1.∞2 o.l 1.5 

ョヒ叉 ~t 917 5.5 9.3 
;tì 叉 ~t 1，946 11.9 13.9 

関東?i主主 U5.' 15.0 423 22.0 
jC叉羽海 1，624 9.9 守・32 9.~ 

、，、r t毎 1，9¥13 1!.5 5.9 

::“、. 7..2 801 4.9 ヲ-今. 3. i 

送後~売量 539 3.3 ':5 ~.3 

近tまU;.華 1，ω。 o.5 .;5 。3
11! !! 274 .~ 0.3 

山 ~r; 920 3.0 

8 E 755 ~.3 37 1.9 

北九州 1，210 66 3.: 

m九州 936 4.3 

全l~;Ut 16，401 100.0 I 1，713 I 100.0 
」

出所);且f頂省'工場立た.t:A!耳:'i:J
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神奈川に、医薬品は主に茨械 ・崎玉に新たに立地している。

第2に、この首都間一点集中の袈凶としては、例えば産官共同研究の受け皿として企業研

究所が筑波研究学園都市に立地するように、首都幽における大学、国公立研究機関などの

集積の大きさが研究所を拐引することがあげられる。

同じく第3に、工場等制限三法によって首都圏から日産機能が移転するのに伴って、主力

工場が研究開発センター化したり、あるいは「かながわサイエンスパークJのように工場

跡地を利mした研究所や研究開発型ベンチャーの誘致が首都圏への集中を促進する。
第4に、より毘要な要国として研究活動の内容が開発 ・応用研究から基礎研究を中心とす

るものに変化してきたことがあると考えられる。このため f公去され標単化された情報j

ではなく、学術雑誌等に公点される以前の f非定型的な差別的情報J、すなわちフェイス ・

トウ ・フェイスによる川怖が重視されることになり、研究者のUW!の高い首都圏に企業研

究所が品引される。

さらに注目すべきは、研究所立地の国際化傾向である。日本 1B ~Iの大和研究所(神奈

川県大和市)、日本T1 (テキサスインスツルメンツ)の筑波研究所、デュポン日本の横

浜研究所など多国籍ハイテク大企業の研究所が立地を開始したが、この背景には研究開発

体制の国際的系列化を企図する米ハイテク大企業が日本の優秀な研究人材を確保し、日本

市場の多保なニーズとシーズを把握する戦略をもっとともに、日本の f産宮学研究開発コ

ンプレックスj に参入するねらいもあると思われる.

同保に、研究開発型ベンチャービジネスの立地動向についても、三大都市圏に過半数が

集中しており、しかもベンチャーキャピタルはほとんど東京に集中しているという状況で

ある。

最後に工場立地の動向を見ると全凪的に 1973年の石油危機以降、大きく停滞していたの

が78年以降ややもち直している。このうち、コンビュータ ・半導体 ・産業用ロポットなど

ハイテク業種の伸びは件数 ・面積とも大きかったが、地域シェアでみると関点内陸 ・関東

臨海 ・南京北で約半分となっており、のちにみるように半導体工場の地方分散傾向はみら

れるものの依然として首都閤縁辺部への集中が続いたのである(表3・2参照)。

以上のように今や多国間化した大企業の企業内分業の空間的配置をみると、企業本社の

点京都心への集中、研究所の東京周辺部での新増設、ハイテク業種工場の首都圏縁辺部へ

の集積という三間の立地動向が指摘できる。(佐々木. 1986) 

このような動向が東京郎心の地価の高勝をひきおこし、民活~J大都市開発プロジェクト
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にとって絶好の関境をつくりだしているといってもいいだろう。同時に、四全総の目玉と

される「首都改造jーーすなわち、京京都心の国際金融 ・情報センター化と東京閤周辺部

でのハイテクゾーン化を軸とした多核多聞域型柿造への都市改造ーーを深部で推進する起

動力となったのである。

このように、大企業本社と企業研究所、そして同公立の試験研究機関や大学 ・大学院が

集中する東京は、ハイテク産業めみならず、情報産業、ソフト産業など日本の産業をリー

ドする f産業母都市j となったと村田喜代治は指摘した。羽だが、日本型生産システムは

自重U{rli:.半導体分野での国際市場で一人勝ちすることにより逆に窮地に立つことになった。

すなわち、 85年9月のプラザ合意によりドルの切り下げと円高圧力による産業空洞化の促進

であった。

第 3節 国際金融センターと世界都市

一般的にある都市が国際金融センターとなる条件として、上川孝夫は「古典的条件Jと

「現代的条件Jの2つを挙げている。前者はその匡lの経常収支が黒字化し、資本輸出国と

なることであり資本輸出の問答となる為替管理が原則として存在しないことである.第 1

次大戦前のロンドン、そして同大戦後のニューヨークはいずれも本国の資本輸出化と結び

ついて国際金融センターの地位についた。東京に場合には、 70年代末の第2次石油危機以

後の経常収支黒字の定着による資本輸出国を契機としている。(上)11. 1993) 

一方、現在の国際金融センターには古典的条件を満たさないが、オフショア市場を備え

ることによって、その地位を保っているロンドンや香港、シンガポール、パーレーン、パ

ハマなどが挙げられる。オフショア市場とは税制や金融政策上、非居住者から資金を集め、

海外で運用する「外 ・外取引Jを目的として設けられた国際金融市場であり、預金、 債券、

貸付の各市場がある。アメリカが半世紀ぶりに経常収支赤字に転落するとニューヨークは

この国際金融センターとしての古典的条件を失い、点京などから資金を駿収するためニュー

ヨークも1981年12月にffiFOntemationa1 Banking Faci1ity)というオフショア市場を創設した

ことは前章で見たとおりである。

ところで、京ぷの場合には古典的条件を満たしながらも、オフショア市場を開設するこ

とになったが、その契機となったのは.1984年5月の f日米円ドル委員会Jであった。ここ

でアメリカ側は臼聞の経常収支赤字をファイナンスするため、ジャパン ・マネーを取り込
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む111いで、京京市場の対外開放を迫ったのである。

従米、内外資本交流は f原則公止Jであったが、 80{手の改正外為法の施行により、内外

資本交流は r/J;iHlJ 自由Jとなり、これを契機として海外における資金の調達 ・運用は大幅

に白山化されることとなった。その後、 84年5月に公去された日米円ドル委員会報告. .!J及

び大政省の「金融の自由化及び円の国際化についての現状と展望Jにより金融の自由化 ・

凶際化はさらに弾みがついた。

日米円 ・ドル委民会報告書を契機に、例年6月に円転換規制が撤廃され、外貨を自由に

円貨に転換できるようになり、また銀行が海外支JJiを通じて自由にユーロ円を取り入れる

ことが可能となった。これによりわが国短期金融市場とユーロ市場など海外の短期金融市

場との結び付きは街路なものとなり、わが国市場の国際化への転機となった。また、ユー

ロ山市場等の証券売行市場についても、適債基準の緩和、商品の多様化等の自由化措置が

次々と打ち出された。

86年12月には東京オフショア市場がオープンして、国際金融市場としての東京の地位は

ますます上昇することになった。こうして、 80年代半ば以降、東京都心3区(千代田区、

中央区、港区)への国内外の銀行、証券会社など金融機関が集中的に進出することになっ

た。 1986年から91~f にかけて外国銀行と証券会社は 184社から264社へと急上昇し、 オフショ

アiti.t:;}の規僚はオープンから約 l年後にニューヨークを追い抜き、 89年には伝わO億ドルの

大台に達したのである。都市3区は既に地価が高践しており、オフィス価格が高いにもか

かわらず、金融機関が集中するのは、金融機関相互の取引コスト、通信コストなどが割安

になるという理由だけでなく、日本銀行や、東京証券取引所、そして大蔵省や通産省など

臼本特有の各種の許認化権限をもっ官庁が集積しており、 「情報収集j や「行政機関との

妓触jに伴う f終的利益d が f不利益4 を上回ると考えられたからであろう。

土地投機現象がii附地の工業用地から値上がりが始まった70年代の「列島改造」時代と

見なって、80年代後半のそれが京京都心のオフィスJ1l地から始まった背政には、 このよう

な都心の国際金融センター化という 'J ~態に加え、 東京の世界都市化に便乗した「首都改造J

戦略という政策選択が大きなインパクトを与えた。

当時、 f回全総 ・中間報告Jや f首都改造計画」が充表されるのに歩調を合わせ、金融

機関系列のシンク ・タンクは都心のオフィス需要について過大な予測を次々と発表し、テ

レコミュニケーションに対応した超尚Jt1のインテリジェントピル建設ラッシュブームを似っ

ていたのである。
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次に、金融自由化の進展がなぜ80年代後半のバブル経済をもたらしたのか。その民国と

プロセスをみてみよう。

この時期、輸出企業は貿弘知平をベースとした資金の剰余とエクィティ ・ファイナンス

で得た資金を使って財テクに乗り出し、優良な貸し手を失った金融機関は系列ノンパンク

や住宅時門金融会社を使って土地、抹の投機的取引を拡大していったが、こうしたバブル

の土頃となったのは日本銀行が行った超低金利政策であった。この政策はアメリカの経常

収支赤字を補境するために、日米の金利差を保つことを強く要請された結果、日本の金融

機関が原った選択であった。

以上のような政策選択の組み合わせの結果、バブルをコントロールできぬまま京京経済

は90年代初頭にバブルのピークを迎えることになった。

80年8月の9.0%から8.25%への引き下げ以降、公定歩合は一貫して引き下げが統き、 80

年代後半に入ってからも、 86年l月から翌年2月まで5回にわたり、 5.0%から2.5%へと史

上結低の水準にまで引き下げられ、 89年5月の引上げまで2年3ヵ月の問この水準に据え

おかれた。図3・2、図3・3に示されるようにアメリカとのrtaで約2%の金利差を保ちなが

ら、歴史的にもまれな長期にわたる金融緩和期が続いた。こうした政策スタンスはお年 9

月のプラザ合意後の急激な円高に伴うデフレ ・インパクトへの対応や87年10月のブラック

マンデーを背景として継続されたものである。この間の市場金利の動向をみると、 87年末

までは低下傾向にあったが、 CDレート、利付国債流通利回りは87年5月には底をうち、後

半からは上昇に転じた。つまり、公定歩合と連動する規制預金金利が上昇に転じた約2年

前から市場金利はすでに上舛傾向となり、このことが各経済主体の金融行動に保々な影響

を与えることとなった。

89if 5月以降、公定歩合は円高傾向や物価上昇圧力の高まりから90年8月まで5回にわ

たり6.0%まで引上げられ、約 1年間はこの水準が維持された.その後、 91年7月から93年

2月にかけ6回にわたり2.5%まで引下げられた。一方、市場金利は90年後半までは上昇傾

向にあったが、 CDレート、手IJ付国間流通利回りは9OiF9月がピークでその年末から低下傾

向に転じた。つまり、公定歩合とi1!illめする規制預金金利が低下する約 1年前から市場金利

は低F傾向となり、このことが91年の焼制金利預金残高急附のー囚となった。

80年代は金融緩和基調の下で抹式市場は世界的に活況を呈し、わが国においても株価の

上持傾向が続いた。特に、 80年代後半は顕著で、 86年末の点京株価指数 (TOP1X)は前年

比48.3%高、 87年10月のブラックマンデーにも拘わらず同年末の株価は前年末の10.9%高で
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図3・2 主要国の公定歩合の捻移
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あり、 88{[:末にはliir11:比36.6%高となった。 89年にも株価は上昇し続け. 12月18日には

TOP1X史上以前Miの2，884.80を記録し、年末には前年比22.2%高となった。この結果、東証

一部上場株式のIUj価総鮪も85年末から89年末にかけて183兆円(対GDP比57.1%)から591兆

pj (同149.2%)へと飛蹴的に明大し、 4年間の時価総額附加額408兆円は89年のGDPを上回

る規艇となり、金融資産と実体経済との君主離が頂点に述した。株価の上昇に伴い株式市場

の売買も活発化し、東証一 ・二部合dの1日平均売買高は85年には4億3，∞0万株であった

が、 88年には 10~む3，∞0万株へ主('.l2.4 í自の水準に達した。 80年代以降、ハイテク、輸出関連企

業の好調な企業収益に支えられ、膨大な経常収支以字のもと、機関投資家のみならず個人

投資家も大挙して妹式市場に参入し、空前の株式ブームに沸いた。もっとも、後に証券不

祥事を招いた営業特金なる資金運用が綜価の上昇に大きく貢献したことも事実であり、バ

ブル経済が膨張したのであった。

一点、地価の動向については、岡3・4のように80年代後半、大都市聞を中心とした地価

高踏が大規筏に進展し、東京圏の商業地地価は86年初から88年の2年間!で2.4倍となった。

80年代後半の地価動向には二つの特色がある。第一は都心の商業地から住宅地へと地価

が被紋的に高時したことであり、第二は東京圏の地価高騰が先導し、その後、大阪、名古

毘閤へ、さらに地方陶へと波及したことである。この結果、85年末には1，∞4兆円であった

土地資産総額(出民経済計算ベース)は、90年末には2.4倍の2，839兆円となった。この問、

GDP比は3.1倍から5.4倍へと上昇し、平均すると85年末から卯年にかけて毎年、 GDPのほぼ

50%に相当する額のキャピタルゲインが発生したことになる。

80年代後半の地価高踏については、東京一極集中榊造とりわけ、東京の世界都市化に伴

う京京改造が、民間 ・公共の双方で大規模に進んだこと、加えて、ノンパンクを含めた金

融機関が過剰な土地融資を行ったことにその原因があった。

土地への投機活動が実停経済にダメージを与える恐れがあると判断した大蔵省と日銀が

不動産向け融資の総吊規制を導入し、土地投機の抑制に乗り出したのが、90年4月であっ

た。ここにバブル経済は崩壊し、京京はその後遺症に痛めつけられることになった。

第4節 バブルまみれの世界都市東京の経済構造

ここで80年代から90年代にかける京京都の産業構成の変化を見ると、劇的な変化が生じ

てきている。図3・5に示されるように、プラザ合意の翌年1986年に都内総生産における製
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図3・4 J包伍上昇率の?笠移
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造業とサービス業の地位が逆転した。製造業は70ifの33.5%から87年以降は20%を切るよう

になり、サービス業は14.5%から90年には25.5%に述している。金融 ・保険業では85年から

88年に一気にピークをぷして以降、下降し、不動産業はサービス業とほぼ同協の傾向を示

している.

85年から90'rドにかける変化が著しいのは主としてrl¥l際的要因によるものか、関内的要因
に基づくものか興味深い論点であるが、まず、産業述関表によって東京経済の変化を確認

してみよう.

図3・6は. 1985年と90年における点京都の産業辿凶去を利用して京京都経済における産

業連関を凶示し、 85年から90年における東京都経済の変化を示そうとしたものである。こ

の図によれば製造業と公務 ・教育等の生産額は85年.......90年にかけて現状維持であるが、本

社1.35倍、サービスは1.77倍、金融 ・保険 ・不動産は1.62倍、そして建設業は1.5.......2倍近い

急上昇を遂げたこと、さらにこれらの産業部門は相互に需要を生みながらいわば fバブル

の循環jを形成しつつ地加したことがわかる。

まず、米京本社がどのような機能を果たしているのかを見ると、表3・3のように東京都

本社の生産額は23兆2725億円で全国の本社生産額の47.2%を占めており、その生産額の74.0

%に達する 17兆2310億円は東京都以外の道府県へ移出している。つまり、この金額は東京

都以外の財とサービスの生産に依存していることを示している。

製造業における本社の生産額は対全国比49.6%を占め.86.8%が移出されており、つまり、

他道府県の生産に依存している。とりわけ、東京都内の事業所のウェイトの高い活気機械、

精密機械、出版 .!:n局11業以外は移出場が95%前後と尚くなっていることが特徴的である。

他方、サービス業は本社生産額が全国比52.0%と製造業より高く、反面移出率は58.2%と低

くなっている.特に、広告情報サービス ・調査業、映画ビデオ製作の分野では都内の生産

に依存していることがわかる。つまり、東京本社の活動は製造業では全国の財の生産に影

響を与え、付加価値を股引し、本社活動が対事務所サービスの稲要を生み出し、サービス

業では都内のサービス生産から付加価値を得ていることがわかる.

従業者数でこの変化をみると東京区部全体で1981年から91年にかけて製造業従'JJ者が14

万人減少した一方で、サービス業で61万人、金融 ・保険 ・不動産業で19万人、辿設業で6万

人の大幅な地加がみられた。特に、サービス業の中で情報サービス ・調査業が18万人、専

門サービス業が10万人と対事業所サービスで顕著な附加がみられた。このように、バブル

の影響が大きなインパクトを与えていることは間違いないが、その引き金となったのは国
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表3・3 本社生産額等
(.IIl~ : ~F司. %) 

全国本社 東原本社 対全国生 東Ji'-都*
移出率

東**社 東京本社
移入率

部門名 生産額生産額産額比 社移出額 需要領移入額

(A) (8) (8/A) (C) 
(C/8) 

(0) (E) 
(E/O) 

京林主里;R 1115 193 17.3 188 97.4 23 18 78.3 
鉱業 1344 516 38.4 510 98.8 21 14 66.7 
|食料品 10264 4172 40.6 3964 95.0 446 237 53.1 
同義雄副品 3158 693 21.9 664 95.8 102 74 72.5 
パルプ・紙・木製品 4505 1685 37.4 1594 94.6 212 121 57.1 
製 化学製品 212261 117531 55.4 11156 94.9 1132 535 47.3 
石油・石炭製品 1743 1214 69.7 12101 99.7 6 21 33.3 
窯来・土石 4707 1935 41.1 1872 96.7 129 67 51.9 
鉄鋼 3356 1962 58.5 1936 98.7 57 31 54.4 
遺
至非福鉄金頭冨属

1845 1125 61.0 1091 97.0 53 19 35.8 
5561 3127 56.2 3004 96.1 232 109 47.0 

一般機械 13724 5672 41.3 5334 94.0 771 433 56.2 
電気機械 29011 17267 59.5 15370 89.0 2729 832 30.5 

~ |輸送綾城 11801 3418 29.0 3288 96.2 513 383 74.7 
|精密磁械 3874 2417 62.4 1774 73.4 956 313 32.7 
新聞・出版 8731 4722 54.1 1298 27.5 5421 1997 36.8 
|印刷・製版 61981 3261 52.6 22211 68.1 1977 937 47.4 
その他の製造工業品 7146 3464 48.5! 31801 91.8 541 258 47.6 

討 136851 i 67886 49.6 589581 86.8 15278 6350 41.6 
連設 72534 20654 28.5 17754 86.0 9657 6757 70.0 
電気・ガス・水道 8260 2074 25.1 1889 91.1 757 571 75.4 
商業 73505 44198 60.1 30602 69.2 22036 8439 38.3 
金融・保険 37370 21059 56.4 12738 60.5 14920 6599 44.2 
不動産 27971 17326 61.9 12559 72.5 7663 2896 37.8 
運輸 29578 8537 28.9 7013 82.1 4592 3068 66.8 
|通信・放送 4872 2325 47.7 1783i 76.71 1164 621 ' 53.4 
教育・研究・医療 11027 2094 19.0 1626 77.7 2036 1568. 77.0 
広告 5448， 4078 74.8 1553. 38.1 3373 849 25.2 
調査 ・情報 20486i 13358 65.2 6182 46.3 11004 3828i 34.8 
サ その他の対事業所サーヒス 44650 21954 49.2 14759' 67.2 14475 72801 50.3 

l映画 1978 1618 81.8 336 20.8 1518 236 15.5 
ビ劇場・興某 112 31 27.5 20 65.9 38 28 72.5 
ス 興作団 423 344 81.2 188 54.7 192 36 18.8 
業 その他の娯楽 3006 746 24.8 648 86.9 383 285 74.4 
その他のサービス業 12172 3735 30.7 3005 80.5 2089 1360 65.1 

昌十 88276 45863 52.0 26692 58.2 33072 13902 42.0 
合計 492705 232725 47.2 172310i 74.0 111219 50803 45.7 

(資料)東京産業連関表 1990
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際盟国であり、アメリカの対日経済戦略が東京をバブルにまみれた世界都市に追い込んだ

一つの~(~となったのである。大蔵省が不動産向け融資の総量規制を訴入し、土地投機の

抑制に乗り:Hしたのが、9O~1:4 f1であった。ここにバブル経済は船場i し、 ~tj~はその後遺症

に摘めつけられることになった。

第5節 巨大な文化消費市場の形成 一世界都市東京の文化と経済一

大企業本社や金融機関のー傾集中とともに、文化問での点京集中が若しく強まり、日本

全戸lから行if人円を京JRに引き笥せる大きな魅力を形成することになった。若者文化の形

成に大きな;括管カを持つ、マスメディアの東京集中は若しく、出版社数では80%、同売上

高では95%を占め、放送分野ではテレビ番組作製が80%をこえ、しかも在阪局の番組も今

や約半分が東京で作製されていることから実質的には90%程度のシェアを東京が占めてい

るといわれる.

現在の日本の若者にもっとも影響の大きな情報メディアであるテレビ放送局の周辺には、

各部スタジオ、芸能プロダクション、ニージェンシ一、番組企画、制作会社、調査会社な

ど関連する lMt~所が集積し、 TBS、テレビ朝日、 N干日正などが所在する赤按、六本木、そし

て渋谷界限はこうして全国ネットワークを形成する巨大放送会社を中心に、各種のメディ

ア関連産業が~h'するメディア峨下町となっており、新しい文化発信基地となった。

このようなメディア関辿産業が生み出すウォークマン、テレビ ・アニメーション、ゲー

ムソフトは今や日本の若者文化を代表するものとして間際的に輸出されている。以上のよ

うな文化娯楽産業の展開にともなって、都心再開発プロジェクトの中に、劇場、音楽ホー

ル、テーマパー夕、映閉館、美術館など複合的文化娯楽施設を核としているものが多くなっ

ている.中曽担内閣当時の民活型都市再開発のモテ.ルとなったのは西外山の京京グロープ

庄であったし、企業メセナ路線でセゾングループとライパルとして純い合った東急グルー

プは渋谷においてH 文化村H とパルコ劇場をデパートに併設する戦略をとったことは記憶

に新しい。

このような企業文化戦略はバブル経済とともに花を開いたと宮えるだろう。(堤. 1996) 

それでは、見i京もニューヨークやパリのように世界都市にふさわしい国際的文化機能をも

っに至ったのであろうか。残念ながら、東京は世界的な巨大文化消貨市場ではあっても、

国際的に評価される文化ull造の拠点となっていないのが現実である。次に、;芸術文化の提
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(J~サイドと享受サイドの両面から分析している『京京都における文化環境及び文化活動に

|則する調査J 0996年6月)によりながら東京の芸術文化活動の特徴を明らかにしてみよう。

まず文化胞設の状況について凡ると、劇場 ・ ホールは全国的に 1980~f代以降最近まで急

ピッチで辿設が進み、ほぽ4'"'-'5fJにl館のペースで新しい施設がオープンしており、劇場 ・

ホールの建設ブームが進行していることが指摘できる。全国2，121館のうち東京は最多の262

館であり、全信lの12.4%を占めるにすぎないが民間施訟の約半分にあたる148館が集中して

いる点に東京の特徴がある。施設而での特徴は、かつてのような多目的ホールは少なくな

り、オペラ、コンサート、演劇など専用ホールのill設が当たり前となり、同一施設内に大 ・

中・小の専用ホールが併設されるケースが増加している。都内では都心地域 (71館)と山

の手地域 (64rui)に施設が集中している。美術館についても80年代は全国的に建設ブーム

が続き、東京都には全国の18.0%にあたる103館があり、うち78館が民間で占められ、これ

は全国の11%にあたっている。また、ギャラリーについては、ほとんど民間で占められ、

京京都に全面の55.5%にあたる770館が集中し、とりわけ銀座地域は世界有数のギャラリー

集積地として芸術マーケットを形成している。 1"1物館については、*京都は北海道に次い

で第二位となっており、数の上で優位性はない。次に、アーテイストと芸術団体について

見ると東京の!.I!qJ度の高さが示される。アーテイストの人口は1960年代以降全国的に附加

傾向にあり、 25年間で4倍に悶えている。アーテイストの東京都シェアは音楽家、俳優、文

芸家、美術家合計で30.3%を占めるがとくにプロの音楽家 (47.7%)、プロの俳優 (44.3%)、

文芸家 (45.9%)のシェアは全体の約半分に達している。芸術団体についても、プロの音楽

団体や劇団の東京都シェアは憎めて高く、オーケストラ ・吹奏楽団で46.1%、室内楽団 ・合

~団で8 1.0% 、オペラ団体 ・ 合唱団で88.8%、劇団で74.9% となっている。従って、舞台芸

術の公演数についても東京シェアは高く、 i寅l~IJ公ìíii放の7 1.7%に達し、中でも新劇では92.0

%が東京で演じられている。舞踊公演については48.6%が東京で公演され、とりわけ現代舞

踊については74.7%、児童舞踊においても68.4%を占めている。一方、クラシック音楽j員長・

会数では点京シェアが合計で35.7%となっている。特徴的なことはバブル景気の中で外国の

若名音楽家による演奏会が増加し続けていることである。

以上のように、京京では全国で肢も多段な芸術文化の促供が行われていることが確認で

きる。芸術文化の享受サイドを凡ると、鑑賞活動と参加型文化活動とに区分できる。まず、

鑑賞活動の傾向を見ると、美術鑑賞クラシック音楽鑑賞、ポップス鑑賞は参加率が附加し

ているが、i京芸 ・iJit削 ・舞踊鑑賞は横ばいで、映画鑑賞は低下している。東京都の特徴は
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いず.れのジャンルでも参加率が全国より高く、男性より女性が高くなっていることであり、

中でも泌ぷ ・ 泌I~II .鈍踊の火性の参加率は全国平均よりも15%以上、*京都の男性よりも

20%近く上回っていることが示される。参加型文化活動については鑑賞活動よりも低く，

10年間各ジャンルとも横ばいないしは漸減傾向となっていることが指摘できる。では、東

京都はどのような文化政策をもち、どのように文化予算を投じてきたのだろうか。

文化政策のf(riで京京都は1981年に発足した東京都文化懇談会の従三を受けて全国に先駆

けて1983年に「京京都文化振興条例j を策定し、顕彰制度の創設や f文化胞設の充実Jを

進めてきた。財政而でよ~ると、点京都の総文化芸術経~~は1983年度から92年度までの10年

間で4.8的になり、会副の文化予算の伸び率 (3.1倍)よりも上向り、 1992年度には都が

495.2億円([ci)年の文化庁予算496億円とほぼ同じ水準)で区市町村の428.4億円と合わせて

923.6位、円に述している。 1987年以降、文化芸術経費の伸びが急に大きくなったのは「都立

の文化施般地位aJの急増によるものであり、江戸東京博物館、東京芸術劇場、東京都現
代史術館、東京国際フォーラムなど巨大施設の建設が相次いだ。このため、 86年度には文

化施設建設t~の制合が20%強にすぎなかったが、 92年度には84.3%に述している。このよう

に文化芸術経伐においてもハードの建設が量優先され、ソフト's1!lとともいうべき芸術文化

事業費のウエイトはますます下降している。

こうした状況の中で第7次文化懇談会では東京の文化状況に関して、文化の国際的巨大消

1't市場ではあっても芸術文化の創造という面が弱く、世界から認知されるような東京の文

化の創造はいまだ果たしていない、あるいはまだ、ソフト商を十分話めきらないうちに、

施設の捌ぷが先行されているという内容の討論がなされていることは傾聴に他する。

この点で、グローパルカルチャーの創造都市ニューヨークと点京と比較した場合、次の

ような特徴が浮かび上がってくる。

:t<3・4によって京京とニューヨークの芸術文化の経済効果を比較するとニューヨークは、

音楽、オペラ、 i荷車1)、ダンス等の舞台芸術と美術館、博物館などの非営手IJNon-Profitの芸術

機関の割合が大きく、-*京は商業ベースの芸術文化及び、テレビ、映画などの比重が大き

いことが示されるのであり、ニューヨークの方が商業ベースから離れた芸術創造の機能が

毘視されてきたことが分かるのであり、東京の文化の質が問われることにもなると思われ

る。(吉本 ・片岡， 1994) 
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表3・4 *京都ーニューヨーク大都市圏における芸術文化の経済効果

直接効果

項目 直接効果 (1992年初期値) 直接効果構成比

東京 NY-NJ 京京 NY-NJ 
東京 NY-NJ 

(百万円) (百万$) (百万円) (%) (%) 

劇場 49.577 11.7 
非営利の

美術館，博物館，動物 芸術機関
1.331 256.883 26.9 

国，描物園，水族館 3.314 0.2 

画廊・オークションハウス 398 76.814 . 8.1 

9Q府団 商業劇場
. 
189.507 451 87.043 3.0 9.1 

映画・テレビ 802.633 1，444 278.692 49.3 29.3 

芸術目的の来訪者消費 581.699 1.311 " 253.023 35.8 26.61 

合計 4.935 952，455 100.0 100.01 

生産波及効果

項目 生産法及効果 構成比

東京 NY-NJ 東京 NY-NJ 
東京 NY-NJ 

(百万円) (百万$) (百万円) (%) (%) 

劇場 91.945 11.4 
非営利の

美術館，博物館，動物 芸術機関
2.720 524.960 27.7 

閣，植物園，水族館
5.259 0.2 

画廊 ・オークションハウス . 840 162，120 . 8.5 

奥行団 商業劇場 326.336 905 174，665 3.2 9.2 

映画・テレビ 1.452.658 3.045 587，685 50.6 31.0 

芸桁目的の来訪者消費 994，600 2，320 447.760 34.6 23.6 

合計 2.870.798 1.897.190 100.0 100.0 
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第6節 バブル崩壊と「世界都市・東京Jの構造転換

バブル経済のJbi段と共に東京ー傾集中現象に変化が見え始めたと言われている。例えば、

1994年6月に発点された f四全総総合的点検調査部会報告』や1995年11月に発表された『首

都間基本計図フォローアップ恕政会報告書』によると、東京圏への人口の転入超過数は

1987年の16万4，∞0人をピークに減少を続け、ゆ93年度・にはマイナスとなり、逆に、地方圏

全体では転入超過に転じており、京京一極集中状況は「フロ一面で変化が見られJ、 f新

たな局面に入りつつあるJと述べている。そして、地方閤では、札幌 ・仙台 ・広島 ・福岡

など地方中抱都市悶で拠点性のiQiまりと人口噌加が見られ、地方中核都市では岡山 ・熊本 ・

金沢などの成長する都市と停滞する都市と問で成長の分化が見られるとしている。

東京国における高次都市機能の集積は依然高いものの、学術研究機関従業者数などシヱ

アの低下しているものも見られる。さらに、工業生産機能や高等教育機能もシェアを搭と

している。また、 「東京都産業Jili開表J (90年版)においても財 ・サービス部門に比して

民間企業の本社部門のシェア低下がみられる。

しかしながらこのことは取純に、一極集中の弱まりと理解するわけにはいかない。人口

や学術研究機関従事者数の動向は、東京圏では伸び悩んでいるが首都圏の広がりで見れば

引き続き増大しており(図3・l参照)、経済機能なども、むしろ、質的な意味で一概払中

が強化され、東京を頂点とするヒエラルヒー構造が強まったと解すべきであろう。バブル

WJの地価高峰によるオフィス ・コストの負担増加を避けるため大企業は本社部門のうち国

際業務機能などは都心に残すー方で、広域(ブロック)管理機能や研究開発機能の一部を

地方中枢 ・中核都市に移動し、また、より安価な労働力を求めて、製造業大手企業も下町

け中小企丈もともに生産機能をアジアに展開した結果であるに過ぎない。従来なら、京京

間からの工場訴致に期待を賭けた地方閤はアジア地峨との競争に破れることになり、地域

rm不均等発展はより鉱大することになった。

すでに見たように f世界都市Jとしての東京の特徴はニューヨーク ・ロンドン ・パリに

比べて製造業のシェアが高く、逆に対本業所サービス業、特に企業の国際的ビジネス活動

を支える専門サービス業の集泊が劣っていたことであった。だが、 80年代を通じて金融の

国際化 ・自由化が進展し、東京間際金融市場は一時的に急成長した。マネーマーケットの

飛躍的拡大と都心(丸の内など)への外国金融機関や専門サービス業の進出によるオフィ

スピル需要の地大は、株と土地の投機を引き起こし、バブル経済の中で東京改造(アーパ
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ン・リストラ)が進行した。 86ifからの4年間で430兆円に述するキャピタルゲインが先生

したと行われるが、バブルが崩壊すると不良債権を抱えた凶内の金融機関は経営危機に陥

り、外向金融機関は東京から芥港 ・シンガポールへと移動を始め、 f金融空洞化Jの恐れ

がでてきた。(植田 ・深J.(;，1996)アジアの世界都市の地位を巡って競争が激化している.

園内的には、依然として、一同集中 ・オールマイティ型を維持しているが、反対に国際的

には、閉鎖的な金融システムのため優位性を失ってしまい、日本型世界都市の実像が鮮明

となったのである。こうした中で95年4月の東京都知事選挙は f無党派革命Jという結末と

なり、鈴木前都知事が進めた「世界都市戦略」の破綻は明白になったのである。

第7節 東京臨海開発の破綻と東京都財政の危機

鈴木前都知事の引退は「高齢であることJを表向きの理由としていたが、京の理由は、

臨海副都心開発の破綻に象徴される大型開発優先型都政の招いた財政危機の深刻化にある

と雪ってよい。

では、臨海副都心開発計耐とは一体向だったのであろうか.

1987年6月に発表された「臨海部副都心開発基本協想jによれば、面積448ヘクタール

(うち新規埋め立て80ヘクタール)の敷地に f東京テレポートj を中心とする国際情報ビ

ジネスセンタ一、国際展示場、ホテル、コンペンション施設それに超高層住宅群と新交通

システムを建設し、就業人口11万人、居住人口 6万人、出入人口45万人の未来都市を造ろ

うとするものであった。

当時の東京は、グローバル経済の主役として躍進した日本経済の指令培として、ニュー

ヨー夕、ロンドンと並ぶ、 rt世界都市Jの地位を確立し日の出の勢いにありロンドンのドッ

クランド開発とともに、世界都市戦略のショーウインドゥとして臨海副都心が位置づけら

れた.

ところで、当初3兆4，200億円と発表された臨海開発の総'Jl業費は4年後の91年には約10

兆円に膨らんだ。このうちの半額にのぼる5兆円は基盤1史的政でありさしあたり都が負担

するが、最終的には進出企業から受け取る地代、純利金でJHiい、進出企業は自ら辿設する

ピルテナント料で地代等を回収する仕組みになっていた。しかし、パ7'ル経済崩壊と、オ

フィスピルの供給過剰により企業の進出意欲は冷え込み、契約に難色を示す企業が続出し

たのである。あせりを感じた東京都は土地代のダンピング(平均40%)や容積率の引き上
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げを行い、土地の貸付β式も当初予定していた新土地利用方式(借地縮割合5割、地代上

持率8%、30if後撤退の場合その時点で評価し給付金支払)から通常の長期貸付方式 ((l'j

地椛古IJ合7'J;IJ、地代上昇率3%)へ変更した。

にもかかわらず、契約予定企業のうち、東武鉄道が砕退し、住1x.商事も契約を渋るなか

で、予想される地代等の収入は約7兆円から l兆5千億円へと激減し、都が肩代りする器

能整備'J!(5兆円は 3分のlしか回収できないことになった。さらに、仮に将来地下が下認

すれば30年後の収支でも利払いが収入を上廻り、-*京都財政は借金地~~に陥落する寸前で

あった。

では、東京都の一般会計予算はどのような状態にあるのであろうか.

東京都の投入は他の都道府県と比べて景気変動に感応し容いといえる。その理由は地方

交付税の不交付団体であることに加えて、都の践入の大宗を占める都税の中心をなす法人

二税(法人住民税 ・法人事業税)が);(気変動の影響を受けやすいためであり、図3・7のよ

うに91年以来4il:::連続で前年比マイナスを記録している。 94年度の都税収入見込額は4兆

円の大台を割り込み、 7年前の87年の実績をも下回る規棋となった。

この都税収入の落ち込みの影響を受けて94年度の一般会計予算規肢は前年比マイナスと

なっているが、特別会計を含む財政全体の規模は過去品高となっていることを見落として

はならない。このため、不足する財源を起債と基金の取崩しに求めたのである。以上の結

果、図3・8のように珪債依存度は3.1% (90年度)から11.7%へと急上昇し、財政の硬直性

を示す経常収支比率も68.0%(89年度)から81.5%へとハネ上がり、要注意のレベルに近づ

いている。

さらに、税収不足分を補填するため図3・9のように財政調整基金1，219億円と減債基金655

億円が取崩されこの二つの基金は残額が1，642億円となった。 89年度末ではl兆1，825億円に

注していたものをその後5年間で使い果たしてしまった。

それでも不足する額は公共料金の他上げに求められた。上下水道料金、パス ・地下鉄運

賃、大学入学料など合計75億円の収入増となっている。以上のような公共料金値上げは庶

民の家計負担となり不況の回復を遅らせることになるのは言うまでもない。

他方、歳出抑造はどのように変化しただろうか。

最も特徴的なことは既に述べた f臨海副都心開発Jとここを舞台とした世界都市博覧会

関連事業、いわゆる「東京フロンティアJとを担域化し、最優先課題として表1のように

予算化してきたことであり、例年度予算においても3，272億円の巨費が臨海副都心関連ゆ業
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に投じられた.一般会計自的別政出椛成比において、このような f都市の整備」は91年度

の20.5%をピークに急上昇してきた.新都庁舎、東京江戸博物館と大型建設事業が続き、以

後も国際展示場2，754億円、東京国際フォーラム1，633位、円、新海面処分場8，400億円と巨額

の大規棋施設辿投が担えていたのである。

この結果、性質別歳出構成比をみても投資的経質が13.7%から93年度の27.7%をピークに

急上昇を示しており、しかも一時好調であった独自財源の伸びをベースに、都の単独事業

技分の伸びが目立っている。

もっとも、凶3・10のように出投手業のうちでも r{t宅の建設Jは4.3%---5.6%の低空飛

行を続け、 f教育と文化Jに至つては、 21.4% (83年度)から15.5%(92年度)へウェイト

を下げ、世界都市整備と優先順位が入れ替っているのが特徴的だ。明らかに、 f臨海開発j

がその他の行政経t'lを圧迫しているといえる。

例年10月25日、点京都は『最近の都財政に闘する研究会』報告告を発表したが、この中

ですでに述べた深刻な財政状況を「冬の時代j と認諾し、今後3年間も毎年2，000億円以上の

財源不足が見込まれるため、都政のリストラをすすめるとしている.具体的には、 95年度

以降予算編成にあたって， 15%のマイナス ・シーリングを行なうこととし、都消費者セン

ターのリストラ、都立青年の家等各稀施設の統合 ・再編成、病院や特別養護老人ホームの

給食調理などの民間委託の推進、都立高校入学料の徴収、事業系ゴミの有料化等々54項目

の見直しを求めている。その一方で、前述の f臨海開発j 関連大規慎建設事業については

f聖域j とされてきたため、 「都民不在の都政リストラj と言われでも間違いではない。

むしろ青島新都知事の登場前に、臨海開発の見直しが必要だった。

般綻した「世界都市戦略Jに代わって都心の f産業コミュニティJの再生の取組みが注

目される。

第8節 東京都心の「産業コミュニティJの再生

東京の城東工業地域の中心に位位する墨田区は近代産業発祥地の一つであり、現在まで

「産業のまちj として特徴づけられてきた。区内には商工業を中心に2，300をこえる事業所

があり、ニット、金属加工、皮革、家庭用雑貨、その他日常生活必術品の生産を中心に商

業、サービス業なども含めて相互にネットワークを組んで多品種少日生産を得意とする

「産業コミュニティjを形成している。従業者19人以下の小規様事業者が93%(9人以下
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では84%) を占め、 5∞人以上の 'J~業所は17にすぎず、圧倒的に中小企業主体の地域経済と

なっており、これらの引業所に働く184，∞0人のうち、多くは区内に居住し、 「職住近接j

「商工{主出イ1:Jの地域社会を椛成している。

このため、区は産業顕興を区政のι重要課題として位置づけ f工房ネットワーク都市J
という都市保を打ち出して、先駆的でユニークな施策を展開している。とくに、最近の急

激な社会経済成境の法化に対応して、 (1)長期的・総合的視野に立ち地域性を生かした活

力の.u111仏 (2 )工房ネットワーク都市にふさわしい創造的都市型工業集積の形成、 (3 ) 

rl~t~生活の多版化に適応したコミュニティ性~かな都市型商業の育成を 3 つの柱として創

造的な産業行政を悦楽している.

その代占的な胞策は r3 ¥1運動jである。この運動は f中小企業のまちJである墨田を

見直し、区内産業と区内生産品が f正当な評価Jを受け、さらに fより高い評価Jを受け

るようにするためのイメージアップ迎動として、 85年より取組まれ、次の3つのMを冠す

る運動からなっているo (関， 1995) 

(1) r小さな仰物館(ミュージアム)J運動一一盛田区を象徴する産業と文化にかかわ

る「ものJのコレクションを、工場、作業場、民家の一部に展示して、 PRに役立てるも

のであり、現在、 23館がオープンしている。

( 2) rマイスターJ運動一一出回の産業を支えて、付加価値の高い製品づくりの技術

を体符した技術者をマイスターに認定し、その技術を公開して、次世代へ継承するととも

に新技術の育成を図るものであり、 42名が認定され他都市のマイスターとの交読も計画さ

れている.

( 3 ) rモデルショップJ運動一一区内企業が直営する「話題の庖Jづくりをめざし、

工場の一角に生産者自らが、区外からも多くの人が集まってくるような fはやる庖Jをつ

くり、他にはない自社製品をアピールしていこうとするものであり、4庖舗が指定されて

いる.

この r3 ¥{運動Jの次のステップとして、 92年度から fイチから始めるj運動を展開し

ている.この運動は「島田を売ろう、世田で売ろうJをスローガンに墨田で作られている

「イチばん良い」もの、 「イチばん新しいjものを「イチばん始めにJ毘回で売ろうと定

期的に fイチJ を開催し、多くの人々を呼び込むことで産業と地域を活性化しようとする

ものであり、現在硝子組合が f硝子同業市Jを毎月15日に実施している。

引き続き、墨田区は3¥[運動の拠点施設として「すみだ工民文化ギャラリーjの設置を
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検討している。以上のようにこのユニークな運動は中小企業が担ってきた 「モノづくりj

の初判lを彼統させ、生産者と生活占の直接の交流の場をつくって、地域の産業と文化を活

性化しようとしているのである。

盟国区ではさらに、区内の多岐な生活財関連産業(ニット、アパレル、鞄、袋物、靴、

アクセサリ一、ガラス等)の競争力を高めるために、これらの産業が新たな生活文化を催

案し、催れたデザインや確かな技術で商品の開発、生産、販先が行えるよう人材育成を行

い、研究開発への支怨や展示交流を行う場としてファッションセンターの構想をすすめて

いる。

また工場の区外への抗出を防ぐため、工場アパート(工房サテライト)のiI!設や、工場

立替え間貸工場(テンポラリーファクトリー)の設置をすすめ、新規創業者支援として、

立ち上がり支援制度やIW.QIJ出支控制度なども民1mしている。

とりわけ、長期化する不況に対応するため区強自の中小企業向け融資制度の充実をはか

り、今年度は既存の僧資制度の拡充(利率の引下げ、据置、返済期間の延長、限度額の引

上げ等)とともに、中小企業者緊急生活安定資金融資制度の新設も行っている。また、区

内在業の受注拡大、販路拡張のため、大企業発注抱り起し作戦、区内生産品等販諮拡張w

業、ふれあい強化販売促進事業など多彩な支援事業が展開されている。

では、こうしたユニークで多彩な中小企業支援施策を進める行財政はどのような特徴が

あるのだろうか。

まず財政面からみると、墨田区の産業経済fiは、 89年度115億2，500万円、 90年度15億

5，∞0万円、 91年度67{i!.5，400万円、 92年度3S{な7，800万円、93年度30倍、8，300万円、 94年度24

(在f.3，I00万円(但し、 93・94年度は当初予算額)とー般会計の2.0%.......8.4%の問で推移して

いる.このうち、 91.......93年度は工場サテライトやテンポラリーファクトリー事業などの建

設事業が予算を押し上げているのであって、 94年度予算は実質地加と判断してよい。

しかも、注目してよいのは例年度予算のうち、都支出金5，∞0万円分を除く、 99%が独自

財源による区の独自事業であることである。

次に行政組織としては82名が配むされ、人口22万人の基礎的自治体としては産業行政に

置くウェイトが高い。一般に都道府県と異なって基礎的自治体では産業政策の専門家が育

ちにくいと言われているが、墨田区の場合、職U研修の際に「区の産業振興Jをテーマに

取り入れ「産業振興Jがなぜ区政のiH点課題かを周知徹底しており、また、焔・に二人一組

で業務を担当する体制をとることによって職員の移動があっても行政水準を落とさない工
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夫がみられ、ここの臨日の取組みの資勢が前向きである。

さらに、 ql小企業振興施策展開の拠点として、すみだ産業会館 (83年開設)とすみだ中

小企業センター (86年IJIl，:立)が設はされ、前者は区内産業の展示会、見本市、さらに産業

的報サービス、各組の研修室など、後者は経営・技術相談から、マシニングセン夕、 CAD

/CAM、三次元d[IJ定機等の開放利川処投まで備え、中小企業のための総合サービスセンター

となっており、個別企業のみならず異業種交流グループや共同受注グループなどが活発に

利用している。

また、巾小企業センターには区立図~}館や集会所も併設され f産業と文化の調和j をめ

ざした桜合施設として全国的にも例のないユニークな施設であるということができる。

以上、山田区の産業施策の特徴を垣間見てきたが、なぜ、 「墨田区がここまでやるのか」

と振り返って考えてみるとき、地域経済の将来に対する危機感があったように思われる。

70年代後半のオイルショック当時には、区内産業が停滞し、工場と人口の減少が著しく、

60年には33万人あった人口が23万人へと急減していたのである。この時、中小零細業者が

立ち上がって、 f中小企業の発展なくして聾田区の将来はなしリことを区に要求し、遂に

は、区内産業の悉皆悶査を実施させ、その土台の上に区内産業を守る区の態法ともいうべ

き「中小企業振興基本条例J を79年に制定させることに成功したのである。

その当時、姥川京都民主府政の実紋など一部を除いて、基礎的自治体は専ら国や中小企

業庁の補助事業をこなして行くだけの消極的姿勢であったが、盟国区は「条例J制定後、

区内産業の実態を分析し、創造的な施策を展開し始めることになったのである.

これこそ「住民参加によるまちづくり j の産業政策版、内発的発展の典型例の一つであ

る。これまで、内発的発展は過疎の脇山村の f地域おこしj であるとか、金沢など地方都

市の発阪戦略として1理解されてきたが、大都市圏においても、とりわけ、世界都市 ・東京

の足もとにおいてこそ、都市再生の切り札として位白づけられるのである。

以上， 1980年代からバブル経済崩壊後の90年代にかけて、東京経済の構造転換を分析す

ることを通じて、ニューヨーク、ロンドンと並び「世界都市クラブJの-.0として、過大

評価されてきた東京の実像に迫った。

結論的には、アメリカ経済救済のための資金供給都市と位世づけられることによって、

東京の国際機能セクター化が急がれ、対米協調的経済 ・金融政策のもとで、 「バブルまみ

れの世界都市jへの明落したこと、同時に、集中葉雨型輸出体質や閉鎖的金融システムの
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iil存など日本~~l経済システムの弱点が、世界都市東京に投影され、その地位が低下する傾

向にある。

京京を生日文化都市として再生させるためには、大規模開発を徹底的に見直すとともに

都心の産業コミュニティの再生を州に文化や産業の創造空間として点京を再構築すること

が求められている。

注

1) 町村敬志の省官は、バブルJifi.l笈後のt世界都市戦略の破在、とは距離をおいて、世界都市を客観的に

分街しようと究めており、さらに、 S.サッセンが繍出したグローパル・コマンド機能の存在が東京

という都市社会に引きおこす変容の度合を確認する作業にカを注いでいる.本i!f第3意の「リスト

ラクチャリングの経済的基盤j はn系多国籍企業の組織変符と都市経済の変容とを分析しており注

目される.

一方、加茂は位界鶴市の概念史をゲーテとシュベングラーに遡って、その「世界性jの検討を加

えつつ、日本~l位界都市の締造的弱点の検討をも進めている.加茂によれば、とりわけ、国際金融

におけるニューヨークのヘゲモニーは、アメリカの金融制度が事実上の世界関僚となり、ロンドン

とともにアングロ ・アメリカンの世界支配が強まっているもとでは、専ら園内的に護送船団方式を

1%周し、国際化をおこったってきた日本の金融資本は太万打ちできず、 f金融の空洞化J現象をも

たらしてしまったと、閉鎖的世界総市の締造的欠陥を街繍している.

2) 村田喜代治l立政京の「産業母ffi5r1i機能j を次のように線定している. r }t!*の工業の特徴は個別

的な製品の~Uをi街の大きさにあるのではなく、日本の工業発展を先導する機能を持っている点にあ

る.東京は日本における f産業母都市j としての懐能を持ち.8本の技術悠新をリードする役割を

担っているo JUYi(には規模は小さいが、先端妓係iを~q.入して高い水準をもった多極多係な工業~団

が形成されている.これらの工業鮮は特定品穐の生産を継続的に行うよりは、国公立の基礎研究倹

関や企業の企両 ・研究開発部門の成果に対応して、先自前段係iと熱線技能を融合させる高度の複合俊

能を待っている.

多品衛少低、高難度の製品を短期1::1で納入し、研究 ・開発機関の要30に応じて新部品の開発や紙

作を行う中小煩悦の基盤産業U~が機能的なネットワークをj形成している.このような「原型t1IJW機

能J が日本の工業発展に基礎的役割を果たし、業極の枠を超えた技術交流を進めて「融業{ヒJを促
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進し.Rt栄町都rti飯能を果たしている.東京の主製工場は研究控室能と述燃するとともに、多憾な関

連工場に支えられて、技術開発と別品開発を進めている.t式作 ・試用を通じて新製品の性能や品質

がほ認され、 IUi品として需要が比込まれた段階で他方のf1¥産工場の工程に移される.このように.

京女の工場は「母工場j としての性絡を強くもち、知設m約化が積極的に進められている.他方、

東京の優れた現段は多くのベンチャー ・ビジネスを生み出している.ベンチャー ・ビジネスは惣自

の技術や製品を開発して、ハードとソフトの領岐にわたって着実な成長をとげ、わが国先立高産業の

発展に貢献するとともに、地主主産集活性化の該ともなっている.J (r産業母郡市 ・東京J5-6 

ページ)

こうしたF託業fiitf;市 ・東京のゆでも.とりわけ、ハイテク時代のモノづくりの鎚点として大田区

を中心とする峨F街地域の工業tJH貨を開泌T'は fナショナル ・テクノポリス と呼び、次のように述

べている.

「大田区機械金属工業は加工技術の広範な鉱がりを基慌に、基礎研究、 開発、紙作機能が地域的生

産体系と密接に結びつき、先端技術の時代の新製品の研究開発のE重大の惚点として認識されるにい

たっている.さらに、技術的に高度な加工や部品については、全国レベルで域南地岐に依存せざる

をえないなど.日本綾械工業の開発処点としての役割を煩っていることもいうまでもない.

このように、大田区を中心とする減I有機械金属工業は.全国に展開する後械金属工業の中でも特

異な性絡を帯び、続;心隣接による地価高!i.住工混在に杭みながらも、その中小宅細工場の膨大な

m般の内面に.日本侠械工業発展のための愚も基礎的な支持基盤を形作っているのである.そのよ
うなところに、ナショナル ・テクノポリス大田区における機滅金属工業の隠立った特質をみていか

なくてはならない.J (向上101.......102ページ)

最近. 東京総大田区の清田 ・ 大I~地区の中小工場地併を歩いた.かつて.法むノリの干場が一面

に広がっていたこのあたりは、今や"ナショナル ・テクノポリス"と呼ばれる産業コミュニティヘ

と変貌した.

とはいっても、東芝 ':¥ECなど世界に冠たるハイテク大企業の巨大工t誌が立ち並んでいるわけ

ではなく、80%以上が従業員9人以ドの零細企業の町工幼であり.これらが住宅と商庖街と一体と

なった惣特のコミュニティを形成してきたのである.もともとは、東芝や:'¥ECなどの下ot1企業と

して某泊してきたこれらの町工場は.70年代の二度のオイルショックを経験する中で大企業からの

「自立Jの近を慌索し始めた.祈りから進行するマイクロ ・エレクトロニクス (NIE)革命を前向

きに受けとめて. 現~に ;._lE機認を羽入しつつ、本来かれらが得意とする腕人的な微細加工技術に

的きをかけ.ニッチ(すきま)市幼に自社ブランド製品を送り込むことで、自立の地歩を固めた.
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大田区のft業行政も.g~業級交流など企業問の f繍j の関係を積極的に強化することで零細企業の

ネットワーク化の支援を行ってきた.こうした努力の結果、ハイテク大企業の試作 ・量産工程は大

田区のハイテク町工場の技術と出品彼きに成り立たないとまで評価されるほどになった.

だが、世界的にもまれな大田区のm業集積も、バブル経済下での地価高勝と、バブル崩峻後のi吐
紀末不況のダブルパンチを受けて、多くの町工場が弁亡の危機に立たされているのである.

この不況の中で町工場は、どのようにして危機を采り趨えようとしているのかを知るために、大級

担作所(従業μ68人)を訪ねた.社長の大橋正義氏は、危機だからこそ「個人の自立と企業の自立j

が大切だと古う. r大企業の経質削減 ・下dt1整理の厳しい経営戦略に対抗するために、零細企業は

自立しないと経営が成り立たない.J r自立のためには回11の技術力が不可欠である.J rそのた

めに零細企業は労働者の r人間カ』を高める必要がある.だが、これは低賃金長時間労働によって

達成できるのではなく、労働者の働く環境を改蓄して、共に育ち合う信頼関係を作り出すことこそ

重要である.Jと社長は語った.大企業でさえ (大企業だからこそ)できないことに挑戦する大柄

3製作所の心意気に、東京の町工場の未来を見た思いがする.
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第4章創造都市への金沢の挑戦

はじめに

ボローニャとともに金沢も人口45万人のヒューマンスケールの都市であり、旧市街地を

中心に古い家並み、伝統芸能・工芸を育む生活文化、山と川に固まれた都市環境に恵まれ、

独自の経済基位を保持している。

日本の多くの地方都市が、東京の支庖経済都市となったり、企業械下町やコンビナート

都市と化して、オリジナルな文化と経済基盤を失ってきたが、例外的に金沢は文化と経済

のバランスのとれた内発的発展を遂げた都市として評価されてきた。

金沢経済の分析と評価については、すでに宮本態ー及び中村剛治郎両氏の優れた業統が

あり、われわれはこれらの研究をふまえながら砧近の動向を検討して、創造都市への挑戦

をめざす金沢の課題を明らかにしていきたい。

金沢を品初に内発的発展の典型と位置づけたのは、宮本憲ーである。宮本は『現代の都

市と農村J及び『環境経済学』において内発的発展の原則を次の4点にまとめた。

第 lは、地域IJ日発は大企業や政府の事業としてでなく、地元の技術 ・産業 ・文化を土台

にして、地域内の市場を主な対級として地域の住民が学習し、計画し、経営するものであ

ること。

第2は、環境保全の砕の中で開発を考え、自然の保全や美しい街並みをつくるというア

メニティを中心の目的とし、福祉や文化が向上するような、なによりも地元住民の人格の

確立をもとめる総合目的を持っていること。

第3は、産業開発を特定業種に限定せず複雑な産業部門にわたるようにして、付加価値

があらゆる段階で地元に帰属するような地域産業連闘をはかること。

第4は、住民参加の制度をつくり、自治体が住民の意志を体して、その計画にのるよう

に資本や土地利用を規制しうる自治権を持つことである。

その上で、都市の内発的発展として神戸市兵野区と並んで、金沢市の成功事例を以下の

ように高く評価している。

f北陸地方では外来型開発の典型が富山一高岡であり、内発的発展の典型が金沢である。

金沢市は長線維工業から出発して自動織機の発明によって機械産業を発展させ、両者を軸

にしながら、金属、縫製、印刷などの短雑な都市型工業を地元の中小企業の手で発展させ
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た.1詰近では、ハイテクを駆使した自動ピン詰めの機械や工作機械などが全国市場で若名

となっている。

金沢市には富山市のような中央の大企業の工場はなく、地場の中小企業の事務所ばかり

である.しかし、第2次産業の庖用人口は大きく、ほぽ2倍の人口をもっ仙台市なみであ

る.つまり、産業のバランスがよくとれている。工業だけでなく商業やサービス業も地場

資本が中心なので、あらゆる段階の付加価値が地元に附属する傾向がつよい。これにたい

して、日山一高岡地域の場合は工業の利潤や他部門の付加価値は東京や名古屋などの大都

市に脳出する。製造品の出荷Mが大きく、従業員 l人当りの生産額では、富山一高岡地域

は金沢市をぬいているが、 l人当り分配所得では反対に金沢が高い。富山一高岡地域が公

苫デパートといわれ、一時期は深刻な公害問題がおこった.これにたいし金沢市は内陸工

業地掃であったことが幸いして、公害はほとんどなかったといってよい。アメニティや文

化の面では、金沢市は全国有数の都市であろう。 J (宮本. 1989) 

このような宮本の問題従起に応え、地方都市 ・金沢の内発的発展史を克明に研究し、そ

の条件を理論化したのが中村剛治郎である。

中村剛治郎は、金沢が明治維新以来の長い衰退を克服し、自律性のある地方工業都市と

して再生した過程の特徴に注目し、以下のように地方都市の内発的発展の5つの特徴とし

て理念化した。

「第 1に、金沢の衰退や新たな危機の時代に、新しい地成産業の創出や地域産業の再編

成に意欲的にとりくみ、金沢の再生と新たな発展方向をきり拓いていく優れたリーダーが

登場した。それが、多数の経済人や労働者、行政を結集し、金沢経済の内発的発展の起動

力となった。地域イノベーターやその担い手たらんとする市民の主体性こそは、地方都市

の内発的発展の程動力であり、 mーの条件である。
第2に、地域の自然的社会的歴史的諸条件を、新しい角度から地域独自の発展ポテンシャ

ルとして見つめ重し、新しい地境産業の創出や地域産業の再生のための比較優位の条件に

転化する創意性と工夫が求められる。金沢は、高度な伎術や大きな資本を必要としない、

地元資本でとりくめる大企業に不向きのすき間産業を選択し、雪の多い多湿地帯?という気

候条件や工場労働力を供給しうる周辺農村機怖の特質、新興機業地という後発性、まじめ

で誇り高い騒人気質の伝統などをあげて、 2つの戦略産業の育成の条件として活用するこ

とによって、内発的工業化に成功した。地域に根をおろした創立性と地域中核産業の戦略

的仮興が地方都市の内発的発展のための第2の条件である。
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第 3 に、金沢経済の発J!~で注目されるのは、地域内産業述関的発展である。一大機業地

にとどまらず織機工業をうみだし、相互に支え合うことがそれそeれの産業の発展につながっ

た.また、織物業は、燃糸業や染色 ・加工業、繊維卸先業、金融機関その他、織機工業は

j);物業、鉄工業、機械器・具卸売業その他、関連産業の集積をすすめた、地域内産業連関を

重視する発展は、相乗効果が得られるだけでなく、産業構造の多角化を導き、地域経済の

安定と新たなる産業転換の可能性を広げる、地威経済の産業連関的発展の重視は内発的発

展の第3の条件である。

第4に、金沢は、あくまでも地元資本主体の地域経済発展の道を歩み、地域に意思決定

掘のある自律型本社経済の形成をめざした。その結果、意思決定機能、取引 ・決済機能、

市場調査、生産技術および製品の研究 ・開発機能、ブランド商品の宣伝、生産制節、金融

機能など、独自の経済上部機能を育てた。これによって、金沢は生産現場にすぎない工場

都市ではなく、工業都市となった。多様な第3次産業の発展をよぶことになった.独自の

経済上部機能の強化と自律型 f本社経済jの形成 ・維持は内発的発展の第4の条件である。

第5に、金沢経済は大都市の近代的大企業の技術水郁や成長性からすれば遅れた地方産

業を主体とするものであるが、以上のような特色をもっ地減経済を形成することによって、

官の生産の絶対額はそれほど大きくなくとも、経済の地域内循環を拡大して所得水準を高

めることができた。外来型開発による急成長に都市づくりが対応できず都市のよさが破壊

されていくということなく、ゆっくりとした成長が本来長期性を特徴とする都市づくりに

適合した。自律型都市であるだけに、市民が地域経済の動向に関心を寄せ、同時に、産業

振興一本やりでなく 、文化都市としての金沢のよさの保全との調和が考慮されてきた。量

的成長よりも質的発展、地域の総合的な発展の窓視が、内発的発展の第 5の条件であり、

自様である。 J (中村. 1986) 

中村の研究は金沢の歴史研究に内在して地方都市の内発的発展論を一般化しようと企図

したものだと考えられる.本Q:ではこのような歴史研究の成果を縦軸にし、他方でグロー

パル ・リストラが都市に与えるインパクトを掛軸にすえて、金沢経済の可能性ど課題に迫

りたいと考えている。次節以降ではグローパルなリストラの下で金沢経済がどのように展

開したのか、 2つの基軸産業の動向に焦点を合わせつつ、外的要因と内的要因に目を配り

ながら、金沢の内発的発展史をふり返ってみよう。(なお、本格的な戦後の金沢経済発展

史については、佐々木. 1992) 
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第 1節 金沢経済の内発的発展史

歴史都市金沢の起源は約5∞年前、 l一向ー僚を背景にして建てられた金沢御坊を中心とす

る寺内町の形成に遡る.一向宗門徒による中世には例外的な自治政府が出現し、その後、

織田15長の部将佐久間盛政によって陥搭させられるまで約100年間にわたって f百姓のもち

たる国Jが繁栄した。

1583年、，jir凹利家が入城し、金沢城(当初、手'1家は尾山域と命名した)を中心とする械

下町の形成を手がけ、げ世紀後半には今日の原形ができ、いわゆる f百万石文化Jが確立

されていった。歴史学者である田中喜男は、城下町金沢について次のように諮っている。

f歴代部主は一向宗門徒の町民に対して伺喝・慰撫を繰り返して従順な町人の育成を行っ

たが、五大滞主綱紀の頃には支配者に従順な金沢町人を完成した。また、この時期は美術

工芸 ・学fUlを中心とした所調「百万石文化jと称される武家文化を確立した。これらは良

きにつけ悲しきにつけ今日の金沢文化一思想、美術工芸、能文化、茶文化、食文化に少な

からぬ影響を与えている。

18世紀以降、金沢峨下町は数々の火災 ・打ちこわしを経験しながら地方都市屈指の大都

市となり、その都市形態から小京都とも称された。しかし、明治維新に遭遇するとこの大

器はなすところなく時流に押流され、明治20年代には人口は8万台となった。産業は衰退

し、過保維のなかで生きた美術工芸は名工たちを館死寸前に追い込んだ。 J (田中喜男，

1987) 

確かに、自治のエネルギーを奪われた金沢は、 廃穏tl!L~によって前田氏を失い武士階級

が零越すると、維新当時、東京、大阪、京都に次いで多かった人口も、 13万人から8方人

へと急減していったが、明治20年代には新興実業家を中心として工業化かに向け新しい歩

みを踏み出したのである。

域下町から金沢を変身させたのは、輸出羽二重の生産を核とする機業産地としての発展

であった.

後にニ代田の金沢市長となる長谷川準也らが、当時の先進地桐生から伝えれられた羽二

重製織技術を学び、輸出向け羽二重の生産を開始したのが明治20(1897)年頃であった。

輸出羽二屯の生産には特殊技術も要せず、比較的少額の資本で参入できるメリットがあっ

たが、付加価値が低いため当初より大量生産を志向し、早くから機械制工場制度を導入す

ることになった。
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こうした背民のもと交価な織機の生産が金沢でも開始されたのである。明治33(1900) 

伴、 IJJ形県鶴岡の「汗j接式)J織機Jに遅れること 2年にして金沢の津田米次郎とその従弟

である駒次郎によって「作田式制動力織機」が開発され、これを契機に改良が進み、それ

以降金沢の地で吉岡式、笠WI式、金田式、松川式など独自の工夫がある織機が次々と開発

生産されていったのである.

一方、金沢の新興機楽家である水登勇太郎や消水竹次郎らは自らの工場に地元で開発さ

れた織機を導入してゆき、やがて金沢は繊維工業と繊維機械工業を2大基軸産業とする工業

都市へと発展していくのである。

金沢の機械工業の創造的発肢を考察する上で、加賀滞政期における工芸の振興との関連

を押さえておくことは重要である。加賀藩は御細工所を聞いて全国から優れた名工たちを

t.Uめ、象飯、鋳物、指物そして fからくりjなどの工芸が発達していた。これらの名工た

ちは田中喜男が指摘するように、明治維新によって前田家というパトロンを失うと、零落

したことは事実だが、線機の開発生産などで新しい道を聞く人材も輩出した。

代点的なケースは、 tlt回米次郎である。彼の父親、 t-l!田吉之助は長谷川準也の家に代々

関わってきた大工の隙撲であり、明治期の金沢を代表する名建築の一つ、尾山神社神門

(毘要文化財)を設計し、造営工匠長を勤めた。吉之助は、建築以外にも fからくり」の

名人として有名で、明治7 (1875)年に群馬県の富岡製糸工場の機械を模造し、長谷川準

也が興した金沢製糸会社に備えつけたといわれている。その子、米次郎が f津田式織機4

を開発したのはそれから10年後のことであった。このように、江戸時代の職人の技能やノ

ウハウは近代工業に生かされ発展していったのである。

ノウハウや技能の保存 ・継承 ・発展という点でより毘要なことは、明治9 (1876)年に

伝川県勧業試験場(現在の石川県工業試験場)が、明治20(1887)年には金沢工業高校

(直接の後街は現在の石川県立工業高等学校であるが、理念は金沢市立美術工芸大学にも

引き継がれている)が設置されていることである。前者にはわが国最初の公設試験場であ

るといわれ、加賀藩時代にfjj.ftlされた種々の工芸に関する技能の保存、育成、発展を目的

としていた。後者は、金沢に克術学校を設置しようという市民の運動を受けて、明治政府

から派遣されて九谷焼の指導に当たっていた納富弁次郎が創立したわが国最初の工業学校

であった。この学校の目的は美術工芸の近代化を通して地域擬興に貢献しようとするもの

であったが、創立者納~.の意思で美術学校ではなく工業学校として出発した。注目される

のは、日本最初の工業デザイン教育を志向したことである。現在、金沢美術工芸大学教段
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であり工業・ m境デザイン教育を担当している黒川威人は、この間の・J~Wを次のように推

測している。

f高級な美術工芸の大半は武士階級を顧客としていたため、明治の廃語とともに保護者

をなくして衰えてしまっていた。これを活かすには近代的な工業技術を教え、生産性と品

質を高めるとともに、デザイン的な生産の魅力をアップさせるにしくはなしと考えたに違

いない。こうして日本初の工業デザイン教育はスター卜した。納官はこれらの伝統美術工

芸を世界に泊JrJするデザインとして再構築し、産業としての育成をはかろうとしたのであっ

た。 J (黒川. 1995) 

その後大正9 (1920)年には金沢高等工業学校(現在の金沢大学工業部)、大正13

(1924)年には金沢市工科学校(現在の金沢市立工業高等学校)が設立され、これらの多

阪な教育 ・研究機関が製造業の創造的発展に大きな役割を果たしてきたことは重要である。

以上のように金沢は自前の産業革命を経験したが、第i次大戦後の反動不況から昭和恐慌

へと続く慢性不況期には内発的発展に一つの試練が訪れた。

販売不僚の羽二重に代えて、富士絹の製織を開始し、次第に国内生産の過半を制するに

至り、昭和4 (1931)年にはさらに人絹織物へと転換し、 f人絹王国Jを誇るまでになっ

た.だが、 iZiから人招への転換は原糸を製造する帝国人絹 ・旭絹絡 ・東洋レーンといった

大手メーカーや、大手貿易商社への依存を深めることにならざるを得ない。そこで、金沢

産地では独自の産地機併を創出して、産地の自律性を維持しながら大批生産と大量販売に

対応することにした.産元商社のリーダーである岸商庖と一村商事が中心となって結成し

たマルサン織物工業組合がそれである。(当初は大正12(1923)年にマルサン富士絹組合

として発足し、昭和5(1930)年に改組された。

この組合はJJ;(糸メーカに対しては原糸の共同購入で、貿易商社に対しては統一価格によ

る共同販売で対抗した。中村岡1]治郎は「この組合は大企業に対抗する中小企業の地方的

rカルテル組織』をめざしj たものであり f地域経済の自律性を維持していくために形成

された金沢版産地共同組織Jであるが、 r内部機構の特色は、産元商社があらゆる経済上

部機能を独占し、・・・・産元商社一直営工場ー傘下機業の垂直的分業システムである。 j と

述べ、産元商社と機業の支配従属関係を強化するという問題点を指摘しているo (中村，

1986) 

つまり、内発的発展の主体としては大きな弱点を抱え込むことになったのである。
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第2節 戦後における金沢経済の高度成長

第2次世界大戦後には、金沢経済にも高度成長のチャンスが生まれた。繊維産業ではぷ材

がレーヨンなどの化学繊維からナイロン ・ポリエステルなどの合成繊維へと転換すると、

点作レーヨン、帝人など合綴原糸メーカーの系列支配が強まる一方で、産元商社が指導力

を発仰して、ポリエステル織物の世界的産地へと成長を遂げた。一方の織機メーカーも諜

材転換に対応してイノベーションを進め、性能の高い自動織機をつくり出したのである。

金沢経済の内発的発肢を文えてきた繊維工業界では、 1960年代には折からの合成繊維ブー

ムにのって、レーヨンからナイロン及びポリエステルの化合繊織物への転換が進められて

いた.しかも、この時期、金沢市に本社をおく繊維産元商社は、一方で従来の大手原糸メー

カーからの賃銭=委託加工に基づく生産体制を縮小し、他方で独自の商品企画や販売戦略

に基づいて傘下の中小企業を組織して自主生産を拡張することによって、内発的自律的発

展方向への条件が拡大した。これは大手原糸メーカーが1962年頃から合繊原糸部門での.l2:

悩l投資を競い合い、ついにの年には過剰生産となり、合繊不況(ナイロン不況)を招来し

たため、産地支配の効事化を策して産地丸がかえ方式から産元商社の自発性に期待する方

式へと転換したからであった。産元高社の高成長に追い風となったのは、合繊不況対策と

して67年に制定された;特定緩維工業構造改善臨時借置法jであった。この法律に基づい

て、織布業の設備のスクラップ ・アンド ・ピルド、棟集の集約化 ・グループ化による生産

規恨の拡大を内容とする椛造改善事業が実施された。産元商社は巨額の政府資金を活用し

て、開発されたばかりの超肉動織機を直営の工場に碍入して生産力増強とコストダウンを

位!った。

1971年、今度はポリエステル不況が発生し、対米輸出規制によって窮地に立つと、合繊

業界はまたしても政府による給機買い上げと特別融資の業界対策を引き出した。

このような合議業界にとって有利な環境を活用して、金沢の産元商社は高度成長を遂げ、

石油ショックの発生する1973年にそのピークを迎えるのである。

さて、いま一つの主軸である一般機械工業は、高度成長JOlにどのような展開をみせたで

あろうか。まずその大宗である繊維機械工業についてみれば、戦前において f絹織機王国J

を形成した伝統をもち、戦後初期!の「ガチャ万景気Jや朝鮮特需による絹 ・人絹線機の需

琵高まりの中で、急速に復活し、一時は織機メーカーだけで20数社が競い合う状況となっ

た。 19ω年代以降は、織物原糸のナイロン、ポリエステルへの合織転換にともなってより
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日性能の自動織機の!日I~が綿布業界から要諒された。織機は附産されたが、 1965年ナイロ

ン不況に陥って、織機の受n:はストップし、縮機メーカー数社が倒産した。織イ'II;起の机造

改 i~: Ij~~が67年に始まると合繊ブームが巻きおこり、同び織機需要が急増し、メーカー各

社はフル生産に追われた.69年には織機メーカー6社で史上必高の25，910台を生産した.し

かしまたしてもこの政気は永続きせず、 70年過剰生産が現われ、 71年のニクソン ・ショッ

夕、 73年のオイルショックにより繊維業界ともども深刻な不況のどん底に落ち込んだので

ある。綿布ブーム→織機の的産と技術革新→過剰生産能力→織物輸出増加→貿易時棟→不

況到来という典型的なJ;(気侃関の中で、中小企業を主体とする織機メーカーと部品関連業

者は不安定な経営を余儀なくされてきた。このため織機業界では弱肉強食の生き残り競争

が激しく展開され、織機メーカーの整理淘汰が進んでいった。同時に、好不況の波の激し

い綿布業界から躍れて新続分野へ参入しようとする機械業界の動きも見られるようになっ

た.1950年代より線維機械メーカーの従業員から転進して、工作機械業界へ参入して成功

するケースも出てきた。さらには、繊維機械工業から食品関連機械へ転換するケースや、

織機メーカーが育成した下部関連部品工業の技術m般を利用して、独自の機構をもっ食品
開辿機械や産業機械などのメーカーが相次いで誕生し、オイルショック以降の成長期への

足闇めをすすめていた。

この頃、金沢市や石川県は、このような2大基軸産業への 「特化，は景気変動に対して

極めて弱いため産業の多角化をはかる必要があるとの考え方に立ち、また、政府の f新産

業部市(新産都)建設構想J (1962年)が打ち出した拠点開発方式に乗り遅れるなという

立場から、大企業誘致を中心とした外来型開発を次々と企両した。

1961年3月、石川県は、 ，rm勢自由一1960年一県勢の発JHiと飛躍への胎動Jを発行して、
金沢市一小松市を結ぶ地β基幹部市建設計画及び金沢における工業港の新設と臨海工業地

帯也設の必要性を唱えた.そして同年5月石川県は[石川県地方開発基幹都市旭設計画

(第一次実) J で金沢工業港の佳設、臨海工業地帯の造成、火力発電所、石油 ・ソーダ ・

ガラス ・化学工業、さらに紙パルプ ・木材加工場などの35致を発表した。この計画はその

まま f石川県新産業都市山政計両」となり、1967年2月自治省へ提出された。 r新産部」

に名乗りをあげたのである。このような外来型の開発計阿は従来の石川県の計図の立場か

ら大きく転換したものであった。 1958年11月石川県総務部企画調査室の発表した「石川県

産業振興計画書j では繊維工業と繊維機械工業を質的に改善して、その経営基位の強化を

図るという地域独自の判断を示していたのである。 1963年7月、結局、金沢一小松地区は

-138・



新産業部iIi指定から洩れた。その敗因は、陳情合戦での敗退や屯力、工業用水の不足があ

げられるが、仮りに f~fr産都 J の指定を受けていたら、大気汚染などの公笛や 2 大基軸産

業との産業述関が問題として残っただろう。

だが、新産業都市計画は指定洩れとなったが、金沢工業港中心の開発計画は引き継がれ

た。金沢市は1964年9月「金沢市長期計画j を策定し、既存の市街地は原型保存する一方

で、金沢駅西から金沢港にかける地域を経済開発の中心地区と設定した。これは開発計画

の軸を金沢港の建設とその周辺の臨海工業地帯建設におき、開発にともなう人口増加の受

け皿として、市の西南部地区に住宅団地の造成を行うというものであった。 1964年に金沢

港は盈要港湾に指定され、建設が開始され、 70年11月に、漁港・石油配分基地・木材輸入

基地の3持能を待つ浴としてひとまず開港したのである。いま一つの邑様である臨海工実

地帯の辿設については75年完成予定ということで、工業団地の造成と企業誘致が進められ

ていた最中に、 73隼の第一次オイルショックを迎えてしまったのである。

第 3節 グローパル・リストラがもたらした金沢経済の危機と再構築

さて、 19iO笠代のドル・ショックとオイルショックから80年代のグローパル・リストラ

は金沢経済にいかなる影響を及ぼしたであろうか。

円切り上げと原油缶詰の大幅引き上げは、輸出産業である議終業界の匿際関争力を著し

く損ない. 1973乞には、議縫製品の特入が輸出を史上初めて上回り、 75年の経緯産業の倒

産は全国で8∞件を超え、合議メーカー各社も軒なみ赤字を計上した。石川県下では、織物

工業協同組合が30%の一斉換奨定結や在庫織物のi点結を待い、 i造物生産高は74年には62年

以来の対前忽え減少となったa オイルショック発生時、金沢の産元商往は持来の品不足を

予想し、広i糸を買いまくって織物化を進めた。これは低工賃で我慢させてきた懐屋に仕事

を回せば、結憾の減価償却は進み憾昆の危機は回避できると踏んだからでもあるが、 1974・

75竿のズ況で見事に国切られ、製品在盟の急増、 Hir貨の;gf:'iで産元高?土の経営危誌は決定

的となった。これに19ω年代後半の設備投資に利用した政府の情造改善事業資金の返済問

題も加わり、 76苧には新名・安井商庖、 77年には応大手の一村産業らも経営危機が訪れたs

主芸誌産元南廷の経済的影響力は表4・lのように1973""'75年にかけてピークに達して、売

上高2，~7 (1}.円、自ら傘下に支配する詩接台数は45，000......48，000となり、福井県と並んで世

界最大の合経緯物の産地を形成してその中心に座っていたが(図4・l参照)、この産元商
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社は1975"'77il~にかけて相次いで経営危機に直面したのである

その象徴的なJJ~例は当時日本最大の繊維産元商社と評価されていた金沢の産元商社であ

る一村m業が経営危機に陥ったことである。この理由は第lに、オイルショック当時の原糸
の値上りを期待して投機行動に走ったり、その直後の内需の冷え込みで製品在庫を抱え込

み過ぎ、第2に、自己資本比率が0.1%以下という大変な借金経営であり、政府の構造改善

事業資金に過度に依作した経営であったために利子負担が重なった。第3に、国の政策であっ

た川中部門に特化した産元商社の営業分野を川下のファッションアパレル分野に展開して

いくという垂直的統合化の段階で、流行の変化を読み切れず誤って時代遅れのミニスカー

トを開発してしまった、等が重なって、その当時150億円に昇るz赤字を発生して、地元経済

界へ大きな影響を及ぼすような経営危機に陥ったのである.

結果的には通藍省、石川県、銀行等の救済措置によって原糸メーカーである京レが経営

陣を送り込み、産地代理1苫化することによって破産を免れるということになった。一村産

業のみならず他の有力産元商社も相次いで原糸メーカーのもとに産地代理庖化をしていっ

たのである.

石油ショックで産元商社が大打撃を受けた議維業界は78年から80年にかけて一時の活況

を呈したが、趨自動織機ウォーター ・ジェット ・ルームの導入による生産過剰から議工賃

が低下をはじめたのに加え、主たる輸出先であるアメリカや中近東の購買力の低下、ポリ

エステル長繊維部地織物の対米輪出自主規制、そして、アジアNIES(新興工業化地域)に

よる急速な追い上げのために輸出が減退し、今度はジェット不況に陥った。 82年には合綴

織物の20%保業短縮を行ったが、業界第2位の岸商事が経営危機に陥った。そこへ85年9

月の「プラザh;iJ:Jによる「円高Jの定着はさらに繊維業界を窮地に追い込んだ。アジア

~JE& とりわけ、抑国 ・ 台湾と競合している定番品の価格格差が、この円高で一段と開き、

国際、続争力はなおいっそう低下してしまった。この結果、合繊織物の輸入が輸出を初めて

上回るというls!態となった。ここに至って図4・2にあるように‘合繊織物生産量及び輸出

額が1984、 85~手をピークにして大きく後退をすることになったのである。

-}j、繊維産業とJIiの両輪として活躍してきた繊維機械メーカーは、繊維工業の衰退に

よって大きな打壊を受け、一時期は経営危機に見舞われたが、ハイテクを応用したイノベー

ションに成功して革新織機あるいは超自動織機と呼ばれるウォータージェットやエアージェッ

トルームの2樋の超自動線機の開発で経営危機を脱した津田駒工業が輸出・内浦とも好調

で、 59・60年には過去の売り上げ高のピークを連続して更新した。レピア織機を擁した石
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図4・2 石川県合総長繊後綴物の生産高Eと敏出高
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川製作所も技術1m~ ・ 新製品開発を行い、業績を伸ばした.だが、残りの給機メーカーは

円高不況とともに、脱浴してゆき、 2大メーカーの下211け関連企業として編入されていっ

たのである.

その後、 i世界的雨水4の超自動線機を開発し、その生産高がf!Ulu的に伸びて、従来は輸

出の比本がほかったものが、 1980年代にかけて輸出台数を大幅に伸ばして世界トップレベ

ルの織機メーカーとなった。こうして今や金沢は繊維機械の国際的中心地になったのであ

るo (似14・3参照)

しかしながら、繊維機械の輸出増加は、アジアNlESにおける繊維製品生産の急上昇を結

果的にもたらすので、皮肉なことに金沢における繊維と繊維機械の地域内の相互連倒的発

展構造は崩地するということになってしまったのである。つまり、グローパルリストラク

チャリングの中で金沢の内発的発展はその真価を問われることになったのである。しかし、

この時代に金沢経済の中に新しい動きが現れてきているように思われる。

さて、ハイテク化 ・サービス化 ・国際化のメガ ・トレンドは金沢経済にどのようなイン

パクトを及ぼしたであろうか。

第4節 金沢経済の新展開とフレキシブルな生産システム

ME革命とハイテク化のトレンドは金沢の内発的発展の新しい主役として機械工業の発展

を促した。

津田駒工業と石川創作所の 2大繊維機械メーカーが、オイルショック後、超自動織機の

開発に成功したことはすでに見たが、その後もウォーター ・ジェット ・ルームの2ノズル

化を世界に先駆けて実現し、世界品高速の織機開発に遁進している。こうした技術開発の

努力が国際続争力を支えているといってよい。

工作機械の分野では、中村留精密工業(現在は鶴来町)が1974年NC旋盤、 77年高速精密

C~C旋盤を相次いで開発し、 NC工作機械メーカーとしての地位を確立した。 85年にはFAシ

ステムの販売や、イメージスキャナの開発など独自のソフトウェア開発にも足を踏み込み、

FAからOAへと新分野を拡大していった。高松機械工業(現在は松任向)も閉じ頃、 C~C小

型錠盤を開発し、 85年には自らFA工場を新設し、工作機械の屯装部分の内製化をも図って

いる。

ポトリング ・システムの渋谷工業は、その分野でライバルの三菱m工業を抜き去ると、
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1 980{j:代からレーザ加工機やレーザ技術利用の医療機器、そして半導体製造芸置などメカ

トロニクス(7'lt子工業と機械工業とが結合した新しい工業)関連分野へ新規参入を続けて

いる。これらはいずれも内発的ハイテク化の成功例であるといえる。

メカニクスのメカトロニクスへの展開にとって不可欠の要素は独自のソフトウェアの開

発力やマイコン利用のシステム開発力である。 1975年以降、これらの役割を担うソフトウェ

アハウスやシステムハウスが金沢市内に育ってきた。ウォーター ・ジェット ・ルームの電

装システムを内山!拘工業と共同で開発した共和定機工業や、溢谷工業の包装システムを開

発生産している発紘地機担作所、繊維関連工場のFA、OAシステムを手がけたコスモサミッ

ト、そして独自にコンビュータ周辺装置の開発で急成長した 10データ機器などユニーク

なベンチャー企業群がそろってきた。

ハイテク化の進行はハイタッチ(高い感性)を要訪する。感性笠かな文化産業が新しい

発展を迎える時代になった。金沢の出版印島11工業は藩政期の百万石文化に由来する。文芸 ・

学術活動と結びついて発展してきた出版 ・印制工業は、独自の文化性を持っている。金沢

の食品工業のニューウェープは製法の改良を進めながら伝統の継承と革新をすすめる企業

の登場である.消酒、佃煮、和菓子の老舗が、いずれも f金沢らしいj 感性を商品企画に

盛り込んで市場の拡張を進めている。

伝統産業も文化の時代の中で再発見されてきた。加賀友禅が本物指向の大都市の消費者

の間でブームを呼び、金箔(洋箔)はVfRやCD(コンパクトディスク)などハイテク製品

に利用されてシェアを伸ばしている。

ここで、繊維機械工柴と並んで新しい金沢経済の内発的発展の主役となった渋谷工業と

その凶述企業の生産システムを分析してみよう。

( 1 )渋谷工業僻)の発展過程と特質

渋谷工業(資本金113億9，100万円、従業員約1.200名)は金沢市内に本社、基幹工場をお

き当初は地元の消酒メーカーを対象とした醸造機械を製造し、後に、自動ポトリングシス

テムに本格参入し、現在、当該の分野でトップシェアを誇る典型的な地域内発型の「小さ

な大企業jである。

最初に、渋谷工業の発展史と技術の蓄積過程をたどってみよう。

発展史と技術の蓄積過程 昭和 6 (1931)年、創業者 ・渋谷氏子智氏が f渋谷商庖Jを開

業し、地元の消泊.メーカーを対象に醸造用品の販売からスター卜した.第 2次大戦後の
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1949年6月に法人組織 f渋谷工業僻)Jに改組し、翌年頃から、機械メーカーの工場長などの

盟nをスカウ卜して製造部門を設け、 1953年から本格的にメーカーへ転換した。
当初は、日本酒メーカーを相手に洗米機や混濁泊施過機など各種の醸造機械を製造して

きたが、次第に酒の中身より「容器Jに注目して、部長の多い瓶詰機械の製造を中心にお

くようになった。

1950年代には醸造メーカーの設備近代化に対応して、 i先瓶機、充填機、打控機を瓶詰工

程別順次開発してゆき、 19ω年代半ばにはそれらをシステムとして一体化し、自動充填プ

ラントに進出した。当時、ポトリングシステムの分野では三菱重工、目立造船など大手企

業がビール業界向けの定型サイズの大量 ・高速充棋を鈍って開発続争を展開していた。

対抗する技術レベルに迭しなかった渋谷工業は高速性があまり要求されない日本酒業界

を顧客にー升瓶から一合瓶までl台で多種類に兼用できるシステムの開発に専念した.大

小限々な全国の消酒メーカーを相手に完全な受注生産で、客の千差万別の要求に応える

「一品料理j とも呼べる生産活動を続ける中で、渋谷工業は大小様々な変形容器-にもフレ

キシブルに対応できる技術を都制することになった。

60年代には、高速移送(ハンドリング)ラインの開発にも成功し、フレキシブルな充境

ライン技術をもってウイスキー、ドリンク、食品、薬品、化粧品等様々な業界用パッケー

ジシステムへと展開した050年代が瓶詰工程を f縦に向かつて開発Jしたとすれば、 ω年
代には洋酒用、薬品用に「横に向かつてJ技術を開発し、話積したのである。

だが、製品群はいずれも「一品料理の受注生産Jのため、画一的製品の大量生産システ

ムが全盛であった高度経済成長期を通じて、渋谷工業の光り上げは伸び悩んでいた。

ところが、 1970年代から80年代にかける 2度のオイルショックによって大量生産システ

ムに隠りがさし、消費者の多段なニーズに対応するフレキシブルな多品種少量生産システ

ムへの移行が始まると、渋谷工業の本領発揮の時代となった。

日本酒、洋酒を問わず酒造業界では容器革命が始まり、容器の素材が、金属、缶、紙、

プラスチックへと多段化し、容量、形状とも多傑化したため、大手先発メーカーの定型サ

イズ大日高速処理システムでは対応できず、渋谷工業の変形瓶対応、多種1庭用のフレキシ

ブルなポトリングシステムが売り上げを伸ばす絶好の部境となったのである。こうして

1980年代以降、渋谷工業は先発大手の三菱重工、目立造船を追い抜き、業界トップシェア

を占めることになった。現在、ポトリング全体のシェアは50......ω%、日本酒 ・ウイスキー

は90%に達している。
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このような渋谷工業の自社技術の蓄積過程で特徴的なことは、 1 )地元の酪造メーカー

のニーズに制IIかく対応して独自のフレキシブルな変形瓶対応 ・多種兼用ポトリングシステ

ムの技術を部制したことに加え、 2)地元の繊維機械メーカーからの転聴者を積極的に採

用したり、 ME化に伴うシステム開発を担当するパートナー企業を地元で育てたり、地域技

術を杭悦するーノiで、 3)海外から必要な技術を積極的に導入あるいはクロスライセンス

での妓術交流を進めていることである。つまり、技術開発にあたって「地域性と国際性j

を監視しているのである。

海外からの技術将入は1978年にカナダのルモニクス ・リサーチリミテッド社とレーザー ・

マーキングシステムの促供契約、西ドイツのツーへンハーゲン社から機械装置のプロセス

コントロールシステムを技術導入、また自社開発のキャッパーの製造技術をイギリスのモ

ルガン社のフベラーとクロスライセンスで技術交流したのを皮切りに、 1981年にはアメリ

カのラベル貼機ほメーカ一、 B&Hマニファクチャリング社と技術提携して、ロールラベ

ラーの生産販先を開始、以後もアメリカのクェスティック社とレーザー技術のライセンス

契約、西ドイツのへックラー ・アンド ・コッホ ・マシネン ・ウンド ・アンラーゲンパウG

mbHからダイヤモンドワイヤカッティングシステムに関する技術提携契約、イスラエル

のポマティックス ・リミテッド社からレーザ切断溶接システムに関する技術提携契約を結

んで積極的に必要な技術の蓄積に努力している。

以上に見られるように、近年はレーザー関連技術の導入に力点がおかれている。これは

1970年代半ばから渋谷工業がボトリングで蓄積したハンドリング(移送)技術を駆使しな

がら、新規分野のレーザー技術分野に進出したことによるものである。

レーザー投術進出の契機となったものは先に見たカナダのルモニクス社からのレーザー ・

マーキングシステムの羽入から始まったのである。レーザーマーキング技術とはマーク形

状に収束形成されたレーザー光線の高エネルギーを表面に照射することによってマークを

施すもので、非常に小さいマークでも物体に非接触で鮮明に施すことができ、印字が消え

ず、しかも低コストというメリットがある。渋谷工業はポトリングのラベル印字をレーザー

マーキングで施そうと考えて導入した。レーザーマーキングは当初なかなか普及しなかっ

たが、現在はICの刻印用にも使われ一般的に使用されている.

渋谷工業にとってレーザー技術を蓄積したことは次への大きなステップとなり、レーザー

加工機、 IC用高速レーザーマーキングハンドラ一、レーザー治療システムなど次々と新製

品を生み出し、レーザー関連機器はボトリングシステムに次ぐ「大きな住Jへと成長した。
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いわば f将棋の桂15のように斜めの開発に向かつて飛んだJのである.

もっとも、レーザー加工機の分野はトップの三菱電機以下30数社がひしめきあう続争市

場であり、 -Jt'，料 ~Rのポトリングシステムとは異なり標準化、定型化の徹底した量産効果

を追及する分野であるだけに、渋谷工業にとって「未知の戦いJでもある。

さて、このような事業の発展を踏まえて、1982年には名占屋証券市場へ新規上場し、次

いで1987年には、京五(.i!E券市場及び名古屋証券市場l部に上場し、名実ともに f小さな大

企業Jとなり、 86年にはアメリカのベンチャー企業を買収してシプヤ ・アメリカを設立、

同内では、 87年にソフトウェア開発担当の金沢システムハウス僻)、88年に渋谷エンジニア

リングを設立し、副院化、ハイテク化、ソフト化に対応した企業戦略を展開している。もっ

とも、同社の製品はほとんど圏内市場向けであり、 1991年度の愉出笑制は売上高3.6%にす

ぎない.

生産 ・下請システム 渋谷工業の売上高は表4・2のように1991年6月現在354億4，8∞万円、

経常利益は32億1，∞0万円、純利益19億4，300万円で各々10年間で売上高は3.7倍、純利益は

4.4倍へと急成長している。

部門glJの売上高嶋成は図4・4のように主力のボトリングシステム製品が242億円で68.3%

を占め、ついでレーザー関連機器のメカトロシステム製品が64億7，4∞万円で18.2%、製函

機などのパッケージングシステム製品が47億7，400万円で13.5%となっている。

それぞれの製造工程は、特別の部品を除いては下請協力企業から調達し、本社工場で組

立検査を行っている。外注工場は約3∞社にのぼり、内製 ・外注比率がボトリング部門で25

'"'-30 : 75'"'-70、メカトロ部門で10: 90と外注比率が著しく高いのが特徴である。また、総

製造t~Jflに対する外部からの調達貨用は 1990年度で53.2% 、 1991年度は52.1% に達する。こ

のうち、県内企業からの調達が71.4%、県外企業からは28.6%となっており、積目別の内訳

を見ると「機械加工Jが8.7%、 「版金加工」が5.2%、 「樹脂加工Jが4.0%、 rm造Jが
1.1%、 「塗装jが1.7%、 f電波Jが3.6%、 「完成品外注(完成品の形で納入)Jが25.6%、

「組立外注Jが4.2%、 f既成品購入jが38.7%、 「外注設計Jが3.8%等となっている。こ

のうち既成品問入が広大のシェアを占めているが、さらにこの中で電子制御ユニットなど

の賦入が35.9%と高い苫IJ合を占めている。また、ポトリングシステム ・パッケージングシス

テムとメカトロシステムを比較すると売上高に占める外部調達費用は41.4%と55.1%となり、

メカトロシステムの外部調達依存度が高くなり、中でも既成品購入が際十立って高くなって

いる。つまり、メカトロシステムは、ポトリングシステムに比べてレーザー発振器など自
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表4・2 渋谷工業の業績推移

決算期 売上高 経常利益 当期利益 配当(%)

61. 6 18.568 1.402 643 16.0 

62. 6 19.841 1.351 653 

63. 6 24.708 1.772 800 16.0 

1. 6 30.721 2.512 1.529 18.0 

2. 6 34.094 3.491 1. 745 22.0 

3. 6 35.448 3.210 1.943 20.0 

資料 「渋谷工業有価証券報告審J

〔部門別の売上高Ii)

( J悦ti!:百万肉未満切除て)

図4・4 渋谷工業の部門別の売上高
(平成3年)
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1.343.120 
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社内の独自技術の括的が充分でないために、既存製品購入への依存度宮い換えれば、外部

技術への依存度が尚いと考えられるのである。

また、下町・協力会社との関係についてみれば、機械加工、板金加工、樹脂加工、塗装、

ili j芭など機械工業開述の工場は既に地元の繊維機械メーカーが育てた集制があり、これら

を利用することができたが、屯子(コンビュータ)制御ユニットや、レーザ一発振器など

は新規にパートナー企業を育成するか、外部からの購入に依存する他はないのである。次

に金沢地区における渋谷工業の下訪 ・協力企業のケース ・スタディに移ろう。

(2)渋谷工業の下出 ・協力企業の発展と構造変化

すでに見たように、渋谷工業は昭和50年代以降、急成長を遂げたが、その発展力を支え

た下部 ・協力企業群もそれぞれ発展し、独自技術を蓄積し、自社製品を開発するなど下請

関係に構造変化が見られるのである。

1)発紘電機隣ト一一一下請から自社製品をもっシステムハウスへ

発紘危機(資本金3，520万円、従業員約150名)は渋谷工業のポトリングシステムの包裳ユ

ニット開発・製造を手がけて、急成長したベンチャー企業である.

創業者は、地元の;--ac関連屯子部品販売業、 S工業に勤務のかたわら、リレー制御シス

テムを自ら開発するなど技術の研修を積み、 1963年に独立した。その後、渋谷工業現会長、

渋谷亮治氏の依頼でポトリングシステムの電装ユニットの製造を開始し、徐々に業容を拡

大し、 1967年に組立工場を完成、 69年には資本金100万円の法人に改組した。当初は100%、

渋谷工業の Fdから出発したが渋谷工業側の意向もあり技術の審制とともに取引先を拡大

し、現在は売上高4億190万円の約25%が渋谷工業からの発注である。この他、繊維準備機

の周辺機:mのムラオ ・アンド ・カンパニ一、豆腐製造機械のソーエー ・マシン、辿設機械
の東邦工業、サンヨー機械などの電装ユニットの製造を引き受け、津田駒工業や石川製作

所などにも部品の阪売を行っており、取引先は多様化している。

発紘電機の伎術務的過程においてユニークな点は第 1に、有力電子部品メーカーや機械

部品メーカーと代理庖契約を結び、刻々進展する先端技術の修得と売上高伸張とを同時に

ほかっていることである。

代理庖契約の相手先は、泊予部品の岡谷電機、ネミックラムダ、光洋m子工業、松下制
御機器、コンビューターのエプソン、コピープリンターの神鋼危機のほか、ステンレスパ
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ルブのフジキン、空気圧機犯のコネガイ、チュープのれ11:社など多彩で、ユーザーの要求

に応じて機極や機認知をセレクトしたり、パーツの組合わせによる製品化をも行っている。

第2のユニークな点は、 qtくからオリジナルブランド製品の開発を意識的に追求したこ

とである。

1983年には放電加工月iの3紬NCの開発に成功し、例年には簡易ローコスト型NCが石川県

の石川ブランド技術開発(新製品開発)補助金の対象となり、 1987年にはオリジナルブラ

ンドのOKモニターCD4011の製造 ・販売にこぎつけ、 88年にはタッチスイッチ付きディスプ

レイGD-43E“モニタッチ"を製造販売するに至っている。モニタッチは業界初のタッ

チパネル汎用制御盤であり、世P.E化が期待されている。この開発にあたっても石川県の技

術開発補助金の支給を得ている.現在は自社製品の売上高は5%に過ぎないが将来的には

30%まで引き上げる目標を掲げている。

このため、現在150名の従業員のうち設計部門の20名(うち開発専門4名)をさらに拡充

する予定である。

以上のように、発紘電機は脱下日けのサクセス ・ストーリーを歩み、 f中小企業白 ~J

(1991年版)の分類に従えば、 「専属型j 下請中小企業から f取引分散型Jに移行し、自

社担品の開発 ・製造 ・販売に成功したのである。今や渋谷工業の下請企業と呼ぶよりも、

fパートナー企業j という名がふさわしいと考えられる。

全国的におE革命が進展し、機械工業のメカトロニクス化が進むとソフトウェア開発や電

子制御システム開発を担当するシステムハウスが急成長するのであるが、発紘電機の場合

地域内発型のメカトロニクス企業である渋谷工業のパートナーとしてやはり地域内発型の

システムハウスとして成長したことが特色といえよう。

また、親企業である渋谷工業の立場からすれば、生imに必要な全部の技術を内部化する

のでなく、パートナー企業を育成して、外部から捌述することで、フレキシブルな生産シ

ステムを構築するメリットが存在していると考えられる.

2) M製作所(有限会社)

\1 ~作所(資本金 1 ，0∞万円 、 従業員41名)は板金力11工の中堅下請企業であり、 n7門加

工技術jの点で金沢地区で独自の地歩を占めている。

~I製作所のもつ加工技術の特徴はアルミニウム ・ 鉄 ・ ステンレスなどの板金加工の分野

において金型を使用した従来のプレス板金と ~lE革命に対応したレーザー加工機やNCのレー
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ザ-JJI1工機で対応するという形で、取引先を拡大してきた。

プレス板金技術については自社設計 ・製作による金型で、絞り型 ・曲げ型 ・抜き型いず

れも対応し、独自|泊先の安価な)~Ú送り型 ・ 複合型の製造ラインを特徴としている。 NC機誌

については、約10年前からNCタレットパンチプレスやレーザー加工機2機のハイテク機誌

を順次再入芸術している.

取引先としては、繊維機械の村田機械が売上高の35-37%、次いで津田駒工業が27-28

%、さらに渋谷工業が15-16%で以上3社で約8割を占め、その他、加賀松下屯器、小松

?立業所、点亜屯機工業、大紀工業、マルマン工業などとなっている。

この主要3社のうち、律問駒工業との取引関係が最も古く約ω年の歴史がある。出回駒

工業からの発注は5日毎でロットの平均は数10個から2，∞0個までの幅がある。渋谷工業と

の関係は約35年間で、ポトリングシステムのブリッジと呼ばれる比較的大物の加工組立て

を担当し、毎日納入体制である。特記することとして、渋谷工業製の記念すべきレーザー

加工機第 l号が、この工場で働いていることである。村田機械との関係が最も新しく約15

年間で、紡鋭機械のスピンドル部品をカンパン方式で毎円納入している。ロット数は最大

l万個に速する。

このように、 M製作所は主要取引先3社に数量、形状の異なる部品加工を行うフレキシ

ブルな生産能力を備えることによって取引先の多様化に成功したのである。

労働力の配置はプレス部16名、板金部17名、生産技術部は3名、総務部5名となってお

り、金型の自社製造技術を大切にして、経験ある職員を従来の生産ラインに配置する一方、

20路代の若い職員には、レーザー加工機やタレッ トパンチプレスなどハイテク機器を担当

させている。また社内開発でパリ測定器を開発生産し、石川県の機械工業展に出品したこ

ともある。

以上のように、日製作所は f専門加工技術jの点で石川県下で高い評価を受けているた

めに、複数の有力な取引先から安定した発注を受けて成長していると考えられる。 Tct小

企業自性J 0991年版)の分類に従えば f準取引分散型J下訪中小企業に該当しよう.

3) K工業僻)

K工業(資本金2，∞0万円、従業員29名)は工業用コ.ム盟品 ・樹脂製品 ・アルミニウム製

品の加工など販売を事業内容としている小企業である.

tJtJ焚は大正3(928)年と古く、北陸調書製作所として創立され、当時はゴム製ベルト
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の製造販光を行っていた。戦後一時期、商社機能をももっていたが、 19ω年頃から渋谷工

業の下請となり、ポトリングシステム、医療機器のプラスチックなど樹脂担品加工を担っ

てきたo 1983if:に現在の法人組織を改組し、創業者の孫にあたる I氏が社長に就任した。

取引先は渋谷工業が売上高の60%を占め、受注単位は 1.......1，∞0個の文字通りの多品種少

昌生産である.この{也、三協アルミニウム工業、大同工業、作田駒工業などがあり、津田

駒工業は7.......8%の先上高を占めている。

生産システムは個数の多いものはファナック製のドリリングマシンで加工し、少誌のも

のは文字どおり汎川機械を使用した職人的生産となっており、{上級.Dを見て、細部は職人

が判断する。こうした職人的熟練は20----30年の勤続者が所有しているのみであるため、若

い峨只は0:C機訟の担当となっている。今後、熟練を持った職人がリタイアした後をハイ

テク隣諸でどのようにカバーしうるか課題が残っている.

r中小企業白押』の分類に従えば『準専属型』下請中小企業に含まれると考えられるが、

親企業の渋谷工業の生産システムが多品種少量生産のため、職人的生産とハイテク機器の

組み合わせで発注に対応しているところが興味深い。

以上、渋谷工芸の下請 ・協力企業を分析してきたが、これらを3つに類型化してみるこ

とが可能である.

第 l の~型は、 ME革命にともなうメカトロ展開の中で要話される電子制御ユニット等を

担当するシステムハウスが続会社から自立化し、自ら自社プランド製品を開発販売する力

をつけていくケースである。

第2の却型は、部品加工の大品生産技術のみならず多品種少由化にも対応する力を備え

ることにより、取引先を拡大し、成長するケースである。この場合、取引先の多織化を保

附する「専門加工技術Jの開発がカギとなる。

第3の矧型は、続企業が要求する職人的な少量精密加工に対応しうる極小企業が職人的

生産とハイテク機器の導入とによって成長をとげるケースである.

いずれの場合にも、 1社だけの親企業に専属の下請企業という企業間関係ではなくて、

多段な親会社との取引分散化によって弾力的な企業間関係をつくり出していることが興味

深い。

このような企業間関係は、輸出依存度が高く量産型の津田駒工業と内街中心で多品種少

量生産型の渋谷工業という極めて対照的な親企業との関係を重複しでもっているというこ

とによっても形成されてきたものであり、全体として金沢地区の機械工業が作回駒工業や
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渋谷工業、そしていくつかの食品関連機械の中堅企業がマルチピークを形成し、協力企業

や下間企業がフレキシプルなネットワーク関係をとり結ぶシステムに向かつて脱皮しつつ

あると考えられる。

第5節 内発的発展がもたらした金沢経済の構造的特徴

ここで、金沢経済の榊造転換を統計的に明らかにしてみよう。衣4・3は金沢都市聞に於

ける産業問iriを分析するために、石川県の産業連関表を加工して金沢都市闘の数値を推計

したものであり、移出産業と地元産業への生産波及の動向を分析しようとしたものである。

(なお、推計)i法は中村1986を参考にした。)

これによれば、 1980年から90年にかけて、総生産額は24，706億円から43，915億円へ77.8%

附加し、県外移輸出向生産額は7，251億円から14，203億円へ95.9%地加しており、移出によ

る地元市場産業への波及的生産誘発は2，900億円から5，790億円へ99.7%増加している。こ

のように、 1980年から1990年にかけて金沢都市圏の移出産業は全体としてみると安定的に

成長しているといえる.

次に移出産業の内容についてみると明暗がくっきりと現われてくる.

まず釘 lに、一般機械工業と電気機械工業が大変な勢いで伸びていることが分かる。こ

れは繊維機械のみならず、工作機械 ・食品関連機械のいずれもがメカトロ化しつつ伸張し

ているためである。 7江気機械の分野では小型コンビュータやディスプレイ、増設RA1'vtボー

ド守の周辺紫61・システムハウスが伸びているが、これらはいずれも地域内発型企業群で

ある。

第2に、対照的に繊維工業そのものは、生産額ではやや伸ばしているが、繊維産元商社

が担う繊維卸先史は(産業連関表の数値では流通マージンに該当するのだが)大きく半減

している.これは繊維産元商社が大手原糸メーカーの代理庖化していることによるもので

ある。

第 3に特徴的な点、は観光産業と食品工業である。全国的に有名となった fフードピア金

沢J などのコンペンション"j~業によって 、 観光産業が県外客相手に大きく生産額を伸ばし

ており、食品工業が観光産業にリードされて伸びていくという連関ができている。

結局、この中でどのような新しい産業連関構造が生まれてきているかとJえば、歴史的

に見れば、繊維工業が苔附した内発的発展の成果は、繊維機械工業そのものの国際的展開
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金沢都市隠における移出産業の動向 (1980年

1980{F 1985iド 1C時均年 j円JJlrt: Jl'l}Jlr~\ J{'lJJI!lt: 変化の~凶
(80-85{f) (85・抑制 (80-90{1:) 

~生産額({引lJ) 24.706 30.913 43.915 25.1 42.1 77.8 

県外向移出荷i 7.251 9.242 14.203 27.5 53.7 95.9 

機械工業 1，527 2，546 4，779 “.7 87.7 213.0 

(一般機械工業) 1，241 1，785 3，221 43.8 80.4 159.5 *:l¥kll;1史|成・C11'1制球 ・食品開i.1it匁械ーメカトnlヒ
('(低気i幾械工業) 122 620 1，213 408.2 95.6 894.3 小1\'1コンピ ιータ ・|司 I，~j辺後 t;!{ .システムハウス

総*I~工業 724 1，185 1，3卯 63.7 17.3 92.0 r .1Ji合総j ・ファッションユニフォーム

級車IE卸売業 507 258 133 -49.1 -'¥8.4 ー73.8総*If}t/~~'ijrLのl(J也II:PJU8化

商業 1，717 1，316 1，786 -23.4 35.7 4.0 

(卸売) 1，014 702 1，340 -30.!i 切.9 32.1 

(小売) 703 614 446 -12.7 -27.4 -36.6 m心ilj lJlI~~と郊外化の中で続)111向ÌÀがijf.む

吸光;ln長 540 1，407 1，240 160.6 -II.S 129.6 f，j}rliJ" .文化 ・コンペンション(フードピア)

食品工業 564 606 1.334 7.4 120.1 1J6.5 伝統事~'1:かした11う餓がi.特"P"f.c'，/， (グルメプ-L、)
地元rli以産業へ 2，気)() 3，621 3コ90 24.9 59.9 99.7 

波及的'1:i'7!.'Ji党
(Yi斜) 1980 ・ 1985句、 r行川県派~辿削炎』より.
i劣X>{I': r ~i1< rli問p"(()長i1lJ対抗irl凶』より.

(il)金沢r.JIrliri習は行川'1'火1よ成rli町村[ffiのデータをやl川している.

1鉛5年と1990年の比較)表4・3



をtl'luiiiし、それだけではなくて、それが生み出した部品工業等の下請け関連企業の府のj早

さが今度は地方都市に合った特徴的な小型工作機械、食品関連機械などの非常に特徴的な

機械工業を発展させるということをもたらした。そしてそれがメカトロ的展開をしていく

小で地元のシステムハウスの成長に結びついていくという内発的な螺旋的な発肢経路が生

まれている。

一方繊維産業そのものは、同めて厳しい構造転換の局面にあるが、その中で輸出依存か

ら内侃主導に転換して f新合繊織物Jと呼ばれる新しい繊維製品の開発によって、生活文

化産業としての展開にノJ向性を見い出そうとしている。そして、さらに新しく観光 ・コン

ペンション等の産業が金沢経済を支える柱となっていくことによって有機的な産業のリン

ケージが形成されて、それらが螺旋的に発展していく杭造に向かう可能性が生まれてきた

段階であると言えよう。

要するに、金沢経済は内発的発展がもたらした都市経済の質的優位性によって、危機に

あたってフレキシブルな転換を実現したと評価できるだろう。

では、内発的都市 ・金沢の特徴は何かと問われれば次の5点にまとめられる。

第 lに、地域内に本社や怠志決定部門を備えた基幹工場を置き、持続的に発展を遂げた

地域内発型の中堅 ・中小企業群によって支えられた自H.性の高い都市経済であり、職人気

質に宮み、イノベーションを得意:とする多数の中堅企業群と零細な事業所群から構成され

た経済情造を持つ。

第 2に、明治中期以降、現在まで約l∞年かけて繊維工業と繊維機械工業が 2大基幹工業

として(繊維工業が繊維機械工業の需要を生み、繊維機械工業は繊維工業に生産手段を提

供するという形で)地域内で相互述関的に発展を遂げ、これを基礎にして戦後には工作機

械や食品関連機械、さらには出版 ・印席'J工業、食品工業、アパレル産業等が展開しており、

人口44万人の都市にしては多彩な産業連関構造を保持し、同時に伝統産業からハイテク産

業までに至る「地域技術J とノウハウの蓄積とその連関性も保持されてきた。(図4・5)

第3に、繊維工業に典型的に見られるように、産地元光商社を中心とする独自の産地シ

ステムを形成し 、 繊維産業の~造機能のみならず販先 ・ 流通機能、 そしてそれをベースに

した金融機能が域内で発展をしていくことによって2次産業と3次産業のバランスのとれ

た都市経済である。

第4に、このような都市経済の内発的発展力が、外発型の大規模工業開発やコンビナー

ト:r;.の品致を結果として抑制lし、産業構造や都市構造の急激な転換を回避してきたために、
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図4・5 金沢産業の発展系譜
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n'~~高体制以来-の独特の伝統産業とともに伝統的な街並みや周辺の自然環境などが残り、ア

メニティがx2かに保存された自IS市兵を誇っている。

その伝統産業のm制については、約8∞事業所で3，200人が服用され、 22種の伝統工芸が保
作されており、京都市に次く'集積を持っている。

第5に、以上のような内発的発展がもたらした独自の都市経済構造が域内で保々な述関

性を待った迂回生産によって付加価値を増大させ、地域内で産み出された所得のうち、手IJ

間部分の域外への「漏出Jを防ぎ、そのことによって中堅企業の絶えざるイノベーション

を[1J能にして情報産業や各相のサービス業を発展させ、さらに大学(金沢大学、金沢美術

工芸大学、金沢工業大学など13大学)や専門学校、さらに多数の博物館や資料館等の学術

文化尖積をもたらして、独自の質の高い都市文化のmftiを誇っている。つまり、経済余剰

の都市内循環により「生活文化ストックjが高く保持されているのである。

このように内発的発展を遂げた金沢の現在の経済力の評価について見ょう。表4・4は金

沢を含む8都市の経済力の比較である。大分，和歌山，長崎は人口規模で40万を前後する

部rb，そして大分，和歌山は外来型(コンビナート型)都市，長崎は造船業に比重をおい

た都市.新潟.富山.福井は北陸沿岸の中規模都市，品後に仙台は金沢が当面目標にして

いる都市である.

ここで，特徴的なことは金沢市が工業出荷額では大分.和歌山の約半分にすぎないが，

卸売販売額では逆に金沢が2.5倍--3.5倍となり，課税所得や預貯金額において優位に立っ

ていることである。もっとも典型的な「支庖経済都市j である仙台と金沢を比較すれば，

(仙台は人口で金沢の2倍であることを考慮してみると)卸売販売額では仙台が.工業出

荷額では金沢が優位にあるが，やはり諜税所得や預貯金額において金沢は上位である。

このように，金沢経済は第 2と第3次産業のバランスが良く，所得を地域にとどめおく

という点で相対的に優れた経済椛造をもっていることが統計的にも示されるのである.

同時に.80年代における各都市の動向はさらに興味深いものである。 1982--87年にかけ

る工業出向額の推移を見ると.この間.金沢市は21.6%地加している一方，外来型都市，大

分.和歌山，新潟は逆に20%をこえる減少を示している。つまり，コンビナート都市が持

る工業出荷額は絶対的に大きくおちこんでいるのである。一万.卸売販売額においては金

沢は微増にとどまっており.産元商社が演じていた卸先機能が縮小することを示している

のである.80年代のグローバルリストラクチャリングに各都市がどう対応したかが問題と

なる，
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このように高度成長期において地方都市の多くがフォーデイズムの波に押し抗されて、

巨大企業の工場を訴致する外発的発展の道を選ぴ、その結果、地域の伝統工芸や生活文化

の独自を製失していった中にあって、極めて個性的な都市文化と自律的な都市経済を金沢

にもたらしたものこそ都市金沢の内発的発展そのものであった。

フォーデイズムによる大砧生産=大量消費システムが危機に立ち、新しい文化的生産が

徐々に影枠ブjをもち始めると、金沢の都市型産業にもルネッサンスが到来した。

とりわけ、金択の場合に、伝統産業における職人的生産システムがベースになってポス

ト・フ才一デイズムの文化的生産に発展していく点が興味深い。

第6節 文化的生産の都市へ

金沢における文化的生産は、ある意味で江戸時代に始まった臓人的生産の位活と再構築

といえるかもしれない.続人的生産(クラフト ・プロダクション)→フォーデイズム(マ

ス ・プロダクション)→文化的生産(新しいクラフト ・プロダクション)という歴史的展

開の中に f内発的都市における文化的生産Jは位置づけられると思われる.

金沢は、京都に次いで伝統的工芸品産業が多く継承されている都市であり、舵認されて

いる伝統産挺は22産業である。(表4・5参照)これら伝統産業に関連する製造業耶業所数

は約8∞事業所、従業官数は約3，200人に達する。これは市内の事業所の23.3%、従業者数の

9.3%を占めており、金沢市の一つの基幹産業といえる位置にある.このうち国の伝統工芸

品産撲の振興に附する法岱に指定された業種は九谷焼、加賀友禅、金沢箔、金沢仏壇の 5

業椅である。ここでは、加賀友禅、金沢箔などをみてみよう。

加賀ぷ抑は、近作・のポストモダンの本物志向から加賀郡jへの評価が尚まり、成長が著し

い。京友様、沖縄の紅型と並ぶ日本の染色工芸を代表する工芸であり、約5∞年前の加賀独

特の「悔染j という無地染をルーツとする。京都から宮崎友禅斎を招き、加賀染に友樽画

風のまrrしい悦慌を生み出し、加賀友禅が確立された。狩野派の流れをくみ、写実的な草花

償保を中心とした絵柄は京友俸の図案調のが風とは対照的である。作業工相は、京友禅ほ

ど分業化がなされていないので量産には不向きであるが、反而一貫性のある盟法ができる

ため、作家独自の側性が十分に発問され、友禅涜しで仕上げられる本染の味わいが大きな

特色である。京友f1ilなどが大量生産につき進んでいる頃、力n賀友f1ilはいち早く H落款制H

という職人的生産システムを確立し、文化性の高い高付加価前生産を軌道に采せたのであ
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表4・4 地方都市の経済力比較

項人九E~口---L~[9~85拐1ーー事名 軒市 |仙台円金沢丙 ス分布 壬む歎J市 長i笥市 えニ渇干竺 苫lH苛

-t30. ~8 t 390. 096 -t0t. 352 31i. II t 250お11857333
::990: ~~2. 863 ~08. 501: 396. 553 ~~~. 5991 ~86. 097 321. 254 252.7-t31 9[8.398 

() i: !9ê5-;OO) II!!三~ (2. 9) (.;. ; i I (-1 2) (-I.DI (22) (2.3) (! 0)' (勾.!) 

)( i次産業 日990:パ)I 3.5 ~. 0 l. S 
1・
~I 

32ji 
~ 2次産業 [[990:("0 J、:.9 、 21.31 む.5 33.4 2:. 5 Jl 

理T
.... 
3次産業([990:行) 63.3 ー 62.2 7I. 0 3 

エ支出F野5買:1987; (!11弓) t 915 9. 880 3. i8J J. 1 oO 5. 755 6.443 3. 30- 守1. 守4・.『4 

() 1: 1982 -81のゆび忍 (21目6) (-20. 1) (-21.0) ( -O. 4) ( -22. 6) ( -O. 9) (6. 4) (10.0) 
" : [99 [: (令円) 7.247 !?:. !~! I 12. 627 3. 685 7.274 8.471 t l-t2 10.040 
りは t987-91の他び~ (.17. ~、 (53.5、(29. !) (! 5. 6) (25.2) (3! 5) (25. 2) (35. 4) 
卸売1友禿玉置:1983: (億円) 25. 734 S. 536 7.2内2 9. -139 27. ~. 2 !9.799 13. ~50 30.551 
りは1982-38の(~U~ (3.2) (--t. 3) ( -3. 6) (13. 0) (17.3) (18. 7) (11. 1) (l~. U 

" ~19S1: (復円) 340 553 !!.95l 8.017 12.517 34. 3S 1 22，613 16.062 105. 107 
りは1983-91のil!lび3 (3-1.0) (24. 0) (! 0.2、(32. 5) (25.3) C-i 2) (; 9. ~) (30.3) 
預貯金額 : 1990: (億円) [7.057 9.633 13.635 ! I. 048 29. 585 .0.4nJ 3:' 525 
() ，: i人当う'if(方向) (385) (237) (367) (30i) (JS 1) (921) (4!4) (34~ ) 
l人当つ忽役所得 〈千舟)

:.535 !. ! 85' !. 294 t. 082 1.33i i. 451 1. 4-t! 1. ':81 ~ 1991 ~ 

所 f尋 格 差(1990) 107.5 75.~L _ __!~_L~心61 100.9 103.7 

資符 ，-6 ;:;:l'H青年}ij (IS93~三)、 7zE域主主痴は克.(!99.;a)、 fお符データ1':;1 ク ~ (! 994乏〉なこ・ょっf乍s:
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るo J}l{f作家50名 、 後継者やアシスタントは約2∞名前後である。売上額は 1970~f代後半に

は50"""60惚円であったが86年には150億円に達している。 1967年から加賀染振興協会を中心

に、尚祉と生産者が一体化して深厚に取り組み、 70年には市内専光寺に協同組合加賀友抑

染色団地が完成し、伝統のぷ抑流しは現在、団地内の人工川で行なわれている。

金沢箔は‘ 18世紀前WIにJJ!1賀補が京都から箔打ち股人を招いて型造したのが興隆のきっ

かけで、明治維新後に江戸病が消滅してのち、金沢箔だけが産地として残り全国市場の99

%のシェアを持っている。その要因は気候、気温と水質が箔打ちに適していることに加え、

抗打ち機の改良があげられる。歴史的には、仏壇、仏Jl:の宗教工芸や金扉風、機器、陶磁

2iiなど伝統工芸品の材料として発展してきたが、近年は生活慌式の変化に対応して、異業

部交t況をおしすすめテレホンカード、インテリア用品、地酒や菜子などの食料品、さらに

は化推品にまで幅広い用途が開拓されている。

伝統工芸における股人的生産に宿る職人気質とその発展がもたらした地域技術の集積は、

金沢の新しい都市型産業にも引き継がれている。次にハイテク ・ハイタッチの分野の新都

市型産業をみていこう。

パーソナル ・コンビュータの周辺機器メーカーとして全問ブランドとなった僻)アイ ・オー ・

データ機器(従業員153名)の社長、細野昭雄氏は、地威内発型の有力オフィス ・コンビュー

タ・メーカーである PFU (当時はユーザック)からのスピンアウト組で、ハイテク騒人

とでも呼べる人物である.しばらく、地元の金沢工業大ずでコンビュータの開発研究に携

わったのち、1976年に会社を設立.当初資本金l∞万円でスタートした同社は:--':ECなど大

手メーカーの下請けでコンビュータ周辺機器を生産していたが、北陸の基幹産業である繊

維工場の繊維按勤監視システムを開発することにより業容を整えた。パソコンの普及とと

もに、開発されるソフトウェアとのメモリ一容訟のギャップに気づいた同社は、周辺機器

として増設札。iボードの開発 ・販売を開始するや、急激に721要が殺到し、オリジナル技術

である 1.O.パン夕方式は、 RA¥1ボードの「標準規格Jとなり、市場のトップシェアを

占めるようになった。職人気質そのままに大手メーカーの入り込めないスキ間に巧みに迅

速に参入して成功を収めたのである。 1989年度の売上げは53億円、経常利益8億円、1991

年にはそれぞれ95億円、8億円に述し、株式公開に成功した。

今やポトリング ・システムの全国トップ ・シェアを誇り、金沢のハイテク分野の中核企

業となった渋谷工業僻)(従免只1，261名)は、もともと金沢の地酒屋中村酒造の醸造用機械

を製作しており、伝統産業が育てたメカトロ産業であるといってもよい。清酒の内容物よ
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りも容25が商売となると巧えた同社社長は自動ポトリングシステムの開発に乗りtl¥し、ユー

ザ-fl~ に{上限の見なる文字通り「一品料理」の仕事に「金沢の職人気質の伝統」を生かす

ことによって、この分野のトップ‘ンェアとなった。当時ライパルであった三妥盤工業の製

品は、 ビールやウイスキーなど定型的ボトルしか対応できなかったが、日本酒業界の多様

なニーズに対応することで技術を諮積した同社の製品は一台のシステムで多種類のボトル

を処埋できるというフレキシピリティーを発揮して、多品手if!少量生産の時代の要請に応え

ることにより、業界のトップ企業に踊り出たのであった。 1970年代後半から同社は欝摘さ

れた伎術に新しいハイテクを訴入して、 レーザー加工機、レーザ一利用の医療機語、半導

体型造装世などメカトロニクス分野への多角化をはかつている。

この他に、地元の豆腐毘や舟司昆と結びついて発展した自動豆腐機械メーカ一、自動場

げ物機掠メーカ一、回転舟ii]コンベア ・メーカーなど食品加工機械メーカーがそれぞれの

分野で全国のトップシェアを持っており、いずれも多品樋少量生産であり、文字通り fハ

イテク時代の職人的生産Jのリーダーとして活躍している。

しかも、これらのメーカーは、いずれもコンビュータ制御によるシステム化をめざして

いる。例えば自動豆腐機械の全国トップ‘ンェアーを持つ僻)高井製作所(従業員116名)は、

コンビュータ ・メーカーであるPFuと共同で、人間の脳のような機能をもっニューロ技

術を rluも難しい作業の一つj と豆腐職人が嘆く、 f5:沸作業に導入することに成功した.

f職人芸J を備えたハイテク豆腐機紋が後継者難の豆腐業界の救世主となるかも知れない。

このように、金沢に宿る織人気質と食文化に結びついて発展してきた食品関連機械工業

は地元のソフトハウスやシステムハウスのベンチャー企業に発展の可能性を切り開いてい

る。

テキスタイル部門での復活の兆しに先立つて、アパレル分野ではニューウェーブが定着

した。ファッション ・ユニフォームという新規分野を1m妬し、そのトップシェアにUJりで

た企業が登場した。

もともとスポーツ用スラックスの下請に甘んじてきた側ヤギ ・コーポレーション(従業

品2∞名)は、八木孝男社長が就任するやファ ッション ・ユニフォーム業界の将来性を予測

して、カタログ販売を武誌に業制を伸ばした。金沢長術工長大学で工業デザインを学んだ

伺氏は、最初に就職した大手屯気メーカーで‘家庭電気製品のカタログ販売を担当しており、

カタログ販売の可能性を予見することができたのである。同氏は次々と自社ブランド型品

の開発に成功し、業界のトップ企業となった。繊維産地ではあってもファッション感党の
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之しい金沢のアパレル業界にあって、ユニフォームという安定した製品に注目し、これを

ファッション化、ハイタッチ化することによって fスキ間Jに特化し、飛距を遂げた。

1991年ljEより地ノJの中堅企業のトップを切って、 「メセナファンデーションjを作り、メ

セナ(企業による文化支怒)m業に乗り出した。同社は柾に「新しい文化的生産の時代j

のリーダーといってよいだろう。

印刷業界からデザインに接近しているのが高桑美術印刷僻:)(従業只185名)である。すで

に見たように、印刷・出版工業は加賀百万石の文化に由来する文化産業である。もともと

金沢の地問メーカーのラベル印刷を手がけ、これによって得たデザイン性と技術を活用し

て全国の約50%のラベル印刷を受注する(トップシェアー)に至り、現在はラベルのみで

なく、包装・パッケージからマーケティングまで総合的な営業を展開している。酒造業以

外の総合的な企画開発を設置し、 PFじのコンビューター・ガイドフ'ックの印刷など、デ

ザイン性 ・美術性のある印刷物を作り、高付加価値かをめざしている.

金沢の文化産業の先頭に立つのが地酒メーカーの側福光屋(従業員128名)である。東海

北陸父o.1の酒造を引き継いだ福光松太郎現社長は、全製品蔵出し本酪造化を成し遂げ、

現代的な“サラッ"とした味わいのあるウマイ酒に転換した。バイオテクノロジーの研究

開発を進め.続々と新型品を高品化する一方、地域内発型イベントとして全国的に評価の

高い“フードピア金沢"をプロテ'ユースした。 “フードピア金沢"のコンセブトはフード

(食物)祭と風土祭を兼ね合わせ、金沢の誇る独自の食文化を発信して、地域の“風"と

“上"を砿信しようという試みである。 い風"は襟臼者であり、フードピアに全国から集

まる文化人、 H 士"は定住者であり地域住民と地域定住法人(地域内発型企業)であり、

柳田国男の民俗学や鶴見和子の社会学の影響が見られるコンセプトである。金沢と能登、

白山j麓で開催される“食談"の場で、漂白書-と定住者が交流し、ともすれば伝統の重みに

窒息しそうな金沢に、革新的な思想や文化の“風"を吹かし、 “土"の意識を変革しよう

との怠図がある.

全国から集まった文化人 ・知識人達の情報発信力でイベントは成功をおさめ、冬枯の時

期に観光客を増加させただけでなく、金沢経済界に地域アイデンティティをよびさますこ

とで活性化したという経済効果をもたらした。まさに、 f文化が経済活動をリードするイ

ベントJであった.

福光社長はポスト ・フードピアの試みとして、前述のヤギ ・コーポレーション社長、八

木孝男氏、高桑美術印刷社長、高桑秀治氏らとともに、ニューヨーク 5番街に本校をもっ
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パーソンズIf.1際デザインスクールの金沢分校を誘致し、法人組織として1992年4月より開

校することにこぎつけた。

金沢に欠けた、ポストモダンのデザイナーを益成しようという意図である。企業の文化

的投資として、金沢の都心に新しい職人を養成する拠点を作るということは「第3のイタ

リアjの都市の拭みとも一致していると考えられる。

ハイテクを支えるソフトウェア人材やハイタッチを創造するデザイナーを益成し定着さ

せる都市UWtが、新しい高付加価値産業、企業を生み出すのである。

このように質の向い文化的集制によって都市経済の発展をはかる新しい産業発展の方式

を f文化的UWiを生かした都市の文化的生産Jと呼びたい(図4・6参照)。

第7節 金沢に新しい文化運動を

金沢の内発的発l長を積極的に評価した宮本憲一は、 「金沢の文化上場の位かさは一般市

民生活の肢かさにある。 j と述べ、内発的発展が金沢文化の背景を支えているとしている。

しかしながら他方で、 f金沢には市民文化の土濯が笠かであるにもかかわらず、近年では

一部の分野を除いて、なかなか国際的な美術館や研究者が育ちにくいといわれている。こ

れはあまりにも文化が中央集権化されたためで、地方に共通の現象であろう。だが、それ

だけではなく、戦後の金沢の社会の中には、きびしく現状を批判し、続制の権威に挑戦す

るような、いわば、 f文化の牙Jをむき出す専門家をいやがる雰囲気があることは否めな

い。しかし、牙のない文化というのは、今日、成り立たないo J (宮本.1984) 

かつて金沢市内の河北潟午妬政策に警鐘を鳴らした宮本は、自らの批判を受け入れられ

ない金沢の文化状況に失望して金沢大学から転出した。

金沢出身の陶芸作家である中村錦平は、現在の金沢文化の問題点を次のように指摘して

いる，

「文化 ・芸術のi酎でも f去日本 ・中央 ・太平洋j は r!ij日本 ・地方 ・日本滞j をリード

している.中央m倍、経済中心主義、襲、と言う立地条件は動かしがたい威力をもって、
我々地方におつかぶさっている。中央には物 ・金が吸い寄せられ、人がmまり、文化 ・芸
術の課題をみつけだし、お互いが触発し、向かを創り出す。それが魅力となってさらに人

が集まり、内容が密になる。一方、地方は金は巧妙に吸いあげられ、人は出てゆき、文化

創造の力と機会を失い、停滞し、できあがってしまった中央文化の受けとめ役か、文化遺
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表4・5 全沢市の主要な伝統品工芸品産業

伝送Eま
主妄製品

x芝のJ;.~ | 生産~l苔万円)
t圭健富賓

指定 司区友E号泣 徒系者泣I1何年 II'1'l.lZ
谷 後 O i'Eö 、~~を. i':i~寺 Il 刷会む~， 人

1.九
6)~ l.lJ) 15.500 

2大 M t主 ZZ辺A 2) 1∞l 1∞ 
H~ " 友 情 。包 Z主.急告J 宅 ut守、 L~.'.~着 )18 1.ι~ 20.2)0 19..!O7 

4金沢 iI< l. 。茶道具.n~:i'.等の-Q~生産 55 70 450 450 

3会 沢 ia 。金IB.sia I.m 11.3∞ 10.101 
6 to X & ~ に怠.(1句、 主主身A主事 s 11 

?奈の泊長| |茶釜 3 

S 金沢仏ヨ101弘主{同111Hi と例川;~l) 66 254 1.010 1.010 

9痢 エ 胃"" 病火鉢、花以灰思、菓子時 | 9 )0 250 

10 J!土沃 A 切実人形、 ~子刻、加賀J\字書主主上 20 4()() 

IIbOX~H あゆ~.H 3 12 17 

12/)0 X 百早 i長塗の~竿 2 2 

1J竹 ヱ 妄 |網代混入の菜、 量送局竹工品 2 3 

14 こ~初伝 工芸局長‘由華ミ 6 

15氷 31 '"引、氷雪l人形 4 23 50 

16伺 n |期段 2 

17菓 子京ヨ| 木!1

13勾 会 手3;U

19 il ~HT 

10大 怠| |各!b:li

21 ，ー. !生S~午 51 

" ー・ ーヲZ |ニ笠 51 

23 :J )l 1: ;1純手育等

14 ~・っー・ 2・l.t: |かつも・かもじ

2s金沢表具| l怠窓、書tt怪奇 J∞ 
16 手 ~Q ~~! ;I |手祭会ごむ幻 1 、 3 

mし E主変 al! 8:~主li含 Ml

出所) r石川県商工要覧J

図4.-6 金沢の文化的生直慣:念国
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庄のお守り役に甘んじなければならない。それをどうしようもない趨勢として、受けとめ

るs!IJにまわる耐命にあるのだろうか。地方にとって全くありがたくないこのめぐりあわせ

は、政治的、経済的、地理的などの外的条件によって、動かしがたいものになっている。

しかし考えてみたいのは、そうした状況に甘んじ、諦めて、はねのけようとしない地方

側自体の判例ql~jilによっても 、 その関係をいっそう動かしがたいものにしている面がある

のではないかということだ。

だいたい孜々はII分の怠志によって、中央権力に抗しでも、何かをかちとろうとしたこ

とがあっただろうか。現任に至るも唯一の誇りとしている金沢文化にしても、そもそも封

池端主のお[Io.J入りと同時に中央から持ち込まれたものであり、我々が守っているものはそ

の余加にすぎない。したがってその文化の実体は余韻なるがゆえに、時とともにその実在

性を部品にしてゆく.そのような古い話でなくとも、こんな例がある。金沢の街は水も空

気もきれいだと跨らしげだ。でもこれは先頃、新産業都市計画法だったかに駆け込もうと

したものの、お陥の宮山県(その後富山県は公害デパートと呼ばれるにいたったo )に奪

われ、涙をのんだ.水と空気はそれで保たれたにすぎない.

私は金沢に生活の本胞はおいてはいるものの、都市の半分は東京で仕事をすることにし

た。何のことはない、それは、精神面、経済面両方の出穣なのだ。それで思うのだが、金

沢文化には自らを起動力としてなんとしても何かをかちとる意欲と執念がとぼしい。現代

の地方文化を確立しえないのは、あながち外的条件のせいばかりにはできない。そうした

受身の精神的風土を打舷しようとしないところにも新しい芽が育たないわけがある。 J

(呼'-I:;j"，1987) 

前衛的な陶誌を志した中村もまた、伝統文化に縛られた金沢を去った。

伝統にや¥'iられ批判制糾lに欠けた都市文化は、創造都市の対局に立つと考・えられる。

文化創造の機能に欠けた都市は、創造的な産業を育てる風土を失うだろう。金沢の内発

的発展のさらなる進展のためには、ポローニャが経験した1977年の文化運動の高協のよう

な経験が待ち望まれる。

この点、で、注目される新しい文化運動の芽が金沢に生まれつつある.かつて繊維産地の

象徴的な建物であった大和紡純金沢工場の倉庫群が、金沢市民芸術村に生まれ変わったの

である，この芸術村には近代産業遺産である倉庫が改造されて、ドラマエ防、ミュージッ

ク工房、エコライフ工房、アート工房として一般市民が自由に使用できる創造空間が誕生

した。芸術村を運営する金沢市は利用者代表と話し合って、!日24時間、 l年365日自由に市

-165・



["の自IJjfi活動に施設を開放することに決めた。一方、ドラマ工房は、金沢演劇人協会に結

集する21印体のアマチュア出IJ日lが自主的に話し合って迎用細則を決めた。こけら滞とし演

劇祭が 1996年 10月から約三IH~ r::J1m催されることになり、 illL~の熱いまなざしが注がれてい

る.ともすれば、伝統文化や伝統芸能に傾斜しがちな金沢の文化政策に転機が訪れた。新

しい文化的インフラが市民の能動的な参加によって、市民の潜在能力を引き出す芸術の創

造空IllJに転化しつつあると思われる。

すでに見たように、金沢経済は内発的発展がもたらした都市経済の質(地域内発型中

堅中小企業群のもつフレキシピリティ 、緊密な地域内陸業述|則情造、零細企業をネットワー

ク化し利潤を地域内に健保する在地システム)の優位性のゆえに、グローバルリストラク

チャリングの荒波の中でフレキシブルに転換することに成功したといえよう。

この点で、創造都市ポローニャのフレキシプル・スベシァリゼーションとの共通性を

指摘することは可能であり、内発的発展論の国際的な展開可能性を予感させるものである。

もっとも、金沢とポローニャの相泣点も明確にしておく必要がある。

それは第lに、ポローニャにおける中小企業のフレキシピリティは個々の労働過程にお

ける企画 ・管理労働と肉体労働の一体化に基ずく創意性 ・自発性によって支えられ、勤労

者主体の民主的経済社会の土台となっているが、金沢においては後者の展開は不充分であ

り、主に前者のフレキシピリティにとどまっている。

第2に、ポローニャにおける職人企業連合が果たした「共生的ネットワークd は P賊争

と協同Jの理念を現実化するrn要な要素であるが、金沢においては、産元商社を頂点、とす
る「垂直的Jネットワークであったため(それゆえに控折の原因ともなったのであるが)、

その水平的再組織化が大きな課題としてのしかかっていることは事実であろう。

~13 に、ポローニャにおいて職人組合とともに中小企業の「共生的ネットワーク」を支

えた地方自治体の積極的産業政策は金沢においては未成熟であり、今後の課題となってい

る.

第4に、ポローニャのような幅広い市民の参加に基づく新しい文化運動が金沢には待ち

史まれる。

これらの 4 点を克服することは創造都市金沢への~Mである。
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終章 創造都市の系譜と文化経済学の復権

第 1節文化経済学と都市

近年、この間の経済社会のあり方に根本的な反省と娘底的な変革を求める論調が学界や

経済界は言うに及ばず、巷間広く、しかも急速に高まっている。中でも特徴的な論点は、

尚度経済成長の主役であった巨大企業を中心とする効率的生産体制と、それを支えてきた

官僚機椛があらゆる社会的ひずみの原因であり、もっとも重視されねばならない人間の生

命や地球環境が経済発展の犠牲とされてきたことへの痛烈な批判である。

このようなゆで、経済学の分野においては、 f生命と環境を基礎においた経済学jの復

ほが求められるところとなった。池上惇らによる文化経済学の提唱とその体系化はこうし

た時代的223Jiに応えるものといえよう。(池上， 1991， 1993)池上は文化経済学の出発点

をイギリス ・ウ.ィクトリア朝期の経済学者である、ラスキンとモリスに見いだした。彼ら

の芸術経済学は都市の文化と深い関わりがあったのである。今暫く、時代を遡ってその声

を聞いてみよう.

芸術経済学の促明者であるジョン ・ラスキンは1918年にロンドンに生まれ、若くして持 ・

評請を佳くし美術評論から.次第にJ.$.ミルに代表される功利主義の経済学に鋭く対立しな

がら，人間の創造活動と享受能力を監視する r生命経済学J の体系化を志した。彼は終生

イタリアの都市， とりわけヴェネチアの建築群の英しさに心を奪われ，何度も調査に訪れ

て名著 Tゥ・ェニスの石JStone of Veni句 1853を刊行している。

ラスキンの芸術践の特徴は造形芸術である絵画，彫刻そして建築をm~な要素として考・

えており，とりわけ、建築については多くの積類の芸術を総合したものであると同時に，

雨風など外界の力に耐えるという点から構築される，有用性と芸術性 use加 dぬuryを旅ね

備えているものとして重要視していることである。

rヴェニスの石』の中で彼の後継者-であり，アート ・アンド ・クラフト ・ムーブメント

の指導者ウィリアム ・モリスが広もm要であると評価しているのが，第 2巻 fゴシックの
本質 4 と題する1;(である。

ここでラスキンは歴史都市ヴェネチアの各時代を代点する建築群のけ1からゴシック限式

を至高のものとして選び出しているが，その理由は，ゴシック様式にこめられた f粘神の

力と表現j にある。つまり，ゴシックの精神的要議は.1.野生味， 2.多彩さ，変化へ
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の好尚. 3. 自然主義. 4. 1壬f，f組味，不安におののく想像)J，5.厳格さ，緊張感， 6. 

過剰さ.気前の良さ等に示されており，これらは織人たちが命じられて奴隷の仕事に悦わっ

ているのではなく，自らJ7え.自由に手を動かしていた結~であり，権威に対抗する自主

組立の材やl'が表現されているとラスキンは洞察している.彼は建築の芸術性の基郁として，

そこにこめられた f精神の点現jを見出して，さらにその背後にある職人の生命と自由の

象徴としての職人の仕事ぷり，つまり，エジプトやギリシャの奴隷芸術のように，支配者

や上司に命じられた正砿さや勤勉さを示す洗練されたill物ではなく，権威にほ抗し.自由

な先延!と企i面でなされた，自'1irI的仕事こそを評価したのである。芸術的活動のような創造

的活動は「手と頭と心jが一体となったものでなければならないと考えたラスキンは，次

第に当時の労働そのもののありノJに疑問を投げかけてゆき.分業の問題点を次のように鋭

く指摘したのである。

1われわれは，近年，分業という大きな文明の発明について大いに研究し，それを大い

に完全化してきた。しかしわれわれは，ただそれに誤った名前を与えた。本当のことを宣

えば，分割されたのは労働ではなく.人間なのだ。人nnは単なる切れ端に分けられた。生

命は.小さな断片と屑とに粉々に砕かれたのだ。 J (Ruskin. 1853) 

都市長観を形成する建築群の芸術的評価から始めて.建築が表現する精神を読み解き.

その背後にある自由な騒人の労働の発露に視点を置いたラスキンは，そこから時人の創造

活動にとっての障害物を告発し.その克服のために経済学の研究に忙頭することになる。

rこの!d後の者にもJUnto This Lasc， 1862と r腹の賜りもの』 ルluneraPulveris， 1872の二

冊はフスキンの本格的な経済学上の業績である。ラスキンの生命経済学を受け継いだ都市

研究者 P.ゲディスの弟子であり，名著 T都市の文化」を若したL.マンフォードは，こ

れらの芯物を評して次のように述べている。 rラスキンはエネルギー収入と生活水準とを

生産との関連において表現した応初の経済学者であった。消費と創造の機能一一これは金

銭経済学者が無視したものだがーーを彼が把握したことは ・・・ 彼をして生技術秩序の基

本的な経済学者たらしめた.J (Mwnford. 1938) 

残念ながらその晩年におii神のパランスを崩したラスキンは自らの生命経済学を体系化す

ることは適わなかったが，価Mi論において現代社会の変革にも有効な射程をもっ軍要な問

題提記をしていると評価されている。

その要点をまとめると以下のようである。政治経済学者にとって本質的な仕事は何が真

に有用な，或いは生命を活気づかせるものであるか，またどのような程度，種煩の労働に
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よってそれらを獲得し，配分しうるかを決定することであり，この探求は f~'J f 貨幣J

「日掛Jの三大項目にわかれ，それぞれ自然科学，商業科学，道徳科学の領域に附してい

るとする。

日は本質的に価値のあるものから成り，価値は固有価値と有効価値の二重性をもっ.こ

こで悶布価値とは特定の物が持っている，生命を支える絶対的な力である。例えば小麦や

がj沖な空気は身体や体温を維持し，美しい草花は感性に刺激を与える力を持っている.小

企，空気.草花にはそれら白身の)Jが内在し，この独自の力は他のどんな物にも存在しな

い，もっともこれらの物のもつ問有価値が有効価値となるためには，それを受けとる人の

側において一定の状態が必~・であり，この場合には消化機能，呼般機能，知覚機能が完全

でなければならない。

それゆえ.ラスキンは次のように35る。

f有効価値の生産は常にこつの要却を含む。まず，本質的に有用な事物を生産するとい

うこと.次にはそれを使用する能力を生産するということがこれである。国有価値と享受

能力とが相伴う場合には， r有効』価値，つまり包が存在する。固有価値，享受能力のど
ちらかが欠ける場合には，有効価fu'iは存在せず，すなわちおは存在しない。 J (Ruskin， 

1872，邦訳p.40)

池上惇は Fラスキンによると.国有価値は消費者の享受能力と出会って消費者の生きる

力に貢献しなければ価値として実現しえない。この享受能力を論じたことは，今日からみ

ればラスキンの先駆的な近眼点であった。 J (池上， 1996， p.84)とその現代的意義を高く

評価している。

続けてラスキンは価値物を次の5項目に分類している。

①土地。これに属する空気，水.3a生物。

②建築物，間度品，器械類。

③在胞の状態にある食品，医薬品，及び衣服を含む趣味用品。

@由待。

③25術品。

つまり，人間の生命を育むよ地，空気.水といった自然出境がまず重要視され，次いで，

生活空間を形成する住宅や調度品.さらに生産が行われるオフィス ・工場や器械頴.そし

て. 3番目に日常生活に必要な消費財が掲げられ. 4. 5m自に書籍と芸術品という形で

学術 ・芸術文化を示している。ここには.生命を維持するシステムを霊視するラスキンの
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考え方が鮮明に示されていると同時に，生命と充尖させるものとしての学術・文化の独自

の重要性が指怖されていることも特徴的である。彼はこれらの価値物を次のように二重性

として犯んでいる.

「土地。そのfuli{l(iは二重のものである。第 lには食料及びエネルギーを産むものとして，

第2には観日と忠ど・の対縁となって知力を生み出すものとして。 j

f建築物の倒的は.第1に，使用は無事に，社交は容易に，温度や通気は健康的となる

よう，便宜な形状.寸法，位置ということも考慮に入れての，持久性というものに存在す

る。望ましいないしは可能な都市規校および区 ・街 ・広場等といったその区画犠式や，土

地の場所柄の相対的価値や，五えも鎚践的で恒久的な建築犠式などが.この項目のもとに研

究されなければならない。建築物の価値は，第2に，歴史的自緒と建築美に存在するもの

であって，習ぜiや生活に対するその影響をわれわれは吟味しなければならない。 J

(Ruskin， 1872，邦訳 pp.41-43)

このように，ラスキンは固有価値を第一義的に人間の生命を維持する物の有用性に着目

し，第二義的に人naの精神を些かにする物の芸術性に注目し，二重性をあらゆる事物に貫

いている。ここには若きラスキンが『ヴェニスの石』において機能性と芸術性を兼ね備え

た建物を「辿築物」と呼び、機能しか持たないただの f建物Jと峻別して以来の思想が貫

かれている.この r;釘用性と芸術性Jの視点はあらゆる価値物にあてはまる。器械の価値

は第 1に.労働を短絡する，あるいは人間の能力をこえた事業を達成するとともに，第2

に科学的知識を持及することにあり，者籍や芸術品の価値は事実に関する知識を保存し，

普及するとともに.生き生きとした町民な感情と知的行動を鼓舞する力にある。

つまりラスキンは.固有価値を明らかにすることによって有用性とともに芸術性を産み

出す労働のあり方と享受能力の形成についての経済学的課題を提起したのである。彼は労

働を生きる喜びの表現で・あるq光悶(ラテン語で「仕事Jを意味する)とlabor(同じく「労

働J)に区分する。 r労働とは人nnの生命がそれに対立するものと争うことである。ーす

なわち，生命という2菜は人間の理知，霊魂および体力を含み，それらが疑問，困難，試

練.あるいは物質的な力と抗争するのである。 J (Ruskin. 1862. 邦訳 p.133) rそれは

通常努力そのものないしは力の適用(つまりop悶)と混同されているが ・・・。人体のもっ

ともうるわしい諸活動や人間知性の忠商の諸結果は全く苦労を伴わないーいや.生気を回

復させる努力の状態，もしくは成果なのであるが，労働とは苦しみながら努力することで

ある~ J (Ruskin. 1872. 邦訳 p.79)
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つまり.ラスキンは資本主義勃興期の賃労働者の状態を奴隷労働の苦しみと理解し，ゴ

シックill築を産み出した騒人の生命の蹄きであった仕事の反対物であると述べているので

ある。資本主義の貨幣経済によって売買の対象となり，生きるための苦痛となった労働に

代えて. r生命と自由の象徴jである仕事を復活させるために，ラスキンが期待をかけた

ものは. rセント ・ジョージ ・ギルドj の試みであった。残念ながらこの試みは実を結ば

なかったが，貨幣経済の圧力をはねのけて固有価値の生産と消費を過して，生産者の創造

的活動と消'Jli.('jの京受能力の形成をはかろうとする協同組合運動のさきがけであった。

同時にラスキンは，ウ.ェネチアのゴシック建築やティントレットの天井函などの絵画 ・

彫刻など優れた芸術品の保存のための協会の設立に力を注いだ。歴史都市の文化財保存の

理論的裏付けこそ彼の固有価値論であった。

ラスキンの後継占ーであるモリスは rヴェニスの石』第6章「コ.シックの本質Jについて

次のように語っている。

「はじめてこれを読んだとき.我々の多くはそれが世界がこれから向かつて旅立つべき

新しい道程を指し示すもののように思ったものであった。そしてこの40年間の様々な絶

明の後になってみても，われわれの仲間たちは，とりわけジョン ・ラスキンその人も，そ

の後は，そのような旅立ちのためにどれだけの備えが必要であるのか，またその備えを行

う前にどれだけ多くの事柄が変わっていなければならないかを学ばされたとはいえ，しか

しなおわれわれはこれ以外には.この文明の愚行と堕落から脱け出す途を見出せないでい

るのである。ここにラスキンが教示するものは，芸術とは人間が労働の中に見いだす喜び

の表現だということである。人々がその仕事を楽しむことは可能だということであって，

それというのも，今日の我々にはそれがいかに不思議なことに思われようとも，かつてそ

れを楽しんだ時代があったということである.その教えの最後は，英がいま一度，実り多

き労働の自然でかつ不可欠の随伴物となることであるのだが，そのようにならないかぎり

は，労働は無採なる苦痛のみとなり，人々の容らしも苦荊そのものとなってしまうという

ことである。 ・・・ 当然のM結として.芸術による労働の型化こそが.今日における我々

の唯一の目標でなければならないということになろう。 J (Moπis. 1892) 

次いでモリスは. f労働の人間化Jについてロパート ・オゥエンやシャルル ・フーリエ

もこれを語っているが，芸術によって労働に喜びを回復するという思惣こそはラスキンに

独自のものであると述べている。

オックスフォード大学に在学中.ラスキンの著作に出会ったモリスは.ラスキンが成し
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1!}なかった f芸術による労働の献外からの回復j のための社会的実践を行いつつ，著作と

mi~t活動を通じて社会的に大きな影符を与えた。

では詩人であり.工芸家であり.社会改革家であるモリスは，ラスキンの思想をどのよ

うに継承し，どのように発展させたのであろうか。

モリスはill~ を「総合芸術J であるとしているが，その総合性とは人々の協同労働

c∞問問tion{こよって創られ，綿々なジャンルの芸術の連合umonであるということによると

考えている.

同時に，彫刻lや絵画，建築を大芸術(百legr回 tarts) と呼ぶ一方. ru常生活の身のまわ

りのものを美しくするJ芸術を小芸術(甘lelesser arts)と呼んでいる。これには住宅建設，

訟装，建具，大工，鍛冶，製陶，ガラス製造，織物などを網羅する一大産業であるが，大

芸術とは分離されてしまったことが両者を生気のないものとしていると嘆きその解決のた

めに両者を接近させる必要があると.彼の最初のdl，Ji寅集 f芸術の希望と不安JHo.戸~sand 

Fears for An (1882)に収められた f装飾芸術JThe Lesser Arts (1877)において，次のよう

に語っている.

fさて，私は芸術の範囲や本質について次のように言わねばならない.すなわち，この

主題の細部に立ち入る時，私は偉大な芸術で・ある建築や.彫刻そして絵画に干渉するつも

りはないが，私の巧・えではこれらの大芸術を，今必そうとしている装飾芸術という小芸術

と切り放すことはできない。近来になって，生活状態が複雑をきわめるに至って，はじめ

て両者は分離するようになったのであって.それらが現在のように分離したとき，芸術全

体にとって事態は恋化したのである。小芸術はとるに足らない，機械仕事の，知力に欠け

たものとなり，流行や不誠実によって押しつけられる段々な変化に低抗する力がなくなっ

てしまった。 一方，大芸術は.しばらくは偉大な柏神と奇勝をおこすほどの手先を持った

人物によって制作されていたとはいえ.小芸術の助けを受けず，互いに助け合わなかった

ために，必然的に大衆芸術としての威厳を失うことになり.一握りの怠析な金持ちの無意

味な虚飾の持ち物.すなわち玩具にすぎないものとなったのである。 J (Morris. 1882. in 

The ¥Villiam Morris Library 199'+. pp.3-4) 

「大芸術と小芸術の分離Jをいかに克服すべきであるか.モリスは次のように語りかけ

る。

f私は繰り返して古うが，その救済策はもしそれが適用されるならば，はっきりしてい

る。諸芸術が分離したとき.芸術家に取り残された手仕事職人は芸術家に追いつかなけれ
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ばならないし， i芸術家と協力して制作せねばならない。巨匠と弟子との相違や.ある者を

絞倣芸術家に.他の者を建築的または装飾的芸術家にする人間の知力の生来の性向の相違

はさておき，厳密な装飾的労働でMわれる人々のItl]に相逃は当然ない。そして，これを取

り扱う大多数の二芸術家たちは，彼らが作るもののさまざまな必要や用途に応じて，その芸

術で感動を与えすべての制作者を芸術家にすべきである。 J (Moπis. 1882. Ibid.p.l4) 

大芸術と小芸術の分離による芸術の衰退をもたらしたものこそ，商業主義の横行である

と洞察したモリスは自ら理想を尖現すべく，数人の同志とともに「モリス商会Jを設立し

(1861年).ステインド ・グラス，壁紙，織物，タピストリィ，染色，家具などのいわゆ

る装飾芸術の盟造・販売を実践しているのであった.モリス自身はデザイナーとして活路

し.職人たちと多数の工芸作品を生みだした。モリスのデザインについての評価としてN.

ペヴズナーは fモリスは，自然と様式との均衡， ビューレンやコールなどによって推奨さ

れた平商性とモリスが背少年JUJからあれほど深く学んできた花や来の位制さ畳鏡さとの間

の均衡を，彼の前後の誰よりも見事に達成することに成功した。 J (小野二郎. 1992. 

p.132)と述べている。

一方，モリスは芸術活動と都市環境にも関心を広げてゆき，例えば次のように語ってい

る。

fイギリスにおける民衆芸術をわれわれに返してくれそうなすべての事柄の中で，イギ

リスを清潔にすることが第一の位も必要なものである.美しいものを作るべき人たちは美

しい場所に住まなければならない。芸術ののどけさや純粋さと，近代的大都市の混乱やむ

さくるしさとの問の対立こそまさしく芸術家のおIJ怠を刺激し，今日の芸術に並外れた生命

を生み出すのであると言いたい弘がしている人もいるかもしれないし，そういう議論が主

強されるのを私も開いたことがある。だが私はそんなことは信じられない。芸術家のある

者たちに一般的な共感ができないようにする，熱狂的で妄想的な性質を，それはせいぜい

刺激するだけのことである。しかし，それはさておき，これらの芸術家はもっとロマンティッ

クな日々ともっと楽しい土地の思い出をいっぱい持っている人々であって，かれらは，こ

れらの思い出によって生きているのである ・.0 英しいものを作るべき人たちは美しい

場所に住まなければならないという私の言葉を私は問守する。 ・・ ・というのは，もしわ

れわれ人間がわがまま勝手にその夫を破壊することをつつしみさえすれば，独自の美しさ

を持たない，人の住める地面は一マイル平方たりとも存在しなくなるのは確かである。私

が正当な労働によってそれを手に入れようとするあらゆる人の権利として要求するのは，
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大地の芙の，このような筋のとおった分け前である。 J (Morris， 1881，邦訳 pp.82・83)

f日常生活の身の廻りのものを尖しくするj小芸術の復興を目指すモリスは，同時に芸術

的な生活空r:aと.尖しい都市民境の保全を唱えた。例えば住民のためのオープン・スペー
スの縦保，工以の汚い.ru庭を美しい庇闘に変えること，煙害駆除，通路のUi掃，労働者用

の住宅建設.都市人口の抑制|と適正化.都市と回闘とのバランス，回闘的郊外の保護等-

Hlの f回国都市Jの理念、を促案しており，当時.産業部市としてロンドン，マンチェスター，

リヴァプールなど.人口が急附し.工場の排出物によってもたらされる大気汚染，水質汚

泊~，さらに劣J21な労働者向け住宅{作から椛成される非人間的な都市空間l に堕落してしまっ

た都市を転換することを主張したのである。(小野二郎， pp.310・314)

また. 1877年には. 『古建築物保護協会d の設立に加わった際のモリスの主張は，当時

流行していた中世の教会建築の f修復j が古代イギリス様式にこだわる余り原型の生命を

失ったコピーを大自に生み出してしまったことへの鋭い批判に満ちていた。精神なき機械

的なゴシック悦倣が犠行することに対してモリスはラスキンから学んだ臓人の自由な精神

の所産である fゴシックの本質Jに立ち戻るように社会に訴えかけたのである。

1883年頃マルクスの r資本論J (Das KapitaDに影響を受けたモリスは，ラスキンが提起

した「創造的労働の復活Jの課題を，マルクスによる資本主義社会への根底的批判を通し

た社会変革への展予の中に位置づけることになる。

f有用な仕事と無益な労役;Usefull Work versus Useless Tail， (1884)においてモリスはラ

スキンのwork仕jJfとlabour労働の区別を念頭におきつつ.労働を魅力的にするための条件

を次のように規定している。

まず. r価値ある労働とは，休息の喜び，その成果を利用する喜び，そして日常的に創

造的償能を発揮する喜びの3つの希望に満ちたものであり，それ以外の全て労働は無価値

であり，生きんがための苦役すなわち奴隷の仕事であるJ (~foπis. 1888. in百leWilliam 

Morris Library 1994. p.l00)そして.次に f富とは.自然がわれわれにうえるものであり，

理性的な人間が分別のある用途のために自然の賜物から作り出すことができるものである。

日光.新鮮な空気，荒廃していない地面.食べ物.必要で上品な衣と住.あらゆる種類の

知識の貯蔵と，それを普及する力，人間同志の自由なコミュニケーション手段.芸術作品，

すなわち人間が民も人間らしく.LNも向上心に燃え，思慮深い時に創造する美一これら全

てのもの，すなわち，自由で.人Ill1らしく，堕搭しない人々に役に立つすべてのもの，こ

れこそ富である。 Jと述べる。(.¥110巾s，応id)
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ところが，資本主議社会は人IHIらしい労働を実現するどころか，労働者は搾取され.資

本家がつくるf!lりの f需要j のためにエネルギーを浪費させられているのである。そこで

モリスは「もしわれわれが，万人のための幸福にして布用な仕事を実現したいのならば，

取り除こうと決心せねばならぬのは，まさにこの体制である。労働を魅力的にする第一歩

は，労働を実り位かにする手段である資本(これには土地，機械，工場等が含まれるが)

を共同(コミュニティー)社会の手に移し，万人のために使用せしめ，その結果，われわ

れ全てが.万人の点の f需要Jに「供給Jすることができるようにすることである。 J

(Mo巾s.Ibid) 

そのうえで. r労働時間の短縮と，労働を意識的に有用なものにすること，それに当然

伴う多岐性のほかに.労働を魅力的にするのに必要なもう一つのものがある。それは快適

な環境である.Jとモリスは述べている。

このようにモリスはラスキンの唱える固有価値を災現するためには.マルクスの主張す

る資本主義体制の様底からの変革が必要だという考えに至るのであるが，両者の単なる岐

合ではなく，芸術活動のような創造的活動を軸にして「労働の人間化Jと f生活の芸術7t:J 

とを結びつけて論じた点に彼の独自l性が見られるのである。

以上，検討してきたラスキンとモリスの芸術経済学は，資本主義体制下の機械制大工業

が全世界をおおいつくし，大量生産=大量消費システムが職人的工芸的生産を駆逐してい

く中で，功利主義的経済学の隆盛の前に，経済学の世界からは最近にいたるまで永らく顧

みられることがなかったが.むしろ芸術 ・工芸運動の分野と並んで都市計画 ・地域計画の

研究史において彼らの「生命経済学Jの影響が見出されるのである。

第2節 文化経済学と都市計画

ラスキンやモリスの f実践と控抗Jを乗り越えて.都市計画の分野において彼らの理想

を受け継いだのは.P.ケ.ディスやしマンフォードらであった。 1854年にスコットランドに生

まれ. ロンドン大学において進化論で著名な生物γ者トーマス ・ハックスレイから生物学

を学んだゲディスは.ラスキンの著作からも大きな影響を受けて都市も「生物j と同肢に

f進化Jするものと考えた。 1915年に出版された『進化する都市JCities in Evo/utionにお

いて.急速な工業化と人口集中の中で「無情の産業都市jと化したロンドン，マンチェス

ターなど大都市における大気汚染，水質汚濁.スラムの発生など都市県境の劣悪化をもた
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らしたりJ利主:能的な f貨幣経済学jを批判し，ラスキンやモリスが唱えた 「生命経済学j

の立場を充足4させた新しい f都市計副j を提案している。この新しい f都市計画j とは，

都市労働者の生活見境を改善し.都市と郊外のバランスのとれた発展を噂くように資跡、と

エネルギーを幼術的に利用しうる「新技術体系j を必般にし，市民や労働者が医学(公衆

柑i生).工学.社会学.心理学そして経済学などの端科学を総合した 「市政学j の成果に

学びながら都市を進化させていくことを意味している。そしてゲディスは次のように語っ

ている。

f其の地点IJ目先，点の都市開発，』1.の都市設計，これらは安っぽい適応や模倣とは全く

見なった物である。去の設計や妥当な計画は.その地βと地域の条件を十分利用するよう

只体化すべき物であるし，地方と地岐の個性の表現でなければならない.もしそうでない

ならば芸術家の無駄な努力に終わるか，いやそれ以上に，経済的浪費と実際的失敗という

仕返しを受けるのである。このように「地方性J とは ・・・すべての環境の適切な把握と

取り扱いの過程を通じ，かつ問題にされている場所の本質的で個性的な生活についての積

極的な共感を通じてのみ.十分に理解されるものである。それそ'れの場所は真の個性を持っ

ているし.同時にそれは独特の湖裂を示す物である.一一個性という物はあまりにも多く

眠ったままでいるかもしれないが，しかしそれを起こすことは大芸術家としての計画家の

任務である。 J (Ge.d:b;， 1915， pp.396戸397)

つまり，ゲディスによれば都市計画に芸術性を持ち込むことが都市や地域の個性を発担

することにつながる一一すなわち.ラスキンの f固有価値Jに到達することになるのであ

ろう。

さて， 1985年ヱューヨーク州ロングアイランドに生まれたマンフォードはニューヨーク

市立大学においてゲディスから都rb計画学を学び.処女作TheStory of Utopias rユートピア

物語J以来、古典的名著TheCuJture of Cities T都市の文化J， The City in History 1歴史の都

市 明日の都rJiJに至る多数の若作を発表している。彼は古典的名著とされる f都市の文

化』において、次のように都市を定持している。

f完全な意味における都市とは、地理的網細工、経済的組織体、制度的過程、社会的活

動の劇場、集合的統一体の美的象徴である。一方においてそれは共通の家庭的 ・経済的活

動の物理的枠組であり、他方においてそれは人間文化の意味ある活動と昇華された衝動の

怠識的な舞台装訟である。都市は芸術を育てるとともに芸術であり、都市は劇場をつくる

とともに、劇場である。人間のより目的的活動が人間や出来事や集団と争い協力しながら
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さらに意義深いmきへと形成され、尖現されるのは、都市において、劇場としての都市に
おいてである.J (:V1umford. 1938， p.480) 

このように、彼は f都市j を家底的・経済附舌到j共通の枠組み(=インフラストラクチャー

)と文化的id1iJJの劇場との統ーした「容器Jとして、つまり機能性と茎術性の二重性から

定義し、その f容(，i}Jの中でistじられる機能を「文化的貯蔵、伝描と交流、創造的付加の

機能一一これこそ都市のもっとも本質的な機能であろうjとし、端的には都市を 「文化的

個体化の単位としての地域Jと定義している。

次いで.マンフォードはケ'テ.ィスの都市発展説を修正して、有名な都市の発展と衰退の

輪廻説を展開することになる。第 l段階 「原ポリスJ一村落が生起し，経済的 ・文化的エ

ネルギーが諮問する.→第2段階 fポリスj一自由なエネルギー，自由な時間が開放され.

社会的分業が発展し，文化的諮械が地加する。→第3段階 fメトロポリス」一世界貿易が

発達し，経済鈍争が激化するーノIj，[/4文化接触により，文化的エネルギーが最大限に附放

される。→第4段階 fメガロポリスJー衰退の始まり。資本主義的工業化の進展は都市を

金儲けのための空間=金銭的営業空間と一面化し、独占資本主義の形成に伴って、ニュー

ヨークを筆頭に少数の巨大都市阻=メガロポリスが出現するが、そこは金融機関、官僚機

柄、そしてマスメディアが集中する政治 ・経済 ・文化の三位一体的支配中権となった。こ

こでは「芸術 ・文字 ・建築 ・言鉛における文化的産物を、おおむね金銭的見地から原準化

してしまう。機械生産が独創的な芸術にとって代わり、巨大さが形式にとって代わり、最

の大小が意味にとって代わる" (Mωnford， 1938)とマンフォードは批判する。

他方、地方都市はメガロポリスに文化的 ・経済的要ぷを一方的に吸引されて、工場と労

働者住宅の民間した単なる工場都市となり、巨大都市のもとへ従属する。 r小さな都市は

メガロポリスの網の自のなかに吸いこまれ、巨大都市の悪徳を真似し、しかも大都市では

米だ残存している学問や文化の社会制度が小都市ーにはないためさらに低級な水準におちこ

んでいく。 Jつまり地方都市はメガロポリスの伐となって非文化的な野蛮な状態のなかに

おかれることになると警告を発している。

そして第5段階 「専制都市J一メガロポリスにおける生活から遊離した消費文化によっ

て市民の活力は衰え、都市自体の巨大さゆえに官僚機構が肥大化し、専制都市(ティラノ

ポリス)へと堕落する。自治体と国家が破産し、芸術と科学は創造を停止する。最後に第

6段階「ネクロポリス(死者の都市)Jに至る。

では、どのようにすれば都市は併生するのだろうか?
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マンフォードは「メトロポリス円也の労力はすべて、メトロポリス経済の基礎的形態に

対する反逆まで行かなければならない。その努力は人口の地加、密集のための機械的便益

の別加、都市地域の耐えさる拡大、処理しがたい医大性と非合理な rf{l~ 大さ j にはんたい

するようはたらきかけねばならない。 j (Ibid. p.303)と語り、都市阿佐の基本的思想とし

て金銭経済から生命経済ないし生技術経済への転換を次のように提唱している。

f金銭経済においては、販売と利刊のための生産が主ほを握っており、 ・・これにたい

して、生技術特併においては、消't'lと移仕が優先する。 j

f生技術経済のもとでは、消 't'lは生命の保持と r~!i1J，}に向けられる。ここでは質的基憎が

何よりも大切である。生活というd必は決して浪然としたものではない。それは出産と育

児、健康と充実した生活の維持、人倍の育成、これらすべての活動の搾台としての自然と

都市の環境の充2むなどを意味する。 J

f金銭経済は機械の役割を鉱張するのにたいして、生技術経済は.l)jflfJ的サービスの役者IJ

を拡大する。収入と使えるエネルギーの大部分は、芸術家、科学者、 ill築家と技術者、教

師と医者、歌手、音楽家、俳優を支怨するために使われる。このような変化は、前世紀に

清実に進行し、その傾向は統計的にも証明できる。しかし、その意義は一般的にはまだよ

く理解されていない。というのは、その結果は従照的な機械技術から生命の直接的芸術へ

の関心の移行でなければならないからである。また、それはもう一つ別の可能性、まった

く別の必要性をもたらしたのである。つまり、生活条件の改良ばかりでなく、社会的遺産

の目的的創造と活用のための全世界的な都市再建である。 J (Mumford. 1938. p.465) 

全世界的な都市再建のためには、経済活動と文化活動における創造性との棺互の関連が

問題となろう。マンフォードは都市が個性的な文化的地域となるためには、 「自給的であ

るとともに専門化した経済基盤j をもたなければならないとしていることは重要であろう.

『ベネトン ・マッケイが指摘したように、 3つの担の経済的地域がある。第lは、主とし

て自給的で、したがって経済的平衡を保ったものである。このような昔のままの単純な形

の平衡を示す地域は今日ではほとんどない。われわれの欲望と技術がたくさんの複雑化要

因を生みだしたからである。第2のものは、完全にの門化した地域である。つまり、その潜

在的可能性に関係なく、ある限定された一連の商品の生産に専念しているような地方であ

る。とくに18、9世紀に開発された地方においては、炭鉱地域は、そのような一面的な経済

単位の実例である。こういった地域である種の人間的平衡をつくりだすためには、特殊製

品輸出をきわめて多出な輸入品によってバランスされなければならない.このことは環境
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の澗尚化を部分的に救うであろうが、部分的でしかない。多様な地域の利則から生まれる

ような活動と伎能と経験がまだ不足しているからだ。資本主義経済のもとでは、もっとひ

どい弱点がある。そのような地域では、より円満な文化に必要な成分を輸入するに足る収

入を得ているのは、ほんの一握りの人びとだけなのだ。しかも、ある産業が f斜陽化するJ

と一ニューイングランドである純物工場が斜陽化し、イギリスのダーラムとウエルズで炭

鉱が斜脱化すると、住民は行きづまってしまうのである。第3の型の経済地域は、先進文化

によってふつう代表されるようなものである。それは部分的に自給的で、部分的に専門化

している。それは地域内にさまざまな代表的な資源を保有しており、その特産物と個性的

な技能によって、他の地域から多面的な人間の文化に必要な要点を獲得する。農業地域は

第lの型の平衡に向いやすい。それは妥求を限定し、異国の産物なしでやっていくことを学

ぶ。専門化した産業は第2の型である。その成果は一面的な専門家の腕しだいであるが、専

門家はついには自分の ~I，門領域外の生活と思想の貧困のために不換えの支配力を失ってし

まう。文化地域が必盟とするのは第3の型の経済基盤である o J (Mωnford. 1938. 

pp.336四337)

マンフォードは、 「都市の文化は究同的にはその高度な社会的表明としての生活の文化

である と語り、 f国土計画と都市計画の任務は、もっとも些かな人間の文化ともっとも

充実した人間生活を維持するような地域をつくり、あらゆるタイプの性格や気質や人間的

感情に安息地を与え、人間の深い主観的要求に対応する客観的な場を創造し、保存するこ

とである と締めくくってている。

以上、ラスキン、モリス、ゲディス、マンフォードの所説を検討してきたが彼らに一貫

して流れている思想は f生命と環境Jを何よりも重視する「文化経済学jであり、 「人間

の消t~活動と創造活動を充実させる都市の再建」という思想である。

第3節 文化経済学と「創造都市J

ドイツの経済学者. R.エーベルト.F.グナード. K. R.クンツマンは第8回国際

文化経済学会において f?創造都市』のための T文化インフラストラクチュア』と T文化

活動』の需要性Jと題する注目すべき研究報告を行っている。この報告は「欧州創造都市

研究グル-7'Jの共同研究の一環としてなされた.イギリスとドイツのそれぞれ5都市の
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比較研究に基づいたものであるが，今日. r創造都市J研究が求められる背去として，社

会福祉政策と自治体の伝統的経営の見直し，さらに製造業雇用の減少という深刻な問題に

各都市が直面していることが挙げられる。従来は，述邦や州政府の補助金に依存して，こ

れらの問題に対応してきたものが，財政危機のもとで郎市の自立が求められ，都市自らが，

新しい産業を創造し.問題解決能力を持った都市行政システムへの転換が共通の課題となっ

ていると述べている。つまり，経済.行財政システムにおいて「創造性に富んだ都市j と

はいかなる都市であり，どのようにして形成されるのかが彼らの検討課題である。

若者遥は，この課題にアプローチする際に芸術活動のもつ創造性に羽田して，自由で創

造的な文化活動と文化インフラストラクチュアの充実した都市こそは，イノベーションを

得怠とする産業を擁し.解決困難な探題に対応しうる行政能力を育てることができるとい

うのである。

例えば，人口1∞万人の大都市ケルンの場合，主として化学工業と自動車工業においてM

用が減少し，失業率が13%に達していたが.2∞0年に亘る文化的伝統と大学，専門学校，

研究機関など創造的機関がもっ多様性と専門性のある文化土壊を生かして，ニューメディ

ア産業を創出し，総雇用の10%を広識の文化産業が提供するまでに再生した。新しいメディ

ア・パークの挫設と芸術祭'アール ・ディ ・ケルンH の成功によって，旅行 ・観光など関

連産業も活性化している。

一方.文化的伝統が欠如し，大学や専門学校などをもたず，金属加工 ・機械工業分野の

下Jiけ中小企業を主体とする人口6，3∞人の小都市ウンナUnnaの場合には. r世界女性作家

~m館J と「アバンギャルド ・ フェスティパルj といった，文化的なニッチ指向戦略によっ

て，ケルンとは逃った成功を収めていると報告されている。

つまり，創造都市にとって f文化的インフラj と「文化活動J とは不可欠の構成要点で

あると3人の著作者は結論づけている。

この研究においては、産業のイノベーションとインフロピゼーション(即興演奏のよう

な改良)を得意とする都市を創造都市と呼ぶ、アメリカの都市研究社者 J.ジエイコブズ

に五及して f創造性Jを空想や想伶よりも実践的で、インテリジェンスとイノベーション

の間にあるものと位置づけているが、従来までの都市経済基盤と新しい文化活動との内的

述閑の解明は今後の課題となっている。しかしながら、今回 、ヨーロッパのみならず，都

市の哀退に悩むアメリカや産業空洞化が本格化する日本の都市においても「創造都市」の

研究が焦眉の課題となっているといえよう。
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この草では，従来の都市経済論の業紋を踏まえながら、創造都市の定義と研究課題を明

らかにしておこう.

マンフォードの r都市の文化』に触発され.マルクスの経済学体系を独自に発展させ，

現代的古典とも宮うべき『都市経済論』を著した宮本態ーは，経済学の基礎的概念である、

①集制②社会的分業③市場④交通 ・通信⑤都市的生活保式⑤社会的指力から都市を経済学

的に規定し、都市経済一都市問題一都市政策という三局面を設定し.歴史貫通的な素材的

規定と資本主義に固有の体制的規定の両面から都市を分析している。(宮本.1980) 

とりわけ、宮本『都市経済論』の特徴は，副題にあるとおり f共同生活条件の政治的

経済学Jを志向した点にあり，本来，より良い生活を志して都市にm住した住民達の共同

生活が，資本蓄積段優先の体制のもとで劣悪な環境におかれて、深刻な都市問題が発生す

るメカニズムを経済学的に解明し，共同消費手段の充実など問題解決のための都市政策を

明確することによって，多くの都市住民，都市政策家に指針を与えた画期的な業組であっ

た。

宮本はマンフォードから f容器としての都市Jという思想を吸収し. r容器J= r共同

生活条件jの経済学を構想したのであり，その「外部性J= r容器Jの経済学の提唱は

f社会資本論Jr都市経済論Jr環境経済学Jr現代資本主義と国家』の四部作を貫いた

一貫した思想であり，従来のマルクス経済学的分析に「使用価値J視点の導入を強調した

点で，研究方法論的にも大きな影響を与えたものであった。

だが.マンフォードの都市容器説には，すでに見たように、 f使用価値J視点を越えた

機能性.有用性とともに芸術性をも重視する f国有価値J視点が存在しており，文化経済

学の系譜に属すアブローチが継承されているのである。 r都市とは ・・・ 共通の家庭的 ・

経済的活動の物的枠組みであり， ・・・文化的活動の劇場でありJ.より本質的には 「文

化を保存，継承し，創造するjものであるというマンフォードの視点を生かす f都市経済

論Jが求められるのである。

ここでは文化経済学に立脚しつつ「創造都市の条件Jを定義してみたい。

まず，エーベルトらの「創造都市Jのための f文化インフラストラクチュアj と「文化

活動j という問題淀起を肯定的に受けとめ， falli宣支控インフラストラクチュアJと f創

造活動Jに概念を拡張したい。なぜなら.芸術や科学においてのみ創造性が見られるので

はなく，ラスキンとモリスが主張するように工場や家庭生活に至るまで，芸術性 ・創造性

が人間の生命を充実させるために必要だからである。
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したがって、創造都市の条件は第 lに、芸術家や科学者が自由な創造活動を展開するの

みならず、労働行-や時人も苦役としての労働ではなく有用な仕事に携わり、自己の生命を

燃焼させることができることである。このためには、利潤第一の企業活動をコントロール

するとともに、社会的に有用性があり文化性の高い製品やサーヒ.スの生産を奨励し、工場 ・

オフィスの環境を向上させねばならない。

第 2 に、富裕な階級のj良質的な消t~生活とは異なる、庶民レベルの日常生活を芸術的に

することである。このためには生活を盟かにしうるだけの庶民の所得と生活時間が確保さ

オ1 そして質の高い住宅と壁紙 ・カーテン ・テーブルウェアなど上質のクラフト製品がリー

ズナプルな価絡で提供され、演J~II .オペラ ・コンサートなど舞台芸術も低料金で鑑賞でき

ねばならない。

第3に、創造文侵インフラストラクチュアとして大学 ・専門学校 ・研究機関、また、職

人の創造的仕事を支援するインフラストデクチュアとして各種協同組合など非営利セクター

が充実していることが必要である。

第4に、都市環境が保全され、都市住民の創造力と感性を高める都市長観の美しさが毘

要である。

創造都市の第5の条件は、個性的な文化的地域を支えるバランスのとれた経済基盤を都

市が獲得することである。

鼠後に創造都市の行政においては.産業政策と文化政策との有機的関連が行財政問題と

しても分析されねばならない。
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